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第-章 序論

第 1章 序論

1.1 研究の背景

鉄筋コンクリート部材 (RC部材)の破壊モー ドは､一般的に曲げ破壊､せん断破壊､およびね

じり破壊に分類され､それぞれの破壊形態に対して､部材の耐荷力が作用する荷重 (曲げモーメン

ト､せん断力､ねじりモーメント)を上回るように設計される｡これ以外にも軸力による圧壊､支

圧､押抜きせん断など様々な破壊形態が想定されるが､土木構造物の柱や梁などの棒部材において

一般的に問題となるのが曲げ破壊とせん断破壊となる.

曲げモーメントに対する鉄筋コンクリー ト梁部材の挙動については､ひび割れ幅の算定や長期変

形の問題など､不明な点も残されているのが現状であるが､終局曲げ耐力については平面保持の仮

定に基づく理論的な評価方法がおおよそ確立していて､満足できる精度でこれを評価できる状況に

ある｡

しかし､せん断力に対する挙動については､変形量の算定方法や終局せん断耐力の評価方法など､

不明な点が多く残されており､曲げ終局強度と比較すると理論的な取り扱いが大きく遅れているの

が現状である｡

RC部材にせん断力が作用した場合のせん断破壊性状は一般的に変形性能に乏しい脆性的なもの

となる｡RC部材の耐震設計においては､部材に生じる塑性変形によるエネルギー吸収を考慮した

照査が実施されることが一般的であり､前提条件として､部材に想定している塑性率の範囲内にお

いて､せん断破壊により部材の耐力が喪失するような状況は避けなければならない｡すなわち､主

鉄筋が降伏した後も､せん断破壊を生じることなく､所要の変形性能を満たさなければならない｡

これまで､例えば道路構造物の分野では､鉄筋コンクリー ト部材の変形性能の照査は､曲げ変形

に着目した手法が採用されてきたoRC桂部材を例にとれば､帯鉄筋による拘束効果を考慮したコ

ンクリー トの応力ひずみ関係を用いて曲率の限界値を求め､曲率の積分により終局変位を算出し､

じん性を評価している｡この方法に従えば､終局時の判断はコンクリー トの終局圧縮ひずみによっ

て行われていることとなる｡このようにコンクリー トの応力ひずみ曲線に基づいて変形性能を評価

する方法の元となったのは､太田による単一柱形式鉄筋コンクリー ト部材の耐震性に関する研究1)

であった｡しかし論文中にも示されているとおり､正負交番載荷と一方向のみの繰り返し載荷とで

はその変形性能が大きく異なっている｡荷重の繰り返し作用によるせん断破壊モー ド-の移行を課

題として挙げられている｡すなわち､交番荷重が作用する場合の変形性能の低下の一つの原因とし

て､主鉄筋降伏後のせん断破壊が挙げられ､これに対する考慮が必要となる｡

先の阪神淡路大震災における道路用鉄筋コンクリー ト橋脚の被災状況を見ると､甚大な損傷を受

けているものは､主鉄筋の段落とし部を除くと､曲げせん断破壊型あるいはせん断破壊型に分類さ

れるものが多いことが判明している2)｡せん断破演を生じる部材では十分な変形性能を発揮するこ

とが無く､エネルギー吸収性能が小さいため､被災程度が大きくなったものと予想される｡阪神淡

路大乗災におけるコンクリー ト構造物の被災状況を受け､土木構造物の耐寮性能の向上を目的とし

て耐蕉設計法の改訂が行われた｡道路橋示方書も改訂作業が進められたが､その改訂作業の重要な
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第-章 序論

一つとして､コンクリー ト部材のせん断破壊を防止するための照査方法の確立があった｡特に､重

要な課題として取り上げられた項目として､鉄筋コンクリー ト部材のせん断耐力の評価精度を向上

すること､特に主鉄筋が引張降伏した後にせん断破壊に至る曲げせん断型破壊の防止であった｡載

荷試験結果を基に､荷重の繰り返し回数に応じたコンクリー トの負担するせん断力の低減係数が提

案されている2)｡しかし､コンクリー トの負担するせん断力の意味するところについては､十分に

明らかにされておらず､また､せん断スパン比の影響や所定のじん性率を満足させるために必要と

なるせん断耐力の確保については､十分な知見が得られていないままとなっている｡

このように､正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材の曲げ降伏後のせん断耐力について

は､部材の耐震性能にも関わる非常に重要なものであるにもかかわらず､その評価精度の向上の余

地が大きく残されている｡

一方､土木用コンクリー ト構造物においては､ラーメン式橋脚やカルバー トなど､フレーム構造

の部材がしばしば用いられる｡このようなフレーム構造において､柱 ･はり接合部はL型の隅角部

を形成する｡構造計算においては､柱はり各部材の破壊強度を照査するが､隅角部については一般

的に剛域を設定することとし､隅角部そのものの耐荷性能について照査する手法は採られていない｡

フレーム構造は不静定次数が高く､一般的に粘り強い構造であると考えられるが､そのじん性を

十分に発揮するには､フレーム構造を形成している梁 ･柱部材のせん断破壊を防止するとともに､

隅角部のせん断破壊が先行することなく､塑性ヒンジが適切に形成される必要がある｡このため､

隅角部のせん断破壊の防止方法も確立する必要がある｡

現時点において､フレーム構造を有する土木構造物について､柱はり接合部の損傷が原因で構造

物が終局時の破壊に至った例はないものと考えられる｡しかし､先の阪神淡路大震災の経験から､

RC柱や梁部材については､地震時の保有水平耐力を向上させるため､配置される鉄筋量が増加す

る傾向にあるOこのことは､一方で隅角部に作用する曲げモーメントやせん断力の増加を招く結果

となり､隅角部の負担を増やすことになる｡しかし､現行の設計では､柱もしくは梁側に塑性ヒン

ジが形成され､柱はり接合部の耐力低下を見込むものとはなっていないため､接合部の破壊が先行

することがないよう､正負交番荷重下における隅角部強度の確保のための手法を明らかにしなけれ

ばならないものと考える｡

コンクリー ト部材のせん断破壊を防止し､変形性能の向上を図るためには､できるだけ配置する

せん断補強鉄筋量を多くすればよい｡コンクリー ト部材のせん断耐力の評価が明確になっていない

のであれば､安全率を大きく設定し､大量のせん断補強鉄筋が配筋されるような設計基準を確立す

ることとなる｡しかし､公共工事一般に求められる課題として､構造物建設コストの低減があり､

このためには､構造物の耐荷性能をできるだけ精度良く評価することにより､構造物建設の省力化

を追求することが求められている｡とりわけ､柱はり接合部においては､柱はりから延長される主

鉄筋が交錯する箇所であり､必要以上の量の鉄筋を配置することは避けたいところである｡

このような背景に基づき､本論文はRC柱 ･梁などの棒部材に正負交番荷重が作用する場合のせ

ん断強度および柱はり接合部となる隅角部に正負交番荷重が作用する場合のせん断強度の評価精度

の向上を目的とした検討結果をとりまとめたものである｡
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1.2 本論文の構成

現在､実務で用いられている鉄筋コンクリー ト部材について､単調増加荷重が作用する場合のせ

ん断耐力評価方法は､基本的には実験式である｡実験式であっても､部材のせん断抵抗メカニズム

がおおよそ明らかにされ､その原理に基づいたものであれば､正負交番荷重が作用する場合-拡張

することも比較的容易となる｡しかし､現状ではコンクリー トの負担するせん断力については､そ

の物理的な意味合いが不明確であり､各種設計指針類による取り扱いも統-されない原因となって

いる｡鉄筋コンクリー ト部材のせん断耐力の評価式として､修正圧縮場の理論や塑性理論など､全

く基本原理を異にするものが試みられているのはその現れであると考えられる｡

Reganによって､過去に検討されたせん断耐力評価方法についてその特徴が総括されているが3)､

必ずしも理論的アプローチに対して肯定的ではない｡せん断力の作用するRC部材のせん断抵抗機

構についてこれをモデル化し､数理的なマクロモデルの構築を行うことに対して警鐘を鳴らしてい

る｡結論において､数理的なマクロモデルの構築よりも､たとえばコンクリー トに生じるブリーデ

ィングの影響が､部材のせん断耐力に及ぼす影響について実験的データを得る方が､むしろ工学的

に重要であるとまで述べている｡このような結論に至った原因として考えられるのは､せん断耐荷

性能を評価する際に基本として構築されたマクロモデルが､必ずしも実際にRC部材に形成されて

いる応力状態やせん断抵抗メカニズムを適切に反映していないことであると考えられる｡単調荷重

が作用するRC部材のせん断耐荷力を評価するのみであれば､これまでに実施されたせん断載荷試

験結果を集計し､そこから経験的に導かれるせん断耐荷力評価式をもって実用上は問題がないもの

と考えられる｡

しかし､経験則の積み上げに終始する手法は､実験で再現されていない状況に対処することに限

界が生じるのも事実である｡修正 トラス理論の Vcの根拠を明らかにしなければ､これをベースと

して正負交番荷重が作用する場合のせん断耐力の低下を表現することには無理があると思われる｡

このような考え方に基づき､第2章において､まず各設計指針類で用いられているコンクリー ト

棒部材のせん断耐力評価方法の基本的な考え方を整理し､その問題点について考察する｡

第3章では､第2章で示された問題点をふまえ､単調荷重が作用する場合の RC部材のせん断耐

荷力の評価に当たって､部材に形成されているせん断耐荷機構を明らかにするための実験的検討を

行う｡

RC部材に正負交番荷重が作用し､曲げ降伏後せん断破壊を生じるような場合を想定してせん断

耐力の評価を行う際､単調増加荷重が作用する場合と最も異なるのは､圧縮側コンクリー トの寄与

の程度であると考えられる｡すなわち､単調荷重が作用する場合に発挿されているせん断抵抗機構

のうち､圧縮側コンクリー トによって負担されているせん断力は､正負交番荷重が作用する場合に

は十分に機能しない可能性がある｡従って､単調荷重が作用したときに圧縮側コンクリー トによっ

て負担されるせん断力の評価を行うことは､正負交番荷重が作用する場合のせん断耐力の低下を見

極める重要な鍵となるものである｡一方､作用する曲げモーメントが大きい基部の断面においては､

主鉄筋降伏時に塑性ヒンジの形成が予想される｡このような区間においては主鉄筋の湾曲が観測さ
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れることから主鉄筋のダウエル作用によりせん断力が負担されていることが推測される｡このため､

第3章では､ダウエル作用の大きさとせん断補強鉄筋の関与について検討を行った｡

第4章ではこの結果を受けて､正負交番荷重が作用する場合のRC部材のせん断耐力の評価にお

いて､荷重の繰 り返し作用に伴うせん断耐力の低下状況を実験的に捉えるとともに､せん断耐力の

低下とともに増加するせん断変形について測定を行った｡特に､正負交番荷重が作用する条件と､

一方向のみの繰り返し荷重が作用する場合の載荷条件の違いが､せん断耐力の低下状況に及ぼす影

響について考察したOこの結果に基づき､載荷点変位を一定にした場合について､正負交番荷重作

用時のせん断破壊を防止するために必要となるせん断耐力の確保について明らかにした｡

また､載荷点変位が次第に増加する交番荷重が作用する場合について､せん断耐力と部材のじん

性の関係について検討を行った｡引張主鉄筋が降伏した後､せん断破壊することなく所定のじん性

率を満足するために､せん断耐力をどの程度確保することが望ましいかを明らかにした｡

次に､梁 ･柱隅角部のせん断強度については､第5章にまとめて示すこととした｡隅角部の破壊

形態は隅角部に作用する曲げモーメントが内開きか内閉じかによって大きく異なるものであり､せ

ん断破壊が生じるのは内開きモーメントが作用する場合である｡しかし､内開きモーメントが作用

する場合のせん断破壊のとらえ方については､議論の余地が残されている状況にある｡第5章では､

内開き曲げモーメントが作用した場合のL型隅角部のせん断ひび割れ強度の算定手法について､基

本的な考え方を示すこととする｡その後､正負交番荷重 (正負交番曲げモーメント)が作用する場

合の隅角部のせん断変形について､その発生状況を把握し､隅角部の剛性を確保し柱 ･はり部材に

塑性ヒンジを導入するための方策について検討を行うこととした｡

第6章では､これらを総括し､正負交番荷重が作用するRC部材のせん断破壊防止のための方策

についてまとめることとする｡
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第 2章 コンクリー ト部材のせん断強度の照査手法

2.1 コンクリート棒部材のせん断力に対する設計方法

2.1.1概要

単調荷重が作用する状況を想定した場合､各種設計基準で採用されているコンクリー ト部材のせ

ん断耐力の評価方法として最も一般的なものは､修正 トラス理論によるものであると考えられる｡

しかし､これ以外にも全く異なった思想に基づくせん断耐力の評価方法が提案されていて､せん断

耐力の評価方法について､見解が必ずしも収束していない状況にある｡このように､せん断耐力に

ついて､様々な原理に基づく評価方法が現存している状況を反映して､構造用コンクリー ト部材の

設計基準の原則をまとめたISO19338"PerformanceandAsSessmentRequirementsforDesignStandard

onstructuralConcrete''1)では､せん断耐力の評価方法を限定していない｡ISO19338で謳われている

のは､構造用コンクリー ト構造物のせん断耐力の評価手法として､工学的な原理にのっとり､実験

結果に適合するものを要求するにとどまっている｡

本論文では､正負交番荷重が作用するコンクリート部材のせん断耐力を評価し､せん断耐力の確

保による変形性能の向上について明らかにすることを目的としている｡このためには､単調載荷を

想定したせん断耐力の評価方法を基本とし､正負交番載荷の条件に適合したせん断耐力の低減方法

を明らかにする必要がある｡正負交番載荷の条件に適合したせん断耐力の低減方法を導く際に重要

なことは､基本となる､単調載荷を想定したせん断耐荷力評価式の算定精度もさることながら､そ

の算定式の根拠や原理が明確になっていることである｡単調載荷を想定したせん断耐荷力評価式の

算定精度が良好であっても､その根拠や原理が明らかになっていなければ､正負交番載荷のように

異なった条件に対する修正方法の方向性が兄いだせないこととなる｡

この章ではこれまでに設計基準類で採用された手法､あるいは理論的なアプローチに基づいて導

かれたせん断耐力式について振り返り､正負交番荷重が作用する場合-の拡張の糸口をつかむこと

とする｡

2.1.2 せん断補強鉄筋を有する鉄筋コンクリート部材のせん断耐力評価方法の類別

せん断補強鉄筋を有する鉄筋コンクリート棒部材のせん断耐力の評価方法について､原理的な分

類を行うとすると､

① トラス理論を基礎とするもの

②塑性理論に基づくもの

③載荷試験データから回帰分析により導かれるもの

の3つが考えられる｡

これらは､せん断補強鉄筋を有するRC部材のせん断ひび割れ発生後の挙動に着目したものであ

り､それぞれ現時点で提案されているせん断耐力評価式の基礎を与えるものとなっている｡ただし､

せん断耐力の算定に当たっての考え方は相当に異なっており､正負交番荷重が作用する場合-応用

する場合､その修正方法は大きく異なるものと考えられる｡主立ったコンクリート構造物の設計基
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準で採用されているせん断耐力算定方法について､その算定原理ごとに分類すると､表-2.1の通り

であり､それぞれ､異なった原理に基づく手法が採用されていることが分かる｡

表-2.1 各種設計規準で採用されているせん断耐力評価手法

原理 採用している規準(例)

土木学会､道路橋示方書等AASHTO(LRFD)建築学会(靭性保証型耐震設計指針*)建築学会(許容応力度法)

トラス理論 l J修正トラス理論 】

圧縮場の理論 H 修正圧縮場の理論 f

塑性理論(上界定理/下界定理)

実験回帰式

注*)靭性保証型耐震設計指針では､コンクリートの負担するせん断力は下界定理に基づき､せん断補強鉄
筋の寄与はトラス機構に基づく｡せん断耐力は両者の和で与える｡

2.1.3 トラス理論を基礎とするもの

ここで､①の基本となるものはメルシュによる古典的トラス理論によるものである｡古典的トラ

ス理論では､圧縮側コンクリー ト､引張鉄筋､せん断補強鉄筋､およびコンクリー トの斜め圧縮力

部をそれぞれ上弦材､下弦材､鉛直材､斜材に見立てたトラスを仮想して､せん断耐力を求めるも

のである｡ここで､仮想するコンクリー トの圧縮斜材の角度は450と仮定するが､中立軸位置より

も引張側のコンクリー トに純せん断応力が作用する場合､コンクリー トの圧縮主応力は部材軸に対

して450の傾きを持つと仮定される｡古典的 トラス理論では､コンクリー トの負担するせん断力の

寄与を認めず､せん断ひび割れの発生が予想される場合は､部材に作用するせん断力をすべてせん

断補強鉄筋による寄与で抵抗することとなる｡

土木学会コンクリー ト標準示方書の過去をさかのぼると､古くは古典的 トラス理論に基づいてせ

ん断耐力が算定されていた｡その場合､コンクリー トの負担するせん断力に上限値を定めており､

部材に作用する平均せん断応力度がこの上限値を超えない範囲では､もっぱらこれをコンクリー ト

が負担することとされている｡平均せん断応力度が､コンクリー トの負担しうるせん断応力度の上

限値を超過した場合は､コンクリー トの負担するせん断力をゼロと見なし､このすべてをトラス機

構､すなわちせん断補強鉄筋でこれに対抗することとなる｡このため､部材断面に作用する平均せ

ん断応力度が､コンクリー トの負担しうるせん断応力度を超えるか否かによって､想定するせん断

抵抗機構に大きな差があり､ひいては､せん断補強鉄筋量にギャップが生じる原因となっていた｡

この間題は､昭和6年当時すでに認識されていたものの､次の考察から修正 トラス理論の考え方は

用いないこととしていた｡すなわち､斜めひび割れ発生時のひび割れ直行方向のコンクリー トの平

均引張ひずみが 200〃程度であり､ひずみの適合条件をせん断補強鉄筋に適用すれば､せん断補強

鉄筋に作用する引張応力度は40MPa程度となる｡せん断補強鉄筋による負担を算出する際､せん断

補強鉄筋の降伏点を用いるとすると､ひび割れ直行方向の引張ひずみは､ひび割れ限界ひずみを大
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きく超えており､せん断補強鉄筋の寄与が最大になる点と､コンクリー トの負担するせん断力が最

大になる点は一致しないOすなわち､コンクリー トの寄与ならびにせん断補強鉄筋の寄与が､同時

に最大限発拝されることはあり得ないと判断されていたためである｡

古典的 トラス理論は､その後､様々な修正が試みられることとなるが､現行の設計基準において

一般的に採用されているものは､古典的 トラス理論に対してコンクリー トの負担するせん断力 vc

を加味する修正 トラス理論である｡

現在の設計法において用いられている修正 トラス理論における Vcはせん断補強鉄筋を有しない

鉄筋コンクリー ト部材のせん断載荷試験から導かれたものである｡すなわち､このようにして定め

られている vcは､原則的にコンクリー トの斜め引張抵抗をとらえたものであり､斜めひび割れ発

生後のコンクリー トの発揮するせん断抵抗とは必ずしも同じとはいえず､斜めひび割れ発生後もvc

が保存される保証は全くない｡

修正 トラス理論以外の拡張としては､仮想したコンクリー トス トラットの傾斜角を変化させる方

法などが試みられている｡

たとえば､structuralEurocode19922)では2通りの方法が併記されており､そのうち Standard

Methodはコンクリー トの負担するせん断力の累加を認め､一方variableTrussAngleMethodではコ

ンクリー トの負担するせん断力を無視している｡ただし､VariableTrussAngleMethodではせん断ひ

び割れの傾きについてより緩やかな傾斜まで認めるため､せん断ひび割れの傾斜を従来通り450と

固定したStandardMe也odに比べてせん断補強鉄筋の寄与が大きく算定される｡これにより､コンク

リー トの負担するせん断力を無視しながらも､せん断補強鉄筋の量によっては､standardMethodよ

りも大きなせん断耐力の計算結果を与える場合がありえる｡この場合､有効に作用するせん断補強

鉄筋量算定の基礎となるせん断ひび割れ角の仮定の妥当性についての検証が必要になると考えられ

る.なお､2004年のEN1992案ではStandardMethodが廃止され､variableTrussAngleMethodに一

本化されている｡

トラス理論をさらに前進させたものとして､圧縮場の理論がcollirnsらによって提案されている

3)｡圧縮場の理論の根幹をなす仮定は､以下の通りである｡

①せん断ひび割れを生じたRC部材断面において､せん断変形に関するひずみの適合条件の導入

②部材断面に生じるひずみを平均化して表現

③圧縮主ひずみの方向と圧縮主応力の方向の一致

④せん断ひび割れの生じたコンクリー トの構成則 (圧縮応力ひずみ関係)には､これと直行する

引張主ひずみの影響を考慮し､引張主ひずみが大きくなるにつれて圧縮強度を低減

古典的 トラス理論からの拡張は､せん断変形に関するひずみの適合条件ならびに､多軸応力下の

コンクリー トの構成則を導入することにより､解析的にコンクリー トの圧縮ストラットの傾斜角を

算定するものである｡圧縮場の理論では､当初はコンクリー トによる斜め圧縮応力とこれと釣り合

うせん断補強鉄筋の引張応力によってせん断力に抵抗するメカニズムを想定している｡すなわち､

圧縮場の理論はこのように､想定するせん断抵抗機構は､ トラス理論と同等のものであり､異なっ

ているところは､ひずみの適合条件の導入とコンクリー トの構成則の導入により､斜め圧縮方向の
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コンクリー トの主応力方向を仮定することなく､解析的に導くことが可能な点である｡

ここで､圧縮場の理論において問磨となる点は､コンクリー トの負担するせん断力が考慮されて

いない点である｡この点を配慮して､コンクリー トによって発揮される斜め引張応力に対する抵抗

も加味された修正圧縮場の理論に拡張されている4)｡これにより､せん断補強鉄筋によって負担す

るせん断抵抗だけではなく､コンクリー トの負担するせん断力も考慮できるように改められた｡こ

こで､修正圧縮場の理論により負担するせん断力の由来は､斜めひび割れが発生しているコンクリ

ー トのひび割れ直行方向に残留する引張応力である｡少なくとも､昭和6年当時の土木学会コンク

リー ト標準示方書において､Vcとせん断補強鉄筋の双方を有効と見なし､これらを累加することを

認めなかった理由に対する答えとはなっていない｡Vcとせん断補強鉄筋の寄与を同時に有効と見な

し､これを累加することが妥当であるためには､斜めひび割れにおけるコンクリー トの引張軟化を

考慮するだけでは不十分であると考えられる｡

2.1,4 塑性理論を基礎とするもの

塑性理論はNielsenらによって検討されたものであり5)､せん断補強鉄筋を有するRC部材お

よびPC部材のせん断耐力を算定するものである｡対象とする部材に対して､静力学的に許容さ

れる応力場を適合条件にかかわらず設定し釣 り合い条件から部材のせん断耐力の下界の解を導

く｡ここで､せん断ひび割れの発生したウエブコンクリー トは一軸圧縮応力が作用する斜め圧縮

応力の場を想定する0-万､せん断破壊を生じる部材を剛体と仮定し､部材に許容しうる動的な

変位場を想定し､内部仕事と外部仕事が等しい条件からせん断耐力の上界の解を導く｡正解は上

界値と下界値が一致するものである｡この方法は理論的にコンクリー トのせん断強度を評価しう

るものであるが､主鉄筋が引張降伏する際の下界の解は得られていない 6)｡すなわち､主鉄筋が

降伏した後せん断破壊を生じる場合には適用できないものとなっている｡また､せん断補強鉄筋

を有するRC部材のせん断破壊が､最終的にコンクリー トの斜め圧縮破壊で決定される場合､コ

ンクリー トの圧縮領域を適切に､すなわち､せん断ひび割れの発生に伴うコンクリー トの圧縮領

域の減少を評価する必要があると考えられるが､この点については明確にされていない｡コンク

リー トの有効圧縮強度係数の導入はこの違いを補正するものであると考えられるが､その妥当性

についての検証が必要であると考えられる｡

実際､塑性理論によってせん断補強鉄筋を用いないRC部材のせん断耐力を求めると､ほぼ曲げ

終局耐力に相当するせん断耐力が算出されることとなる｡言い換えると､塑性理論に従ったせん断

耐力評価式の精度を左右するのはコンクリー トの有効圧縮強度係数の評価精度如何に係っている｡

コンクリー トの有効圧縮強度係数は､理論的に求めることが非常に困難であり､実験結果から逆算

によって求めるざるを得ない｡

建築学会で採用されている終局時のせん断耐力の算定7･8)では､コンクリー トの負担するせん断

力vcの算定に下界定理による方法が用いられている｡一方､せん断補強鉄筋の寄与vsは､トラス

機構によって算定されていて､両者の和がせん断耐力とされていて､トラスアーチ機構による算定

方法となっている｡

トラス機構を考慮する上での仮想のコンクリー トの圧縮ス トラットは､cot¢=2以下でせん断支
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間比ならびにせん断補強鉄筋量の関数で可変とされている｡ただし､アーチ機構が考慮されるのは､

トラス理論によって計算されるコンクリー トの圧縮斜材に発生する圧縮応力が､有効強度係数を考

慮したコンクリー トの圧縮強度を下回っている場合に限定される｡

土木分野で一般的に採用されている修正 トラス理論において Vcの物理的な意味合いが唆昧であ

るのに対して､Vcの由来がアーチ機構と明確に示されている点､またトラス機構を想定する際の､

コンクリー トの仮想圧縮ス トラットの角度が必ずしも 450に固定されない点が大きく異なったも

のとなっている｡

ここで､Vcの由来として､圧縮側コンクリー トに形成されるアーチ機構としてとらえた場合､

vcの最大値の評価はコンクリー トの圧縮強度によって行うのが妥当と考えられる｡しかし､実際に

はコンクリー トの応力ひずみ関係は完全弾塑性ではないこと､また､せん断ひび割れを横切って圧

縮応力が伝達されていると考えていることなどから､コンクリー トの圧縮強度をそのまま設計式に

用いるのではなく､有効強度係数voにより､圧縮強度を低減させる考え方が採用されているovo

は､コンクリー トの応力ひずみ関係の違いを考慮して､圧縮強度の関数となっていて､圧縮強度が

大きくなるほど小さくなるように設定されている｡塑性ヒンジを計画する部材では､塑性ヒンジに

保証される変形性能 (回転角)に応じて､ トラス機構における斜材の傾斜角､およびコンクリー ト

の有効強度係数の値が補正されることとなる｡回転角が0.5radを超えると､有効強度係数が0､す

なわちアーチ機構に由来するVcは0と算定される｡

2.1.5 正負交番作用の影響の反映方法

(1)土木学会コンクリート標準示方書耐震性能照査編

土木学会コンクリー ト標準示方書 [耐震性能照査編]においては､コンクリー ト部材の政断強度

の評価において､正負交番荷重作用に伴うせん断耐力の低下を考慮することが示されている｡

すなわち､正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材のせん断耐力は､正負交番荷重作用を

考慮していないせん断耐力式 (土木学会コンクリー ト標準示方書 [構造性能照査編]に示されてい

る)を基本として､部材係数によってこれを低減させる方法を採用している｡ここで､用いる部材

係数として､正負交番荷重を受ける部材のせん断耐力の算定では 1.4-1.6,塑性ヒンジを許容する

領域で,曲げ降伏後にせん断破壊が生じる可能性がある場合のせん断耐力の算定では 1.7-2.0とさ

れている｡

せん断耐力の算定における基本的な考え方は､修正 トラス理論に従って算定されており､想定す

るトラスについては､圧縮斜材角を450で固定としている｡ここで､正負交番荷重が作用する場合

にせん断耐力の低減が生じるのは､単調荷重作用時を想定して設定されているコンクリー トの負担

する分である｡しかし､現状の照査手法においては､コンクリー トの負担するせん断力およびせん

断補強鉄筋の負担するせん断力が､同率で低減されることとなり､実際の現象に即したものではな

い｡いずれにしても､正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材のせん断抵抗メカニズムを明

確にしなければ適切な低減率の設定は難しいものと考えられる｡

(2)建築学会鉄筋コンクリート造建物の終局強度型耐震設計指針･同解説

建築学会の基準においては､コンクリー ト部材のせん断耐力式として､ トラスアーチ機構の考え
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方が用いられている｡すなわち､コンクリー トの負担するせん断力としてはアーチ機構を想定し､

これに､せん断補強鉄筋の寄与として トラス機構を想定した手法で累加する方法を採用している｡

コンクリー ト負担分とせん断補強鉄筋負担分を累加させ､せん断補強鉄筋の負担をトラス機構で算

定している点は､修正 トラス理論の一種ともいえる｡ただし､土木学会規準と異なる点はコンクリ

ー トの負担するせん断力として､アーチ機構として､その由来を明確にしている点と､想定するト

ラスとして､斜角を450に固定することなく450-26.60までの範囲で①算定されるせん断耐力が

最大値を与えるところ､②想定されるコンクリー トの圧縮ストラットが有効係数によって低減され

たコンクリー トの圧縮強度に等しくなるところ､のうちの､せん断耐力の算定結果が小さくなる方

を選択することとしている｡

ここで､正負交番荷重作用によるせん断耐力の低減は､柱部材においては塑性ヒンジを計画する

か否かによって決定されていて､塑性ヒンジを計画する部位では､図-2.1に示すように保証する塑

性ヒンジの回転角に応じて､圧縮斜材の角度ならびに､コンクリー トの有効係数の値を低減させる

ことによって考慮している｡ここで､斜材の角度の制限として､cot¢の値として1を下限に低減さ

保鉦ヒンジ直も角R,

J/0

0.75po

0.50叫

0.25Llo

0,01 0.02 0,03 0.04 0.05

保旺ヒンL>'回転角R,

図-2.1 保証回転角とcot¢ (上図)､有効係数γ (下図)の関係
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せ､有効係数は交番荷重作用の影響を考慮しない場合に対して､その25%まで低減させることとし

ている｡これらの低減係数の導入に伴い､保証される部材回転角が大きくなると､コンクリー トの

負担するアーチ機構の低減､およびせん断ひび割れを解して機能するせん断補強鉄筋量の低減とい

う形で､せん断耐力の低減が図られることとなる｡

このように､塑性ヒンジ区間において､保証する部材回転角､すなわち部材に要求するじん性に

応じてせん断耐力を低減させ､かつコンクリー トの負担するせん断力ならびにせん断補強鉄筋の負

担するせん断力を個別に低減させる考え方は､ある意味理にかなったものといえる｡

ただし､せん断補強鉄筋の負担するせん断力の低減に際しては､ トラス機構の圧縮斜材角の決定

根拠が不明確なものであるため､理論的なものとは言い難い側面がある｡実際､せん断補強鉄筋量

を変化させた鉄筋コンクリー ト部材に発生するせん断ひび割れ傾斜角および有効に機能するせん断

補強鉄筋量は､必ずしも正負交番荷重の作用によって変化するものではない点が問題としてあげら

れる｡

(3)カリフォルニア州運輸局の設計規準

米国カリフォルニア州では､過去地寮による構造物の被害を受けており､米国の中でも耐震設計

規準が発達している地域である｡カリフォルニア州運輸局で採用されているせん断耐力算定手法も

基本的には､修正 トラス理論の考え方に準拠し､抵抗係数として0.85を採用している｡すなわち､

QVn≧V. (式1.I)

ここで¢は部材のせん断耐力の低減係数で0.85､Voは材料の過強度を考慮した作用せん断力であ

る｡

Vn=Vc+Vs=vcAe+Vs (式1.2)

ここで､Vcはコンクリー トが負担するせん断力､vsはせん断補強鉄筋が負担するせん断力であり､

vsは土木学会と同様に斜角を450と仮定した トラス理論により算定される｡

正負交番載荷の影響はV｡の項において考慮されることとなり､部材断面が塑性ヒンジ区間となる

かどうかによって､ V｡の低減を行 うかどうか判断される｡塑性ヒンジ区間の設定は､柱においては

①柱基部から有効高の1.5倍までの区間､②塑性曲げモーメントの0.75以上の曲げモーメントが作

用する区間(③曲げモーメント最大となる断面から曲げモーメント反曲点までの距離の0.25倍､の

うち最大となる区間である｡
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塑性ヒンジが形成される区間においては､正負交番荷重の作用によるコンクリー トの負担するせ

ん断力の低減を､低減係数Factorlを乗じることによって行うことになる｡Factorlは､部材に要求さ

れるじん性率ならびにせん断補強鉄筋量のコアコンクリー トに対する体積比psとせん断補強鉄筋

の降伏点fyhの関数となる.図-2.2はFactorlを図示したものである｡

3.5

3

2.5

-5 2
こ=コ
＼J

L21.5

1

0.5
0.3
0

(1,3)l l(33) (4_3 I37.3)

＼

＼

I(3i7,0.3) S'5.7P3h ｢(7.037.0.3
ヽ1 ゝ

ltllllll 3.7llllllllt 5T7llHlllll?.0371日[lllll

土 Psfyh-0･05ksi-+P,fyh=035ksi
x P,fyh -0･55ksi

1 2 3 4 5 6 7 8 9

DuCtHiryDemandRatio,lld

図-2.2 要求されるじん性率に応じた低減係数の値

(4)StructuralEurocodeEN1998-ト3:1995

structuralEurocodeは､鋼､コンクリート他､構造部材の設計法に関する規準であり､EN1990に設

計の基本､EN1991は主に作用について､EN1992シリーズはコンクリー ト構造部材に関する規定が

収録されているoEN1998は耐震設計に関する規定であり､EN1998-1-3にコンクリー ト構造物の耐

震性に関わる規定がまとめられている｡地震荷重に対する照査は､EN1998-ト3に従って行われ､せ

ん断強度についても示されている｡

EN1998_1_3によると､コンクリー ト構造部材のせん断強度は､塑性ヒンジ区間とそれ以外とで異

なった評価が行われている｡塑性ヒンジの形成を予定していない部位については､EN1992シリーズ

表-2.2 各じん性クラスの部材について

じん性クラス Low Medium High

曲率じん性率 5以上 9以上 13以上

塑性ヒンジ領域 有効高､柱 高 さの 1/6､450mmの中の最大値 有効高の 1.5倍､柱高さの 1/6､450mmの中の最大値 有効高の 1.5倍､柱高さの 1/5､600mmの中の最大値
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に準拠することとされていて (1995年時点)､この時点で参照されるEN1992シリーズで示され

ている方法としては､標準法すなわち修正 トラス理論による方法を採用している｡すなわち､コン

クリー トの負担するせん断力とせん断補強鉄筋の負担するせん断力の累加によってせん断強度とし､

せん断補強鉄筋の寄与は斜角を450 と固定した トラスを想定して算定されるものである｡

一方､塑性ヒンジ区間のせん断強度は､上記のせん断耐力の内､コンクリー トの寄与を無視する

ものであり､せん断補強鉄筋のみが､せん断抵抗として考慮する方法を採用している｡

ここで､塑性ヒンジ領域の大きさであるが､構造部材の想定されるじん性クラスLow､Medium､

Highについて､個別に設定されている｡それぞれのじん性クラスについて定量的に表現すると､表

ー2.2の通りである｡

(5)ニュージーランド設計規準(NZS310日995)

NZS3101:1995での鉄筋コンクリー ト部材のせん断耐力の評価は､修正 トラス理論の考え方に従っ

て行われている｡ここで､コンクリー トの負担するせん断力については､明確な説明はないが､せ

ん断補強鉄筋を有しない鉄筋コンクリー ト部材が発拝するせん断耐力と同じとしていて､土木学会

の考え方と同様である｡

正負交番荷重が作用する場合のせん断耐力の考え方は､CaltransやEN1998等と同様に､塑性ヒン

ジ区間とそうでない区間とで分けて算定することとし､塑性ヒンジ区間を設定しない箇所では､通

常の鉄筋コンクリー ト部材のせん断耐力と同じであり､塑性ヒンジ区間内ではコンクリー トの負担

するせん断力を考慮しない方法を採用している｡

(6)まとめと現状の問題点及び課題

以上､各種設計規準で示されている､正負交番荷重作用時のせん断耐力の評価方法をまとめると､

義-2.3の通りとなる｡このように､各設計規準によってその取り扱いは大きく異なっていることが分

かる｡

表-2.3 各設計規準での取り扱い

設計規準 基本となるせん断 圧縮ストラ 塑性変形量 正負交番載荷による

耐力式 ツトの角度 の影響 低減

土木学会 修正 トラス理論 450固定 考慮しない vc+vsを低減する

建築学会 トラスアーチ 可変 部材回転角の関数 アーチ機構によるコンクリー ト負担分の低減及び cot¢の低減によるトラス機構の低減

Caltrans 修正 トラス理論 450固定 塑性率の関数 Vcの低減

EN1998 修正 トラス理論 450固定 保証 曲率 じん性率と連動 Vcを無視
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このような混乱が生じている原因としてまず挙げられることは､元となるせん断耐力式において､

コンクリー トの負担するせん断力の解釈が定まっていないことであろう｡鉄筋コンクリー ト部材の

せん断抵抗機構は非常に複雑であり､複数のメカニズムが連動することにより発揮されているもの

であり､これを明確にすることは必ずしも容易ではない｡このような状況にあっては､例えばEN1998

やNZS3101に見られるように､正負交番荷重作用下においては､コンクリー トの負担するせん断力

を無視するという安全側の判断を採用するのもやむを得ないとも考えられる｡しかし､構造物の建

設合理化の目的からすれば､不要な安全性を排除することは重要であり､今後の調査研究による努

力が重要であると思われる｡

従って､大まかでも良いので､正負交番荷重が作用する場合のせん断耐力に関する定量的な評価

を行うことにより､載荷条件が正負交番荷重となった場合のせん断耐力式の修正を合理的なものに

することが可能と考えられる｡

具体的に指摘される項目としては､以下の点である｡

①コンクリー トの負担するせん断力の一部は､明らかに圧縮側コンクリー トのアーチ機構によって

負担されている｡アーチ機構によるせん断力の負担は正負交番載荷荷重下で塑性ヒンジが形成さ

れる区間においてこれを期待することは困難であり､このことを反映させる必要がある｡

②せん断補強鉄筋の寄与について､土木学会コンクリート標準示方書ではコンクリー トが負担する

せん断力と併せてこれを低減することとしている｡しかし､この理由が明確ではないと考えられ

る｡また､せん断補強鉄筋の寄与について､トラス理論の考え方から算定する方法において､圧

縮斜材の傾斜角を固定するかどうか､また正負交番荷重作用下において､これが変化するのかど

うかを明らかにする必要がある｡

③目標とするじん性率 (塑性変形量)の大きさに応じて､部材のせん断耐力を低下させるとした場

合､せん断耐力の低減率と達成されるじん性率の関係を導くにあたって､最終の破壊形態を明確

にする必要がある｡特に､主鉄筋降伏後の部材変形は､主鉄筋の降伏に伴う曲げ剛性の低下と､

せん断補強鉄筋の降伏などに伴うせん断剛性の低下が同時に発生するものと考えられるが､どの

ような割合で両変形成分が進展するのかを見極めておく必要がある｡曲げ剛性の低下の方が著し

いのであれば､曲げ変形の増大-主鉄筋の座屈に破壊が進行することになり､じん性率の算定に

あたっては､座屈に着目する必要が生じる｡一方､せん断変形が増大するのであれば､せん断補

強鉄筋の降伏や斜め圧縮斜材の役割をするコンクリー トの劣化に着目する必要がある｡

2.1.6 コンクリート部材のせん断強度の評価における問題点解決の糸口

このようにコンクリー ト部材のせん断強度の評価方法は､その原理において異なった考え方に立

脚したものが存在する状況にある｡

特に重要な違いを挙げるとすると､

(∋vcの根拠をどのように説明するか

② トラス理論を採用した場合のその是非と､トラス傾斜角の与え方

③ダウエル作用などvcの成分として明示的に扱われていない成分の考え方

であろう｡
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このうち､①の問題点について次のように考えられる｡Vcの根拠として､塑性理論の下界定理で

想定するようなアーチ機構を根拠とするか､あるいは修正圧縮場の理論に見られるようなひび割れ

発生後の引張応力の伝達とするかで､正負交番荷重作用下のせん断強度の低下の考え方に大きな違

いが生じる｡たとえば､後者を根拠としてVcを考慮した場合､せん断ひび割れの幅の増加に伴い､

ひび割れ面を介して伝達される引張応力は減少することとなるため､vcも低下する結果となる｡こ

れは､正負交番荷重が作用しようと､あるいは片側のみの荷重の作用であろうと､すべからく生じ

るものである｡

これに対し､アーチ機構を vcの根拠ととらえた場合は､正負交番荷重の作用が大きな影響を及

ぼすこととなる｡荷重方向の反転に伴い､アーチ機構の形成が阻害されるおそれがあり､Vcの低下

が顕著に見られることが予想される｡一方､片側の繰り返し荷重の作用であれば､圧縮側となるコ

ンクリー トは固定されるため､コンクリー トの斜め圧縮破壊が生じない限り､コンクリー トの負担

するせん断力の低下はほとんど起こらないことが予想される｡

このようなことから､正負交番荷重が作用する場合のRC部材のせん断耐力の低下方法の基本方

針を定めるためには､現時点では必ずしも明確にされていない Vcの根拠をはっきりさせなければ

ならない0本論文においては､第3章でこの間題に対する検討を行うD

次に､ トラス機構の傾斜角について述べる｡ トラス機構において､せん断補強鉄筋の寄与 vsを

算定する際､有効と見なすせん断補強鉄筋量の算定に直接影響が及ぶものであり､傾斜角の仮定に

よって､算定される部材のせん断耐力は大きく異なるものとなる｡このことから､ トラス機構にお

ける斜角の評価が重要となる｡釣り合い条件とひずみの適合条件からせん断ひび割れ傾斜角を定め

る方法は理論的であるが､実際に部材に発生している状況が理論的に想定されるものと同じである

とは限らない｡いずれにしても､載荷試験を実施 し､その結果に基づいて､せん断ひび割れ角の妥

当性について検討を行う必要があると考えられる｡この点についても､3章および4章について考

察を行う｡

2.2 ｣型隅角部のせん断強度に対する既存の設計規準における取り扱い

2.2.1 隅角部の強度の評価方法について

柱はり接合部に形成されるL型の隅角部については､我が国の土木の分野では､必ずしも体系立

った強度の評価手法が､設計基準に明記されていない状況にある｡隅角部強度の照査手法として既

存の設計基準においては､隅角部に作用するせん断力に着目し､作用せん断力が接合部のせん断耐

力を下回るようにする方法が一般的である｡このような手法を採用しているものとして､ここでは

建築学会による方法､ACト352､ニュージーランド構造設計規準を挙げ､その基本的な考え方を示

す｡

一方､道路橋示方書においては､照査方法を明示していないものの､隅角部の補強鉄筋の配置方

法に対する考え方が示されており､それによると､内開きモーメントが作用した場合､せん断力に

着目するのではなく､隅角部に発生する応力状態を元に補強筋の配置を定める方法が示されている｡
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2.2.2 接合部パネルのせん断力に着目した方法

(1)建築の分野における｣型隅角部の設計の考え方

建築の分野では､隅角部は､骨組構造が終局時の変形状態に至った時点でも破壊せず､繰り返し

荷重によっても剛性低下やスリップ型のヒステリシスとならないように設計することが基本とされ

ている9)｡隅角部に作用するせん断力のうち､水平成分Ⅵhは､図-2.3を参照すると式(2.1)で与え

られる｡

VJh=Tb-Vc (2.1)

隅角部の照査は､隅角部に作用するせん断力および鉄筋の定着強度に着目して行われている｡せ

ん断力に対する照査では､接合部パネルに作用するせん断力 Ⅵ よりも設計される部材の信頼強度

Ⅵuが大きくなるようにする｡ここで､便宜的に隅角部を形成する柱 ･はり部材の幅が同じである

場合を想定し､隅角部における部材の有効幅をb､定着鉄筋の水平投影長をDとする｡隅角部のせ

ん断強度は次式で与えられる｡

VJu=KgBbD (2.2)

ここで､cfBはコンクリー トの圧縮強度であり､L型隅角部の場合1(-0.18とされているO

式(2.2)で示されたせん断強度を､接合部パネルの平均せん断応力度の最大値として表現すると､

L型隅角部の場合平均せん断応力度の最大値は 0.18GBであると考えられる｡設計基準強度 30MPa

のコンクリー トを想定すると､接合部パネルのせん断強度は､平均せん断応力度表示で 5.4MPaと

なる｡はり部材と柱部材が同じ配筋量で､スタブが存在しない場合を考え､引張鉄筋比をpt-1%と

するO引張鉄筋の降伏点を350MPaとすると､引張主鉄筋降伏時に隅角部に作用する平均せん断応

力度はおおよそ 3.5MPaとなり､接合部パネルのせん断強度よりは小さくなる｡すなわち､引張鉄

筋比が 1%となっても隅角部の接合部パネルはせん断破壊しない計算となる｡

隅角部の横方向鉄筋 (隅角部補強鉄筋)は､隅角部に作用するせん断力とせん断強度の比によっ

て決められているOすなわち､横方向鉄筋比をpjhとすると､pjhは0.2%以上でかつ

pjh≦0･003VJN,u

(2.3)

が満たされるように配置することとなっている｡ こ

こで､Ⅵ/Ⅵuは1以下であるので､横方向鉄筋量は

0.2%から 0.3%までの配置になる｡隅角部補強鉄筋

は､隅角部のせん断強度には寄与していないが､ こ

れは過去の載荷試験結果に基づき､じん性の確保を
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目的としたものとなっている｡

(2)AC卜352Rで推奨されている方法

ACト352RIO)では､柱 ･はり接合部について､その要求性能に基づき2つのタイプに分類して設

計方法が示されている｡ここで､Type-1は､荷重作用によって生じる接合部パネルのせん断力が､

接合部のせん断強度以下であること､すなわち､終局強度に関する照査を行う場合を想定したもの

である｡一方､Type-2は接合部が非線形領域において繰り返し荷重を受ける場合で､塑性変形性能

を考慮した設計を想定したものである｡通常の死荷重や活荷重に対する照査の場合はType-1が適用

され､地震時の安全性を照査しなければならない構造部材についてはType-2が適用される｡

隅角部の照査は､接合部パネルに作用するせん断力に着目して行 うこととなっていて､設計の基

本は2.2.1(1)に示した建築学会の考え方に類似したものである｡

Type-1とType-2で扱いが異なる点は､①隅角部の接合部パネルに想定される作用せん断力の算

出､②隅角部の接合部パネルのせん断強度の評価値､③最小補強鉄筋量の算定のところである｡隅

角部に作用するせん断力は､部材に配置されている主鉄筋に作用する引張力によって決まるが､

Typellでは主鉄筋の引張応力として降伏点(1.0fy)を用い､Type-2では降伏点の 1.25倍(1.25fy)を用

いることになっている｡従って､Type-2の方が､隅角部に対してより大きな外力を想定しているこ

ととなる｡

次に隅角部の強度についてであるが､建築学会の方法と同様コンクリー ト強度の関数として与え

られている.ここで､コンクリー トの設計基準強度をfc(SI:単位)とすると､

vu-0.083yJfbh (2.4)

で与えられていて､†はType-1とType-2で異なった値が与えられている｡L型隅角部の場合では､

Type-1で㌣15､Type-2で㌍12に設定されている｡隅角部の強度を平均せん断応力度で表現すると､

コンクリー トの設計基準強度が30MPaの場合､Type-1で6.8MPa､Type-2で5.5MPaとなり､建築

学会指針よりもややい大きい値が与えられている｡

隅角部の補強鉄筋については構造細目的な扱いがされていて､部材断面の大きさや､鉄筋 ･コン

クリー トの強度比によって算定するものとなっている｡

(3)ニュージーランド構造設計規準(NZS310日982)に示される方法

ニュージーランド構造設計規準でもACI規準と同様に､柱はりの接合部については､地震荷重の

作用を考慮する場合と考慮しない場合に分けて､照査方法が示されている｡隅角部の照査において､

接合部パネルに作用するせん断力に着目する点は､以上に示した指針類と同じである｡この設計規

準で示されている考え方で最も特徴のある点は､接合部パネルのせん断抵抗メカニズムについて､

①コンクリー トの圧縮ストラットによる抵抗

②主鉄筋の付着応力と隅角部の補強鉄筋によって形成されるトラスメカニズム

両者の和で与えられるとしたところである｡コンクリー トストラットによる寄与は､その上限値が
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コンクリー トの圧縮強度の関数 (0･2Jfbh:slunit)として与えられているが､地震荷重の作用

を想定した場合では､コンクリー トストラットの寄与をゼロとし､接合部に作用するせん断力は補

強鉄筋で全てまかなうようにしている｡ニュージーランド構造設計規準ではRC橋脚の耐震設計に

おいて､じん性を確保の観点から､コンクリー トの寄与を無視してせん断強度を算定することとし

ているが､接合部の耐震性照査においてもこの考え方を踏襲していると見られる｡これは､地震荷

重のように正負交番荷重により塑性変形が生じるような場合は､前ステップの載荷によって生じた

残留ひずみにより､圧縮領域のコンクリー トのひび割れが必ずしも閉じず､このためコンクリー ト

の応力伝達が阻害されることを考慮していると考えられる｡

2.2.3 接合部パネルのせん断力に着目しない方法

これまでも接合部を弾性体と仮定して､数値解析や光弾性実験を行うことにより応力状態の推定

が試みられてきた 11)｡現在､道路橋示方書に示されている隅角部の照査方法は､これらの研究成果

を反映したものとなっている｡ただし､L型隅角部に負の曲げモーメントが作用した場合の隅角部

の補強鉄筋量については考え方の基本は示されているが､正の曲げモーメントが作用する場合の隅

角部にひび割れの強度算定方法およびひび割れ後の補強方法については示されていない｡また､ハ

ンチ筋やハンチの取り扱いについては､いわゆる構造細目としての規定であり､その根拠は必ずし

も明確ではない｡

土木学会コンクリー ト標準示方書においても､柱 ･はり接合部付近でせん断補強鉄筋を密に配置

すること等が記述されているが､隅角部の定量的な評価や具体的な補強量の算定については触れら

れていない｡

2.3 まとめ

RC棒部材および柱はり接合部に形成される隅角部のせん断強度の評価方法として､主な設計

指針や設計方法で採用されている考え方について記述した｡これらの検討結果より浮かび上がっ

た問題点として､RC柱や梁などの棒部材については､修正 トラス理論の考え方が土木分野では

一般的であるものの､コンクリー トの負担するせん断力の由来が不明確なまま､実務に用いられ

ている状況にあるといえる｡このため､本論文でターゲットとしている､正負交番荷重が作用す

る場合のせん断耐力の算定方法について､既存の方法を修正して用いるにしても､その修正方法

の基本的な考え方が明確にできない問題点があると考えられる｡このことから､まず単調荷重作

用時において､コンクリー トの負担するせん断力の由来について明らかにするための検討を行い､

これを元に正負交番荷重作用時のせん断耐力､ひいてはRC部材の変形性能を確保するためのせ

ん断強度の確保の方法について検討する必要があると考えられる｡

次に､隅角部のせん断強度については､これまで経験的な評価方法が採用されてきたが､隅角

部の破壊状況と適合したせん断強度の評価方法が確立するには至っていない状況にあるものと思

われる｡隅角部のせん断強度についても､単調荷重が作用する場合の破壊強度の算定方法をまず

明らかにした上で､正負交番荷重が作用する場合のせん断強度の考え方を確立する必要があるも
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のと思われる｡
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第3章 単調増加荷重を受けるコンクリー トはり部材のせん断強度について

3.1 概要

単調増加荷重が作用する部材のせん断強度の評価方法は,土木分野においては修正 トラス理論に

従って行われていて,実務にも用いられている｡しかし,2章に示したとおり,Vcの根拠を唾味に

したままでは,正負交番荷重が作用した場合のRC部材のせん断耐荷力の評価が困難であると考え

られる｡

ここでは,4章で検討する正負交番荷重を受ける鉄筋コンクリー ト部材のせん断強度の評価に当

たって,その基本となる単調増加荷重を受けるコンクリー ト部材のせん断強度評価方法について検

討した結果をまとめることとする｡特に着目したところは､次の通りである｡正負交番荷重作用下

では､圧縮側コンクリー トの負担するせん断力が期待できない可能性があるため､正負交番荷重を

想定したせん断耐力評価において､少なくとも圧縮側コンクリー トの寄与を低減しなければならな

い｡しかし､現行の設計基準類において､圧縮側コンクリー トによるものと思われるアーチ機構に

関して､どの程度の大きさを持っているのか明確に出来ていないものと考えられる｡このことから､

アーチ機構に着目し､アーチ機構によるせん断力の負担の定量的評価を目的とした載荷試験を実施

した｡アーチ機構は鉄筋コンクリー ト部材において､せん断スパン比に大きく影響することが予想

されるため､せん断スパン比に応じたアーチ機構の寄与も検討項目とした｡また､プレストレスト

コンクリー ト部材のように人為的に大きな軸圧縮力を導入した場合､アーチ機構によるせん断力の

負担が大きくなることが予想される｡これまで､プレストレストコンクリー ト部材のせん断ひび割

れ発生荷重の増加は､主としてデコンプレッションモーメントによる説明がなされてきた｡しかし､

アーチ機構が形成されるとすると､せん断ひび割れ発生後､せん断破壊するまでの荷重の増加に対

しても増加するはずである｡すなわち､プレストレストコンクリー ト部材について､せん断ひび割

れ発生から､破壊に至るまでの挙動を調べ､せん断圧縮破壊時のコンクリー トの中立軸位置などを

測定することにより､アーチ機構の発生状況を理解することができるものと考えられる｡

一方､正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材の破壊状況を観察すると､主鉄筋の湾曲が

認められる場合があり､主鉄筋のダウエル作用によるせん断力の負担が生じていることが想定され

るOこれまで､主鉄筋のダウエル作用については､コンクリー トの負担するせん断力として明示的

には扱われておらず､その定量的評価についても明確ではない状況にある｡

これらの背景から､通常の鉄筋コンクリー ト部材についてのアーチ機構の定量的評価､アーチ機

構を想定したプレストレストコンクリー ト部材のせん断強度の評価､および主鉄筋のダウエル作用

によるせん断抵抗に関する載荷試験を実施した｡

3.2 せん断補強鉄筋を有するRC部材のせん断強度に関するこれまでの研究

RC部材のせん断強度についてこれまでにも多くの検討がなされており,非線形FEMを用いた

解析手法の事例も多く報告されている｡一方で,RC部材のせん断抵抗機構を大まかにとらえよう

とするマクロモデルによる検討も多くなされてきた｡マクロモデルの例として,圧縮場の理論や塑
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性理論などが提案されている｡

それ以外にも,せん断補強鉄筋

を有するRC部材のせん断強度

について,様々な角度から実験

的検討がなされてきた｡しかし,

RC部材のせん断破壊メカニズ

ムは非常に複雑であり,これま

l lせん断補強筋 ー せん断補強筋

ミ竺 ‡万 も ‡
/ h / a/ l l l

図-3.1 Kaniが想定したタイ ドアーチを

支持するせん断補強鉄筋の役割

でに多くの検討がなされてきた

にもかかわらず,汎用的なせん断強度推定式が得られていない状況にある｡

せん断補強鉄筋を有するRC部材に単調増加荷重が作用する場合のせん断強度に関するこれまで

の検討事例について述べることとする｡

せん断補強鉄筋を有するRC部材のせん断強度評価手法を検討する際,重要となるのはコンクリ

ートの負担する Vcの根拠をどのようにとらえるかとともに,せん断補強鉄筋の役割をどのように

とらえるか,ダウェル作用など直接把握することが非常に困難なせん断抵抗機構をどのように扱 う

かといった点であると考えられる｡

せん断補強鉄筋の効果については,これまで トラス機構を基本とした扱いがなされてきたことは

すでに述べたとおりであるが,これに対する疑問を指摘したものもある｡たとえば,Kaniはせん断

補強鉄筋の役割をトラス機構になぞらえて表現した場合,実際には説明がつかない場合があること

を指摘している｡Kaniは,せん断スパン内に一本のみのスターラップを様々な位置に配置したRC

供試体の載荷試験を実施し,スターラップの位置によってその有効性に大きな差が生じることを示

している｡本来, トラス機構の考え方からすれば,せん断ひび割れが生じている区間のせん断補強

鉄筋の引張応力は均一であるが,実測結果によればそのようにはならないことを示した｡この結果

から,せん断ひび割れの発生によってRC部材内にタイ ドアーチが形成されるとし,図-3.1に示す

ように,せん断補強鉄筋は内部に形成されたタイ ドアーチを支持し,その支点反力を外部のアーチ

に伝達する役割としてとらえている1)｡図-3.1によれば,せん断補強筋は内部のアーチaを支持し,

その支点反力を外側のアーチbに伝える役割があると解釈する｡Haddadinらはせん断補強鉄筋の効

果は,せん断破壊モー ドによって異なるとし,斜め引張破壊形式の場合では,せん断圧縮破壊形式

の場合に比べてせん断補強鉄筋のせん断補強効果が大きいことを述べている2)｡このようにせん断

破壊パターンの違いによりせん断補強鉄筋の効果に変化があることも,単純な トラス機構では表現

できない｡

一方,せん断補強鉄筋比を変化させたRC部材の載荷試験によって,せん断補強鉄筋量とせん断

強度の増加量の関係から実験的にせん断補強鉄筋の効果を評価するアプローチも採られている｡た

とえば,Mphondeは実験結果からせん断補強鉄筋による効果として,斜角を450として算定される

せん断補強筋の寄与に対して,実際は1.6倍の効果があるとしている3)0

塑性理論における下界定理の考え方によれば4),コンクリー トの圧壊とせん断補強鉄筋の降伏が

同時に起こる状態を想定した場合,せん断破壊時に断面に生じているせん断応力を丁〟とした場合,
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p･fw
ただし,VニーT

fc

(3.1)

(3.2)

で与えられるOこの式は,上界の式とも一致することから,正解であるとされているOただし,せ

ん断ひび割れが生じたウエブ部分のコンクリー トの圧縮強度は,せん断ひび割れの影響を受けて,

材料試験で得られるコンクリー トの圧縮強度よりも小さいとし,コンクリー ト強度に関する補正係

数 V を導入することを提案しており,式(3.1)はVを用いて次のように修正される｡

THc'-嗣 (3.3)

ここでγは 0.7程度の値をとるとされているが,これの根拠を理論的に示すことは困難であると

考えられる｡この理由として,ウエブ部分に作用する圧縮応力を測定によって直接把握することが

難しいことが挙げられる｡

鈴木らは,斜めひび割れが生じた部材を想定し,終局時の曲げモーメントとせん断力の釣り合い

式から,せん断抵抗が最小となるときのせん断ひび割れ角度を導き,せん断強度式を求めている5)0

この方法も,コンクリー トが圧縮強度に達し,せん断補強鉄筋ならびに引張主鉄筋それぞれが降伏

点に達していると想定していることから,一種の下界定理に基づくものであると考えられる｡この

方法においては,せん断ひび割れの角度が理論的に与えられる長所を有するが,せん断補強鉄筋だ

けではなく引張主鉄筋の降伏を前提条件としていることから,主鉄筋降伏前にせん断破壊を生じる

場合-の適用性に疑問が残るところである｡

建築学会で用いられているせん断耐荷力算定式6)も,コンクリー トの負担するせん断力として考

慮されているアーチ機構については塑性理論の考え方が用いられている｡建築学会式によると,せ

ん断補強鉄筋の寄与を評価する際の斜角としてcot少=2を上限とし,せん断補強鉄筋はこの区間内

ですべて降伏するものと仮定している｡しかし,亘らはせん断補強鉄筋が降伏することなくせん断

破壊に至る場合があるとして,せん断耐力式の修正を試みている7)0

石川らはせん断補強鉄筋を有するRC部材のせん断強度式として修正圧縮場の理論や塑性理論な

どのマクロモデルによる算定式の問題点を考察するとともに,せん断抵抗機構として トラスアーチ

の共存をふまえた検討を実施している8)｡コンクリー トの負担するせん断力としてアーチ機構を考

え,二羽らによって提案されたディープビームを想定したせん断耐力式9)を用いている｡トラスア

ーチ機構の共存を想定している点は建築学会から提案されているせん断耐力式とコンセプ トは似た

ものであると考えられる｡

RussolO) らはコンクリー トの負担するせん断力の成分としてアーチ機構とビーム機構に着目し,
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せん断スパン比の違いによってアーチ機構とビーム機構の内訳が変化することをふまえ,せん断補

強鉄筋の寄与もアーチ機構とビーム機構の比率によって補正する考え方を示している｡この考え方

によれば,せん断スパン比が小さくなるほどせん断補強鉄筋の寄与が小さくなるとの傾向が表現で

きる利点を有するが,せん断補強鉄筋の寄与を,コンクリー トの発揮するビーム機構とアーチ機構

に対して,独立にさらに加え合わせている点については疑問が残る｡ビーム機構とアーチ機構の和

は,釣り合い式から必ず作用せん断力に一致しなければならない｡せん断補強鉄筋はあくまでもコ

ンクリー ト部材内の応力の再分配の役割を担っているものである｡このことから,アーチ機構とビ

ーム機構にさらにせん断補強鉄筋の寄与を累加することはあり得ないものと考えられる｡

一方,Reganはせん断強度の評価式が長年の研究によってもなお理論的なせん断強度の算定式が

得られていない状況を省みて,せん断強度に関する研究そのものに苦言を呈している11)｡せん断

強度算定式を理論的に導こうとする試みはむしろ逆効果であるとまで述べている｡その意味すると

ころとしては,マクロモデルの妥当性が十分に検証されないまま,そのマクロモデルを前提とした

耐力評価式を導くことに対する警鐘であると考えられる｡

確かに,これまでに提案されてきたせん断強度算定式は,その原理が大いに異なっていながら過

去に実施された実験で得られるせん断強度の値との整合性を強調されすぎた問題点があると考えら

れる｡最も大きな問題点としては,せん断補強鉄筋を有するRC部材のせん断強度はコンクリー ト

の負担分とせん断補強鉄筋の寄与が合わさったものでありながら,その個々の算定結果に対する評

価を十分に行うことなく, トータルとしてのせん断強度の算定精度のみに注意が払われてきたきら

いがあるO-方,コンクリー トの負担するせん断強度のみを取り出してその評価を試みる場合,せ

ん断補強鉄筋を有しないRC供試体の載荷試験結果からコンクリー トの負担分を導くことになるが,

せん断補強鉄筋の有無によりRC部材のせん断破壊モー ドは変化する｡このため,せん断補強鉄筋

を有しないRC部材の載荷試験で得られるせん断強度を,せん断補強鉄筋を有するRC部材におけ

るコンクリー ト負担分と等価であると考えることには無理がある｡

ここでは,RC部材のせん断強度について,載荷試験結果からアーチ機構とビーム機構に分離し,

それぞれについて概略値を定量的に把握することとする｡また,ぞれぞれのせん断抵抗の機構とせ

ん断補強鉄筋の役割について検討する｡また,ダウェル作用の定量化を目的とした載荷試験結果に

ついて記述する｡これらの結果を基に,これまで唆味にされてきたコンクリー トの負担するせん断

力に関する考察を行う｡

3.3 せん断補強鉄筋の効果と修正トラス理論の検証

3.3.1 せん断ひび割れ発生後のRC部材のア-チ機構とビーム機構

せん断ひび割れを生じたRC部材のせん断耐荷機構を大きく分類すると,アーチ機構とビーム機

構に分類される12)｡アーチ機構とビーム機構の分類は,RC部材の曲げモーメントの算定式から

導くことが可能である｡

ここで,RC部材断面に作用する曲げモーメントをMとし,コンクリー トの引張抵抗を無視する

とMは次式で与えられる｡
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M=TJd-CJd

許3暮 半■相加称JLを受けるコンクリートはり細材のせん析執Lfについて

し111

ここで,Tは引頭主鉄筋によって発揮されている引張力であり,Cはコンクリー トの圧縮力であ

る｡Jdは鉄筋の引張力とコンクリー トの圧縮力の偶力のアーム長である｡式(31)を部材軸方向 (.r

方向)で微分することにより,せん断力Qは次式で与えられる｡

Q-慧 -芸 ノd･禦 C (32,

ここで式(32)の右辺第一項が鉄筋の付着力に起EElLで発揮されるせん断抵抗でありビーム堆群で

ある.右辺第二項はコンクリー トの圧縮力の作用位fEの便斜によって発揮されるものであり.アー

チ機構となる｡7-チ韓柵はEg)13 2に示すように断面の圧縮側コンクリー トによって発揮される

ものである｡一方,ビーム梯秤は圧縮側だけではなく,中立軸位置よりも下方にあるコンクリー ト

も寄与するものである｡せん断補強鉄筋を有する矩形断面のRC部材のせん断破頒性状をみると,

最終的には圧縮側コンクリー トの圧旗によってもたらされるものが多い｡このことから,せん断補

強鉄筋を有するRC部材の破風 まア-チ機構の破族に起因するものと考えられ,アーチ積桝とビー

ム機柵に分類することが有効であると考えられる｡なお,式(3,1)および式(32)については,せん断

補強鉄筋の有無にかかわらず成立するものであり,アーチ機構とど-ム機構の和は作用せん断力に

荘応力分布 C せん断応力分布

ア~- 華 苧 P

C C+AC

図-3 2 アーチ機構とビーム機構によるコンクリー トに作用するせん断応力分布
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等しい｡このことからも,せん断補強鉄筋の負担を加え合わせることは妥当ではないことがわかる｡

3.3.2RC部材におけるコンクリート強度およびせん断補強鉄筋の強度の影響

(1)試験方法の概要

ここでは,せん断ひび割れ発生後のせん断補強鉄筋の寄与と,コンクリー トの負担するせん断力

の推移を載荷試験の結果に基づいて検討することとする｡

図-3.3は試験を行ったRC供試体の諸元を示したものである｡選定した実験パラメータは使用し

ているせん断補強鉄筋の強度およびコンクリー トの圧縮強度である｡せん断補強鉄筋の強度を変化

させた供試体 B-2では SD785の高強度せん断補強鉄筋を用いている｡これ以外は SD345のせん断

補強鉄筋とした｡一方,コンクリー トの圧縮強度については,30MPaクラスを中心とし,18MPaと

60MPaの2ケースを設定した｡載荷は2点曲げ単調載荷とした｡引張鉄筋にはD29を5本用いた｡

せん断補強鉄筋の固定を行う目的から,圧縮側には組み立て筋として D6を2本用いている｡この

組み立て筋については,耐力-の寄与がわずかであると考え耐荷力の計算に含めなかった｡

(2)試鼓結果の概要

表-3.1に供試体に用いた材料の強度試験結果を示し,図-3.4にスパン中央で測定した変位と載荷

せん断力 (載荷荷重の1/2)の関係を示す｡供試体はいずれも載荷せん断力が250kNに達した時

点でせん断ひび割れを生じた｡図-3.5はB-1･B-2供試体に発生したひび割れ状況を示したものであ

る｡通常強度のせん断補強鉄筋を用いた供試体B-1では,主鉄筋が降伏する前に,せん断補強鉄筋

が降伏しせん断破壊した｡高強度せん断補強鉄筋を用いた供試体B-2では,せん断補強鉄筋が降伏

した後,荷重の増加がほとんど認められなくなり,破壊直前に主鉄筋が降伏点に達していた｡

スターラップ 120m 間隔､D6
(ただし等曲げモーメント区間は90m 間隔)
引張主鉄筋 D29×5本

載荷点 載荷点

⊂>一=>くJP ▼ ▼

宏T 仝 1500 900 1500 』ゝ

420 3900 II

図-3.3 鉄筋コンクリー ト供試体の寸法 ･配筋図 (単位 :mm)
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コンクリー トの圧縮強度を約 60MPaに設定した供試体 Cは変位が 15mmに達した後は荷重の変

化がほとんど認められなかった｡しかし,変位が 15mmに達して時点でも引張主鉄筋は降伏点に達

義-3.1 供試体の緒元および材料試験結果

供試体番号 b(mm) d(mm) S(mm) f'ck(MPa) fy.Y(MPa) ftv(MPa) As/bd(%)

A 500 600 120 18.9 360 540 1.07
B-1 500 600 120 33.4 348 533 1_07
C 500 600 120 60.7 360 514 1.07

B-2 500 600 120 34.8 932 533 1.07

b:断面幅 d:有効高さ

P｡k:コンクリー トの圧縮強度試験結果

f～:引張主筋の引張降伏点
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図-3.4 供試体の載荷せん断力と中央変位の関係
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園-35 供拭体に発生したひび割れ状況(上 供駄体B｣､下 供軟体B-2)

表-32 せん断強度の洪験結果

A Vc<kN)243 VcU(kN)241 Vsu(kN)189 VU(kN)431 VarchkN)257 VbearTt(kN)162
β-1 250 333 202 535 356 157

vcr せん断ひび割れ発生時
vcu 供試体破鏡時のコンクリー トの負担していたせん断力
vsu 供軟体破壊時のせん断補強鉄筋の負担していたせん断力
vu 供託体破巌時に作用していたせん断力
varch 供託体破凄時のアーチ機群によるせん断力
vbeam 供試体破義時のビーム練絹によるせん断力

恭一33 せん断強度の針弁結果

供 E CF書 号A Vccal(kN)245 VsVcaI(kN)99 Vucal(kN)344 VbVcal(kN)596
ら-1 296 96 392 654
C 361 99 461 645

vc_cal コンクリ- トの負担するせん断力の計那 直

vsy_caJ せん断補強鉄筋の負担するせん断力の計射 直

vu_caJ せん断破堆強度の計事値 (=vc_cal+vsy_Gal)

vby-cal 引張主鉄筋降伏時のせん断力の計井せ
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しておらず,引張主鉄筋が降伏したのは変位が40m 程度に達した時点であった｡このことから供

試体 Cにおいて少なくとも変位が 15mm～40mmの区間で荷重の増加が認められなかった原因は主鉄

筋の降伏ではなく圧縮側コンクリー トの負担する圧縮力が最大値に達していたためと推定できる｡

(3)せん断補強鉄筋の寄与とせん断ひび割れ強度

図-3.6はコンクリー ト強度を変化させた供試休のせん断補強鉄筋のひずみを測定し,この測定値

にせん断補強鉄筋の応力ひずみ関係を当てはめて引張応力度に換算し,せん断補強鉄筋の負担する

せん断力vsを求めた結果を示したものである｡ここで,Vsを求めるに当たっては,せん断ひび割

れを横切るせん断補強鉄筋の断面積を与えておく必要がある｡ここでは,道路橋示方書で採用され

ているようなせん断ひび割れの斜角を450と固定するのではなく,実験で確認されたせん断ひび割

れに着目し,せん断ひび割れを横切るせん断補強鉄筋のすべての引張応力を加算することとした｡

今回の実験結果によると,高強度せん断補強鉄筋を用いた供試体 B-2において,大きな vsが得ら

れていた｡しかし,コンクリー ト強度を変化させたA,B-1C供試体ではそれぞれほとんど同じVsと

なっていて,Vsはコンクリー トの圧縮強度に依存しない結果となった｡

表-3.2は実験によって得られたせん断強度の結果を表したものである｡Vcuは供試体に作用する

せん断力からvsの測定値を差し引いて求めたものである｡表中のVbeamおよびvarchは後述する

ビーム機構とアーチ機構の測定結果を示している｡表-3.3は供試体のせん断強度の算定結果を示し

たものであるOここでVc_Calはせん断ひび割れ強度を推定するものであり,次式 13)によったO

vc_col-0.94･3JfE･(0.75'1.4d/a)･(JW ･4Ji66677-1)･bd (3.3)

ここでp,は引張鉄筋比,

dは有効高さで単位はm ,

fck,はコンクリー ト圧縮強度で単位はkgf!cm2であるO

500

400

2 300

i

>
200

100

0 100200300400 500600700
作用せん断力(kN)

図-3.6 供試体に載荷したせん断力とVsの関係

せん断補強鉄筋の負担するせん断力の計算値は次式によったO
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I 'い .J.=
Awfw,d
1.15S

ここでAwはせん断補強鉄筋の断面積である｡

(3.4)

これらの算定式を比較に用いたのは,土木学会コンクリー ト標準示方書に示されるせん断耐力式

の根拠となるものであり,土木分野では一般的に用いられるものであると判断したためであるO

せん断破壊時にせん断補強鉄筋が負担していたせん断力について実験で得られた値の式(3.4)で計

算される値に対する比を求めたところ,供試体A,B-1,Cでそれぞれ 1.9,2.I,1.9であり,高

強度せん断補強鉄筋を用いたB-2供試体では 1.5であった｡この結果は前掲の文献3)でも指摘

されているとおり,従来から用いられている Vsの算定式(3.4)には大きな安全率があることが確認

される｡また,高強度せん断補強鉄筋を用いた場合に,せん断補強効率が低下する結果は福原らの

結論 14)とほぼ一致している｡

せん断ひび割れ発生時のせん断力について使用したコンクリー トの圧縮強度との関係を示した結

果が図-3.7である｡図中には土木研究所資料 2045号 15)に示されている実験データも引用し,併せ

て掲載した｡なお,引用したデータはいずれもせん断補強鉄筋を配置していないRC供試体の載荷

試験でせん断破壊したものであり,せん断スパン比3.0で部材の有効高さが350mmであった｡また

主鉄筋比も 1.07%に対して 1.23%とわずかに異なっている｡今回の実験供試体と有効高さ,主鉄筋

比ならびにせん断スパン比が異なっているため (せん断スパン比2.5,部材の有効高さが600mm),

条件を統一できるように,式(3.3)を用い調整を行っている｡すなわち,文献 15に掲載されている試

験結果に対して,次式の係数(0.96)を乗じた値を試験結果としている｡ここで係数の値は3.5式の通

りである｡

o･75･1･4*2･5.Ji667T6㌔ 4JIOOO/6帥
0.75+1.4*3.0JIOO*1.刀+4JIOOO/3帥

1.5

0

(t2d
VV)V
導
墓
Y
車
官
許

皆
去

蚕
旨
古
壷
T
や

5

0

0.96

o過去の載荷試験
●今回の載荷試験

0

適 oop0 -8 8 8 8

10 20 30 40 50 60

コンクリートの圧縮強度(MPa)

(3.5)

図-3.7 せん断ひび割れ時の平均せん断応力度とコンクリー ト圧縮強度の関係
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図中の縦軸はせん断ひび割れ時のせん断力を部材断面積 bdで除したものである｡この結果による

と,今回の実験で得られたせん断ひび割れ強度は,30MPaクラスのコンクリー トを用いた B-1,Bl2

供試体において尚やや小さめの値となっているものの,おおよそ過去の実験結果に整合したもので

あったことがわかる｡

ここで,秦-3.2に示した結果からわかるとおり,せん断ひび割れ発生時に作用していたせん断力

vcrとせん断破壊時にコンクリー トが負担していたせん断力vcuを比較するとvcuの方が大きい｡

図-3.8は4体の供試体について両者の関係を示したものであるが供試体AではVcrとvcuがほぼ等

しいものの,それ以外の供試体ではVcuが大きくvcrを上回っている｡現行の道路橋示方書や土木

学会コンクリー ト標準示方書 [構造性能照査編]ではいずれもせん断破壊時にコンクリー トの負担

するせん断力はせん断ひび割れ発生時のコンクリー トの負担するせん断力と等しいと仮定している

が,実際には安全性を含んだ評価となっていることがわかる｡

600

500
Eu
Z
I3<
ち 400
0

>

300

20900 300 400 500 600

Vcr(kN)

図-3.8 供試体に載荷したせん断力とvcの関係

(4)コンクリートの負担するせん断力の内訳

vcrとvcuの違いの根拠を明らかにするために,式(3.1)および式(3.2)に基づいて供試体に形成さ

れていたアーチ機構(v a,ch)とビーム機構(vbeam)の内訳について検討を行うこととするO

式(3.2)を適用するにあたって,引張主鉄筋の引張力の部材軸方向の分布を知る必要がある｡ここ

では,5本配置した引張主鉄筋のうち一本の主鉄筋にひずみゲージを24cm間隔で貼付しひずみ分

布を測定し,これから引張鉄筋の引張力の軸方向分布を求めることとした｡

図-3.9はせん断ひび割れ発生前から破壊に至るまでの,主鉄筋引張ひずみの部材軸方向分布の測

定例 (供試休 B-1とB-2)を表したものであるO図中に示したひずみ分布曲線のkN表示の値は,供

試体に作用させた荷重を示しており,この半分が供試体に作用するせん断力である｡せん断ひび割

れ発生時点である500kNの載荷時以降,いずれの供試体も引張主鉄筋に発生する引張ひずみは部材

端部に及んでおり,いわゆるモーメントシフトが起こっていることが分かる｡

va,chとVbeanの定量化の方法は以下の通りであるO

①鉄筋の引張力 Tを部材軸方向の測定位置 xの一次関数(T - ax+b)で表せると仮定し,部材軸方
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向の傾きα(付着力)を求める｡

②主鉄筋ひずみの各測定位置での引張力Tおよび載荷荷重から求められる各位置での曲げモーメン

トの値から式(3.1)に基づいてアーム長jdを求める.

③アーム長が部材軸方向の測定位置xの一次関数Ud=qx+r)で表せると仮定し,部材軸方向の傾

きqを求める｡

④このようにして求められたaとqを式(3.2)右辺に代入し第一項vbeam と第二項varchを得るO

なお,式(3.I)および式(3.2)を適用するに当たり,コンクリー トの負担する引張力 (直応力)は曲

げひび割れ発生後は0と仮定し,曲げひび割れが発生した区間のみを上記手順の① ･②の解析検討

区間とする｡

このようにして得られたvarchと供試体に作用しているせん断力の関係を図-3.10に示す｡いずれ

の場合もせん断ひび割れが発生した直後のあたりの Varchは不安定な状況で値に変化が生じてい

て,最低で 100kN程度までVarchが低下している｡しかし,その後は,載荷荷重 (作用せん断力)

の増加とともに,安定して Varchも増加している｡コンクリー トの圧縮強度を変化させた供試体

A,B-1,Cの3ケースを比較すると,コンクリー トの圧縮強度が高まるにつれて供試体破壊時のVarch
は大きくなる｡一方,せん断補強鉄筋の強度を変化させた供試体B-i,a-2を比較すると,高強度せ

ん断補強鉄筋を用いたB-2供試体で供試体破壊時のVarchが大きくなっている｡

このように,アーチ機構によって発揮されるせん断抵抗はコンクリー トの圧縮強度の影響を受け

るとともに,せん断補強鉄筋の強度にも影響を受けるといえる｡図-3.11は,供試体に使用したコン

クリー トの圧縮強度と破壊時のVarchの関係を示したものである0A,B-I,C供試体についてプロ

ットしている｡参考に,せん断ひび割れ発生時に作用していたせん断力vcrも図中に併記する｡Varch

はVcrと異なりコンクリー トの圧縮強度の増加による増加が顕著であった｡データ数が少ないが,

Varchは

vwch-K･伊ck)0･58

ただし, Kは比例定数

(3.5)

の関係があった｡土木学会コンクリー ト標準示方書でディープビーム部材を対象としてコンクリー

トの負担するせん断強度はコンクリー トの圧縮強度の平方根に比例する式を採用しているが,これ

に近いものである｡せん断ひび割れ時を想定した場合,コンクリー トの負担するせん断力はコンク

リー トの圧縮強度の l/3乗に比例することとしているが,これよりは造かにコンクリー トの圧縮強

度の寄与が大きいことを示している｡

次に,ビーム機構について検討を行うO

図-3.12は作用せん断力とvbeam の関係を示したものであるoアーチ機構の場合と異なり,Vbeam

はコンクリー トの圧縮強度の違いがほとんど認められないことがわかる｡また,アーチ機構の場合

と異なり,作用せん断力が増加してもvbeamはほとんど増加していない｡図-3.13に示すように,
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図-3.11 コンクリー トの圧縮強度とvarchおよびvcrの関係
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トラス機構を想定した場合,引張主鉄筋の引張力(I)およびその付着力(T+AT),仮想したコンクリ

ー トの圧縮ストラットによる斜め圧縮力(cs),せん断補強鉄筋が負担する引張力(Ts)が作用すると考

えられるOこれらの力の釣り合いを考えた場合,付着力ATがほとんど一定であるにも関わらず,

せん断補強鉄筋の引張力 Tsが増加することは,仮想したコンクリー トの圧縮ストラットの角度が変

化しているものと考えられる｡

せん断補強鉄筋を有するRC部材のせん断抵抗として,上記の検討結果をふまえて次のように考

えることとした｡

①コンクリー トの負担するせん断力はアーチ機構とビーム機構に分けられる｡

②これまでせん断強度を算定する際に用いられる修正 トラス理論において,コンクリー トの負担す

るせん断力はせん断ひび割れを念頭に置いた値が用いられていて,これによるとコンクリー トの圧

縮強度が与える影響はさほど大きなものとはいえない｡しかし,実際にはコンクリー トの負担する

せん断力の一部はアーチ機構によって発揮されていて,アーチ機構によるせん断抵抗のキャパシテ

ィーはコンクリー トの圧縮強度に大きく依存する｡

せん断補強筋

引張主鉄筋

図-3,13 トラス機構における釣り合い

3.3.3 せん断スパン比の影響

RC部材のせん断抵抗メカニズムをアーチ機構とビーム機構に分離してとらえた場合,当然せん

断スパン比が小さいほどアーチ機構が卓越することが予想される｡すなわちせん断スパン比によっ

てアーチ機構とビーム機構の内訳は異なってくると考えられる｡ここでは,せん断スパン比の影響

について検討を行うこととする｡検討に用いた供試体は3.3.2に示した供試体および4章に後述す

る供試体No.I(せん断スパン比4.2)と供試体Sシリーズのうち,せん断補強鉄筋を配置しないもので

単調載荷を行ったもの (せん断スパン比 1.1-2.8)である｡

供試体No.1および供試体Sシリーズについても3.3.2で示したのと同様の方法でアーチ機構と

ビーム機構の内訳を求めた｡

図-3.14は供試体破壊時のアーチ機構とビーム機構によるせん断強度の算定結果を示したもので

ある｡せん断スパン比が 2.5(図中の白抜きの点)の値は供試体 B-1のものであり,これ以外は供
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試体 N0.1とSシリーズのものである｡ただし,各供試体の部材断面寸法の違いを考慮するためせ

ん断力を部材断面積 bdで除して公称せん断応力として表現している｡なお,コンクリー トの負担す

るせん断力については,寸法効果を考慮するのが一般的となっているO破壊力学の考え方によれば,

せん断ひび割れの進展に伴うひび割れ近傍-の応力集中とひび割れの発生に伴う応力解放が寸法効

果を生じさせる原因であると考えられるoLかし,ここで検討を行っているアーチ機構については,

コンクリー トの負担する圧縮応力が起源となっているため,引張応力に関する寸法効果の影響をそ

のまま持ち込むことはできない｡よって,ここでは公称せん断応力を算定する際,寸法効果を考慮

しないこととした｡

図-3.14よると,せん断スパン比が大きくなるにつれてアーチ機構は急激に低下していることがわ

かる｡逆にビーム機構については,せん断スパン比が大きくなるにつれて徐々に大きくなる傾向に

ある｡ただし,アーチ機構とビーム機構のそれぞれの変動をみると,アーチ機構の方が造かに変動

量が大きくなっている｡
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園-3.14 せん断スパン比の変化に伴うアーチ機構およびビーム機構の変化

3.3.4 アーチ機構の定量的評価について

アーチ機構の定量化の試みは,これまで Nielsenらによって提案された塑性理論4)において記述

されているほか,建築学会規準6)にも算定手法が記述されている｡また,土木学会コンクリー ト標

準示方書 [構造性能照査編]のディープビームに対するコンクリー トの負担するせん断力も,アー

チ機構を対象とした算定式であると考えられる｡ここでは,3.3.2に示したように,実験結果

からアーチ機構による成分のみをとりだした結果に対してこれらの算定結果の適合性を検証した｡

ここで,文献4)によれば引張鉄筋量の少ないRC部材において,アーチ機構でコンクリー トの

負担するせん断力を下界定理により,次式で算定している｡

T _1
Jc 2

44(1-4)'
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EZ:
As,･J 叫

bh･J c
(3･7)

ここで,crcはコンクリー トの圧縮強度

aはせん断スパン長

hは断面高さ

bは断面幅

os.,は引張主鉄筋の降伏強度

Astは引張主鉄筋の断面積

である｡

一方,土木学会コンクリー ト標準示方書 [構造性能照査編]によると,ディープビームに対する

せん断補強鉄筋のないRC部材のせん断強度 (せん断応力度fcdd) は次式で表される.

fcLM-0･19J吾何 5
2ヽ■■/
.αー･/α+′hV+l

(3.8)

ここで,f'Cはコンクリー トの圧縮強度で単位はMPa,pwは引張鉄筋比である｡

図-3.15は載荷試験で得られたアーチ機構の負担分を断面積 bdで除した値と,式(3.6)から求めら

れるTの比較を行った結果であり,図-3.16は式(3.8)で計算されるfcddとの比較を行ったものであるO

これによると,式(3.6)で得られるアーチ機構を想定したせん断強度は実験結果を過大に評価してい

ることが分かる｡

図中には,コンクリー ト強度の有効係数γ-0.7を想定した線を記入している｡この低減係数の導

入により過大な算定結果を与える例は減少するものの,相対的にせん断スパン比の大きい供試体くせ

4
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土木学会ディープビーム式によるアーチ機構
計算結果(MPa)

図-3.15塑性理論から算定されるアーチ 図-3.16 土木学会ディープビーム式から算定

機構の実験結果との比較 されるアーチ機構の実験結果との比較
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ん断スパン比2.8および4.2)では計算結果を下回っている｡このように,塑性理論に従った場合,

せん断スパン比が大きい場合に実験値を過大に評価する傾向が伺えるO-方,土木学会コンクリー

ト標準示方書 [構造性能照査編]に示されたディープビームを対象としたせん断強度式ではそのよ

うな傾向は認められない｡

3.3.5コンクリートの力学特性ならびに軸圧縮力の影響

3,3,lでは一般的な力学特性を用いた場合について検討を行った.しかし,たとえば高強度コン

クリー トのように圧縮強度に対する引張強度の小さいぜい性的な性質を持つコンクリー トの場合で

は,せん断ひび割れの発生による引張応力の解放が急激に発生し,アーチ機構が安定して形成され

るまでにVcが低下する可能性があるものと考えられる｡

一方,アーチ機構によって負担されるせん断力については,3.3.4で検討したとおりコンクリー

トの圧縮強度の影響を大きく受けるが,軸圧縮力を同時に受けるような場合では,軸圧縮力の影響

により中立軸位置が低下し,コンクリー トの圧縮力が作用する領域が増加するものと考えられる｡

従って,軸圧縮を受ける領域の増加に伴い,アーチ機構による成分が増加し,結果的に Vcの増加

が期待できるものと考えられる｡

これまで,軽量骨材を用いたコンクリー ト部材については,主として軽量骨材の使用によるせん

断ひび割れ強度の低下に焦点を当てた検討が多く実施されてきた16-22)0pc部材に対する検討も

行われており23~25),これらの検討結果によれば,プレストレスの導入によるせん断ひび割れ強

度の増加は顕著であり,プレストレスの効果についてデコンプレッションモーメントをパラメータ

とした補正係数をかけ合わせる方法で考慮したのではせん断ひび割れ強度を過小評価することが共

通して述べられている｡この結果は,プレストレスによりコンクリー トに導入された圧縮力により,

コンクリー トに形成されるアーチ機構が増加したことが予想される｡しかし,せん断ひび割れ発生

後のコンクリー トの負担するせん断力の実態については十分に把握されていない状況にある｡

ここでは,比較的圧縮強度の高いコンクリー トを使用し,かつ,骨材として軽量骨材を使用する

ことによりコンクリー トのぜい性度をあえて低下させた場合について,せん断ひび割れ発生後のコ

ンクリー トの負担するせん断力の実態を把握するための検討を実施した｡

(1)載荷試族の概要

供試体は全部で 12体のはり部材で,変化させた要因はコンクリー トの使用骨材の組合せ(4種類)

と供試体に導入したプレストレス量 (3レベル)である｡供試体に用いたコンクリー トの水セメン

ト比は圧縮強度がいずれも60MPaとなるようにこれを定めた｡使用した軽量骨材は造粒型膨張頁岩

系の人工軽量骨材であり,密度および吸水率を表-3.4に示す｡コンクリー トの配合条件を表-3.5に

示す｡使用骨材の組合せは,細骨材粗骨材とも普通骨材を用いたもの(N),細骨材のみに軽量骨材

を用いたもの (Ll),粗骨材のみに軽量骨材を用いたもの (L2),細骨材粗骨材とも軽量骨材を用

いたもの (L3)の4種類である｡普通骨材については練混ぜ時に表乾状態に調整したが,軽量骨材

については,ほぼ絶乾状態のものを用いた｡これは,本実験の目的の一つとして,軽量骨材のプレ

キャスト製 pc部材への応用を目指していたためである｡絶乾状態の軽量骨材を用いたため,軽量

骨材は練混ぜ中に吸水するので,これを補うために補正水を加えることとした｡表-3.5中のAWは
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練混ぜ水に追加 した補正水量を示したものである｡補正水は,事前に軽量骨材の30分間吸水量を試

験によって求め,得られた試験結果を補正水量としている｡この補正水については水セメント比の

算定に含めていない｡練り上がりコンクリー トのワーカビリティーは,打込みが容易で材料分離が

ないよう,スランプ20cm程度となるように設定した｡図-3.17にPCはり供試体の諸元を示す｡供

試体のせん断スパン比は3.0で一定としたO プレス トレスはプレテンション方式で導入した.使用

したPC鋼材はSWPR7B15.2mmの鋼より線である｡供試体に配置したせん断補強鉄筋はD6で20cm

ピッチとした｡表-3.6に使用した鋼材の強度試験結果を示す｡載荷点から 100… の位置に上線か

ら25… 間隔で4枚のコンクリー ト用ひずみゲージを貼付した｡

プレス トレスにより断面下縁に発生する圧縮応力度の目標値 (以下プレストレスレベル)は8MPa

および 16MPaとした｡プレス トレスによって導入される断面上縁の応力は0とし,三角形応力分布

義-3.4 使用した軽量骨材の物性

骨材種類 軽量細骨材 軽量粗骨材

絶乾密度O(gn) 1.63 1.30

24h吸水率(%) 16.4 8.8

表-3.5 使用したコンクリー トの示方配合

W/C(%) S/a(%) Air(%) 単位量(kg/m3)W C S(軽量) S(普通) G(軽量) G(普通) AW
41 45 3 160 390 805 992

40 50 3 160 400 570 898 57

32 50 ■3 160 500 849 423 17

コンクリート用
ひずみゲージ

l PC鋼よ.り線1S15.2mm スタ丁ラップD6@200mm＼載荷点 ¢ 載荷点

くさtJtヽ一ヽくさ千±

10

I lnnn 千 ′650 lnnn0 lnnn

園-3.17 供試体の諸元 (単位:mm)
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となるようにした｡なお,比較用にそれぞれ PC鋼材を緊張せずプレストレスを導入しない供試体

も製作した｡表-3.7に試験供試体の一覧を示す｡

プレス トレスを導入した供試体では,曲げひび割れ発生を目視観察で確認した後,一旦除荷し,

その後再度載荷を開始し,供試体が破壊するまで載荷を行った｡

載荷試験時に測定したコンクリー ト強度.ヤング係数,密度の試験結果を表-3.8に示す｡圧縮強

度およびヤング係数は¢100m×200皿円柱供試体,引張強度は4'150tnnX200tnnの円柱供試体,曲

げ強度は100mm×100mmX400m皿の角柱供試体を用いた｡コンクリー トの圧縮強度は,いずれの配合

条件もほぼ目標値に近い結果となった｡

プレス トレスの導入は普通骨材コンクリー トの場合材齢3日,軽量骨材を用いた場合材齢4日で

行った｡プレス トレス導入時に測定した PC鋼材のひずみ分布によると,部材端部の伝達長はいず

れも600皿以下であり普通コンクリー ト供試体と軽量コンクリー トではほとんど差がなかった｡

ここで,曲げひび割れ発生荷重の計算値と実測値の比較を行った結果を図-3.18に示す｡計算上の

ひび割れ発生荷重については,スパン中央の断面下縁の応力の計算値が,コンクリー トの引張強度

の試験値に等しくなった時点の荷重とした｡載荷試験における曲げひび割れ時の判定は断面下縁の

ひび割れが目視で観察できた時点とした｡曲げひび割れ発生荷重の計算値と実測値はよく一致して

表-3.6 使用した鋼材の強度試験結果

PC鋼より線(SWPR7B) 引張強さ(MPa) 0.2%永久伸びに対する 弾性係数(GPa)
応力 (MPa) ひずみ (×10~6)

1,870 1,850 10,800 211

鉄筋 (D6) 引張強さ(MPa) 降伏時 弾性係数(GPa)応力 (MPa) ひずみ (×10~6)

義一3.7 供試体の内訳

供試体番号 使用骨材 プレストレスレベル(MPa) 供試体番号 使用骨材 プレス トレスレベル(MPa)
細骨材 粗骨材 細骨材 粗骨材

N-0 普通 普通 0 L2-0 普通 軽量 0N-8 8 L2-8 8

N-16 16 L2-16 16

L1-0 軽量 普通 0 L3-0 軽量 軽量 0Lト8 8 L3-8 8
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義-3.8 試験結果の一覧

供試体番号 N-0 N-8 N-16 L1-0 Lト8 Lト16

圧縮強度(MPa)●1 61.0 58.8 61.9 62.5 61.2 59.2

引張強度(MPa)●1 4.24 4.14 3.75 3.19 3.42 3.65

曲げ強度(w a)●1 5.09 5.52 5.80 4.95 4.25 3.99

ヤング係数(GPa)●l 31.9 33.2 32.3 27.8 27.3 27.1

コンクリー ト密度(g/cm3)●ー 2.37 2.38 2.38 2.10 2.10 2.12

下縁応力度(MPa) 0.0 8.4 15.4 0.0 8.5 16.4

曲げひび割れ荷重(kN) 50 210 360 40 190 360

せん断ひび割れ荷重(kN) 221 530 670 210 460 640

せん断補強筋 降伏荷重(kN)■2 300 610 *3 320 480 *3

破壊モー ド*4 ST ST BC ST ST BC

供試休番号 L2-0 L2-8 L2-16 L3-0 L3-8 L3-16

圧縮強度(MPa)●1 65.9 60.3 60.3 65.8 65.0 63.5

引張強度(MPa)●1 2.81 2.75 3.13 2.04 2.13 1.95

曲げ強度(MPa)●1 3.29 3.60 3.53 2.18 2.36 2.28

ヤング係数(GPa)'1 24.9 24.8 24.4 20.9 20.5 19.5

コンクリー ト密度(g/cm3)●1 1.91 1.91 1.96 1.71 1.70 1.69

下縁応力度(MPa) 0.0 8.0 16.0 0.0 8.1 15.5

曲げひび割れ荷重(kN) 40 180 340 30 170 340

せん断ひび割れ荷重(kN) 190 470 660 Ilo 390 640

せん断補強筋 降伏荷重(kN)'2 220 470 _*3 170 451 *3

破壊モー ド*4 ST ST BC ST ST SC

注*1)供試体はPCはりと同じ養生条件で載荷試験当日に測定した試験値を示す｡

注*2)ひずみ測定を行ったせん断補強鉄筋のうちどれか-箇所が降伏点に達した荷重を示すC

往事3)せん断補強鉄筋降伏前に供試体破壊

注*4)それぞれ,sT:せん断補強鉄筋の降伏を伴うせん断破壊,

sc:せん断補強鉄筋の降伏を伴わないせん断破壊

BC:曲げ圧縮破壊を表す
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いて,所定のプレス トレスが導入さ

れたと考えられる｡

載荷によって,いずれの供試体も

曲げひび割れ発生の後,せん断ひび

割れが発生した｡その後,載荷を継

続したところ断面上縁のコンクリー

トが圧壊することにより破壊した｡

なお,プレス トレスレベル 16MPa

の供試体では,いずれもせん断補強

鉄筋が降伏する以前に断面上線のコ

ンクリー トの圧壊が発生した｡

材料強度試験で得られたコンクリ

ー トおよび PC鋼材の応力ひずみ関

係を用い,平面保持の仮定に基づい

て,曲げ終局荷重の計算を行った｡

終局時の判断は,断面上縁のコンク

リー ト圧縮応力度の計算値が,円柱

供試体の圧縮強度試験で得られた最

大圧縮応力度に達した時点とした｡

これは,軽量骨材を用いたコンクリ

ートでは,圧縮応力がピークに達し

た後,脆性的に破壊することを想定
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図-3.18 曲げひび割れ荷重

8

プレストレスレベル(MPa)

図-3.19 曲げ終局荷重の解析値に対する

破壊荷重実験値の比

16

したためである｡計算上は,いずれ

の供試体もPC鋼材の引張ひずみが0.2%永久のびに対する引張ひずみに達する以前にコンクリー ト

が終局に達し,圧壊による破壊が生じる結果となった｡ここでは,供試体の破壊形態を判断するた

めに計算上の曲げ終局荷重と実験で求められた供試体破壊荷重の比を調べることとした｡このよう

に強度比を持って破壊形態を判断した理由として,いずれの供試体も想定される曲げ破壊形態はP

C鋼材の降伏を伴わないコンクリー トの圧縮破壊であること,また,供試体の破壊状況を観察した

ところ,最終的にはコンクリー トの圧壊で破壊 していて,破壊状況を見ただけではせん断圧縮破壊

と曲げ圧縮破壊の区別がつきにくいことによる｡図-3.19は試験で得られた破壊荷重の曲げ終局強度

に対する比を示したものである｡プレス トレスレベルがoMPaの供試体はいずれの骨材を用いた場

合でも供試体の破壊荷重は曲げ終局強度の計算値を大きく下回り,せん断破壊であったと考えられ

る｡プレス トレスレベルが 8MPaの場合では,普通骨材を用いた場合では曲げ終局強度の計算値と

載荷試験で得られた破壊強度がほぼ一致していて曲げ破壊型であったが,軽量骨材を用いた供試体

では曲げ終局強度よりも小さい破壊強度となっていて,せん断破壊型であったと判断できる｡プレ

ス トレスレベルが 16MPaの供試体では,L3を除いて供試体の破壊強度は曲げ終局強度の計算
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図一3.20 供試体に発生したひび割れの状況 (図中の寸法の単位はmm)

値とほぼ等しく曲げ破壊型で

あったが,L3供試体では破壊

強度が曲げ終局強度の解析値

の 90%程度にとどまってい

て必ずしも曲げ破壊型である

とは言えない｡ここでは,

L3-16供試体はせん断破壊型

とみなすこととした｡図-3.20

にNおよびL3供試体のひび

割れ状況の観察結果を示す｡

なお,図-3.20に示した L3-0
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図一3.21 荷重とせん断補強鉄筋ひずみ測定結果の一例

供試体のひび割れ図からはせ

ん断補強鉄筋 slはせん断ひび割れと交差していないが,これは図の簡略化のため裏面に発生した

ひび割れを記載していないためであり,実際にはせん断補強鉄筋 slはせん断ひび割れとわずかに

交差していた｡

プレストレスを導入していない供試体のせん断ひび割れ強度におよぼす骨材の種類の影響につい

て検討を行う｡せん断ひび割れの判断は,せん断補強鉄筋に貼付したひずみゲージで測定した引張

ひずみが荷重の増加にともない急激に増加し始めるところとした｡せん断補強鉄筋に貼付したひず

みゲージの位置を図-3.20に併せて示す｡せん断補強鉄筋のひずみ測定位置は,図-3.20中の ･であ

り,せん断補強鉄筋1本あたり3点 (裏面も含むと6点)での測定とし,せん断補強鉄筋1本おき

に3本 (園-3.20のSl,S2,S3)のせん断補強鉄筋のひずみを測定した｡ひずみ測定位置は全供試体で

同じであるO図-3.21は,載荷荷重とせん断補強鉄筋のひずみの測定値の関係の1例を示したもので

あり●はせん断ひび割れの発生時と判断した点を表す｡図-3.22はコンクリート密度 (p)とせん断

ひび割れ発生時のせん断力 (vcr)の関係を示したものである｡コンクリー トの密度が小さいほどせ

ん断ひび割れ強度は小さくなっていた｡特に,L3供試体の場合では,N供試体に比べてせん断ひび
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割れ強度の低下が著しく,通常

言われている普通骨材を用いた

場合の70%相当のせん断ひび割

れ強度よりもさらに小さな値と

なっていた｡

ここで,ユーロコー ド改訂版

に示されているせん断ひび割れ

強度の低減係数との適合性につ

いて検討を行う｡なお,この低

減係数では基準となる普通コン

クリー トの密度を 2400kg/m3で

設定しているが,今回用いた普

通 コ ン ク リー トの密 度 が

2360kg/m3であったので,この

値を基準となるコンクリー ト密

度に変更した｡この関係式を図

-3.22中の破線で示す｡この結

果,Ll,L2供試体については,

この低減係数にほぼ沿う形でせ

ん断ひび割れ強度が低下してい

て,細骨材あるいは粗骨材のど

ちらを軽量骨材に置き換えたか

によらず,コンクリー ト密度に

よる評価が可能であった｡しか

し,L3供試体ではそれよりもか

なり小さな値を示していて,必

ずしもコンクリー ト密度による

評価は妥当ではないと考えられ

る｡

L3供試体でせん断ひび割れ

強度 が予想よりも大きく下回っ

た理 由の一つとして,引張強度

が小 さかったことが考えられ

2.0
コンクリート密度(g/cm3)

図-3.22 コンクリー ト密度とせん断ひび割れ強度の関係

(プレス トレスなし)
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図-3.23 コンクリー ト密度と引張強度の関係

義-3.9 試験に用いたコンクリー トの脆度係数

文献 脆度係数

2 7.1-12.2

12 ll.6-19.9

ll ll.2-23.2

5 9.3-23.2

4 10.6-22.4

3 13.6-20.5

今回の実験 N(15.0),Ll(17.9),L2(21.6),L3(31.8)

る｡図-3.23はコンクリー トの密
度と 引張強度の関係を示したものであり,L3ではNの約 50%の引張強度しか有していない｡義一3.9
は軽 量コンクリー ト部材のせん断ひび割れ強度の低下について主に扱っ た研究で用いられたコンク
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リー トの脆度係数 (-圧縮強度/

引張強度)の範囲と,今回実験で

用いたコンクリー トの脆度係数を

示したものである｡これによると,

今回実験に用いたコンクリー トの

うち,LlとL2は従来の実験で用

いられたものと大差ないが,L3は

脆度係数がかなり大きくなってい

ることが分かる｡今回実施した試

験供試体数が限られているので,

この結果のみでは判断できない

400

300
′~~＼

S" ooL_L)
>

100

00 50 100

M o/a(kN)

図-3.24 プレス トレス量とせん断ひび割れ強度の関係

が,少なくとも脆度係数の著しく

大きな高強度軽量コンクリー トを

用いる場合は,せん断ひび割れ強度の低下が予想よりも大きくなる可能性を示しているものと考え

られる｡

次に,せん断ひび割れ発生荷重に与えるプレストレスの影響について検討を行う｡図-3.24はプレ

ス トレスによって供試体に与えられたデコンプレッションモーメント(Mo)をせん断スパン長(a)で

除したせん断力と,vcrの関係を示したものである｡断面内のプレストレスの分布形状により,プ

レストレスのせん断ひび割れ強度に与える影響は異なるとの指摘があるが 】3),今回の供試体のよ

うにすべて三角形分布の応力状態のPC部材で比較すれば,Mo/aとせん断ひび割れ強度の間には,

ほぼ直線的な関係があると考えられる.ここで,VcrがM｡/aの-次式で表されるとして,Mo/aの項

にかかる係数を求めたところ,それぞれ,1.87(N),1.66(Ll),1.86(L2),2.17(L3)となり,骨材の

種類による一定の傾向は認められなかった｡このことから,軽量骨材の使用は,プレストレスの導

入によるせん断ひび割れ強度の増加の程度には影響を与えないものと考えられる｡

(2)せん断ひび割れ発生後のコンクリートの負担するせん断力

せん断補強鉄筋により負担するせん断力 vsは,せん断補強鉄筋に貼付したひずみゲージで測定

されたひずみを元に算定した｡各せん断補強鉄筋の引張ひずみの測定値からせん断補強鉄筋の引頚

応力を算定した｡ここで用いた鉄筋の応力ひずみ関係は,鉄筋の引張試験で得られたものであり,

降伏後のひずみ硬化領域も考慮した｡ひずみの測定を行ったせん断補強鉄筋sl,S2,S3それぞれに

ついて,各点で求められた引張応力のうちの最大値を用いた｡ひずみの測定を行っていないせん断

補強鉄筋sl-, S2-, S3'については,それぞれsl,S2,S3の引張応力と等しいものと仮定した｡この

ようにしてもとめられたせん断補強鉄筋の引張応力に,せん断補強鉄筋の断面積を乗じてせん断補

強鉄筋の負担するせん断力vsとした｡

図-3.25はプレストレスがない場合のVsを示したものである｡横軸には,部材に作用するせん断

力Vからせん断ひび割れ発生時のせん断力vcrを差し引いたものである｡

せん断ひび割れ発生の後,コンクリー トの負担するせん断力がvcrで一定に保たれ,これを上回
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るせん断力は全てせん断補強鉄筋で

まかなわれるとすると,vsとV-vcr

の関係は 450の直線上にあるはず

である｡今回の実験結果を見ると,

N供試休ではほぼ450の傾きを持っ

た直線上からやや上方にあるが,そ

れ以外の供試体ではせん断ひび割れ

発生後のVsの勾配は450よりも相

当大きくなっている｡このことは,

せん断ひび割れ発生後コンクリー ト

の負担するせん断力 vcに低下が生

じ,これをせん断補強鉄筋が補った

ことを表している｡LlおよびL2供

芝 100
Jd
ヽヽ-′

t′､
>

50

0 50 100 150

V-Vc,(kN)

図-3･25 V-Vcrとvsの関係 (プレス トレスなし)
試体ではN供試体とL3供試体の中

間的な結果であったが,軽量粗骨材

を用いたL2の方がvsの増加は大きく,Llよりもvcの一時的な低下は著しい結果となった｡この

ように,プレス トレスを導入していない供試体では,せん断ひび割れ発生荷重が使用骨材の種類に

よって変化するとともに,せん断ひび割れ発生後の Vcについても使用骨材の種類により大きく変

化することが明らかとなった｡これは,軽量骨材を用いた場合,せん断ひび割れが骨材を貫通し,

ひび割れ発生後の引張応力の開放が著しいことなどが起因したためと考えられる｡

ただし,L3-0供試体での測定結果を見ても分かるとおり,ひずみ測定を行ったせん断補強鉄筋の

全てが降伏しVsの増加が鈍化した後も,荷重は増加している｡すなわち,コンクリー トの負担す

0 50 100

V-Vc,OtN)

(N供試体)

0 50

図-3.26 V-Vcrとvsの関係
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るせん断力vcは,せん断ひび割れ発生の後一時的に減少するものの,アーチ機構によるVcが増加

し,せん断補強鉄筋が降伏した後は再び増加に転じる｡

次に,N供試体およびL3供試体でプレストレスを変化させた場合のせん断ひび割れ発生後のVs

を求めた結果を図-3.26に示す｡ N供試体は,せん断ひび割れ発生後の Vsの増加は,せん断力の

増加に見合うものとなっていて,修正 トラス理論を上回るせん断補強鉄筋の負担は生じていない｡

これに対し,L3供試体ではプレス トレスを導入しても,せん断ひび割れ発生後のVsの立ち上がり

は急であり,一時的な vcの低下が生じていることがわかるoただし,プレストレスの増加につれ

て,Vsは小さくなっている｡このように,軽量骨材コンクリー トについてせん断ひび割れ発生後の

vcの一時的な低下に伴うvsの急激な増加が認められることは,プレス トレスを導入しても避けら

れないoLかし,プレス トレス量が増加するにつれ,vsそのものが小さくなるため,vcの一時的

な低下の影響は少なくなるものと考えられる｡

(3)せん断圧縮破壊時のコンクリートの負担するせん断力

プレス トレスを導入していない供試体について,せん

断圧縮破壊時にコンクリー トの負担 していたせん断力

(vcu)の測定結果を表-3.10に示す｡この結果によると,

軽量粗骨材を使用したL2,L3供試体で,Vcuの値が小さ

くなっている｡細骨材のみに軽量骨材を用いた供試体Ll

では普通骨材を用いたN供試体とほぼ同じVcuが得られ

義-3.10 Vcuの算出結果

供試体番号 Vcu(kN)

N-0 134

L1-0 135

L2-0 86

L3-0 92

ていた｡

プレス トレスを導入した部材では,図一3.20に示すひび割れ進展状況からも分かる通り,コンクリ

ー ト圧縮側-の斜めひび割れの進展が少なく,圧縮領域が広くなっている｡断面圧縮側に貼付した

ひずみゲージによるコンクリー トの軸圧縮ひずみ分布から,破壊直前での断面上縁からの中立軸位

置を求めた結果を図-3.27に示す｡圧縮ひずみの測定位置は,はり供試体上縁から5m ,25mm,75mm

および 125m の4点である｡図中には,平面保持の仮定に基づき,コンクリー トおよびPC鋼材の

応力ひずみ関係を用いて解析的に得られる中立軸位置を点線で示す｡プレス トレスレベルがOMPa

(u
3

)粗
壁
憲
羽
合

0 5 10 15
プレストレスによる断面下縁応力度(MPa)

図-3.27 N供試体とL3供試体の中立軸位置

-46-



第3章 単調増加荷重を受けるコンクリー トはり部材のせん断強度について

の場合には中立軸位置の測定結果は解析値を大きく下回っていて,せん断ひび割れの進行にともな

い圧縮領域が減少したことがわかる｡これに対しプレス トレスレベルが 16MPaの場合は解析値にほ

ぼ近い結果となっていて,せん断ひび割れの中立軸位置に与える影響はほとんど認められない｡プ

レス トレスレベルが8MPaの場合は,骨材の種類によって異なっていて,普通骨材を用いたN供試

体の場合は解析結果に近い値であったのに対して,L3供試体は解析値を下回る結果になっていた｡

次に,せん断破壊時における断面圧縮側コンクリー トの圧縮合力とvcuの関係を調べた｡圧縮合

力は次の方法で求めた｡断面圧縮縁のコンクリー ト圧縮ひずみが,圧縮強度試験で得られる最大応

力時のひずみに等しいと仮定し,中立軸位置から断面圧縮縁までひずみが直線的に分布するものと

考え,コンクリー トの応力ひずみ関係を用いて圧縮合力を算出した｡図-3.28は Vcuと破壊時のコ

ンクリー トの圧縮合力の関係を示したものであるOこれによると,骨材の種類に関わらず両者の関

係はほぼ直線的な関係が得られていた｡すなわち,プレス トレスの導入により,せん断ひび割れの

進展に伴う中立軸の上昇が抑制され.プレス トレスのない場合に比べてより大きな軸圧縮力が作用

し,コンクリー トの負担するせん断力増加につながったものと考えられる｡ここで,コンクリー ト

に作用する軸圧縮力とせん断力がほぼ直線関係にあることは,軸圧縮力成分とせん断力成分のベク

トル和で与えられるコンクリー トの圧縮合力の方向が一定,すなわちコンクリー トの形成するアー

チ機構の圧縮ス トラットの傾斜角が使用骨材の種類によらず一定になることを意味していると考え

られる｡従って,Vcuを算定するには,中立軸位置と圧縮ストラットの傾斜角を求めれば良いこと

になる｡
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コンクリート圧縮合力(kN)

図-3.28 圧縮合力とvcuの関係

しかし,せん断ひび割れの進展によって上昇する中立軸位置を正確に推定することは困難である

ので,ここではプレス トレスを導入した部材のVcuを求める便宜的な方法として,二羽らによって

示されたディープビームに対応したせん断耐力式9)を基本とし,プレス トレスの影響を考慮するた

め,導入圧縮力の項をこれに加えることとした｡プレストレスによってコンクリー トに導入される

圧縮応力度は断面上縁をゼロとした三角形分布であり,その重心位置は断面上縁から2/3h(hはは

り断面高さ)のところにある｡この重心位置と,載荷点を結ぶ直線の部材軸に対する傾きを0としこ
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れを圧縮ス トラットの傾斜角とみなして,プレス トレスによりコンクリー トに導入された圧縮合力

coの効果を加え合わせることとした｡ここで,曲げ圧縮破壊であったと考えられるN-8,N-16,L1-16,

L2-16の供試体は比較対象からはずした｡また,軽量骨材を用いた場合は,Vcuの値を0.7倍に低減

した｡

このようにしてもとめられたvcun)dの実験結果と計算による推定結果を図-3.29に示すOなお,

凡例中の文献 26はせん断補強鉄筋を有しない 14体の PC部材 (普通骨材使用,圧縮強度 40.6-

92.OMPa,a/d-3)の載荷試験結果を報告したものであり,凡例中の文献27は高強度フライアッシュ

人工骨材を用いたpc部材の載荷試験結果 (圧縮強度56.2-84.9MPa,a/d=2.5-3.5)を報告したもの

である｡なお,文献27では載荷板の幅が明記されていないので,F0-10cmと仮定して計算値の範

囲を示している｡この結果によると,vcuルdの計算値は実験値に比べて小さくなっていて,その比

率はおおよそ 1.0-I.3の範囲にあった｡このように計算値は安全側の結果を与えるものの,概略的

にはプレス トレスを導入した矩形断面はりのせん断圧縮破壊時のコンクリー トの負担するせん断力

を推定できるものと考えられる｡軽量骨材を用いた場合であっても,通常の骨材を用いた場合と比

べて,上記算定式の適合性に差は認められなかった｡

ここで載荷試験を実施 した供試体は,いずれもプレス トレス分布が三角形分布であるが,それ以

外のプレス トレス分布とした場合については,プレス トレスの導入による圧縮ス トラットの傾斜角

について明確ではないので,本方法が適用可能かどうかが明確ではなく,今後の検討課題であると

考えられる｡また,せん断補強鉄筋量が変化した場合には,圧縮側コンクリー トの負担するせん断

力に変化が生じる可能性も指摘されていて28),せん断補強鉄筋量の及ぼす影響についても検証す

る必要があると考えられる｡
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Vcu/(bd)の計算値(MPa)

図-3.29 Vcu/(bd)の比較
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3.4 ダウエル作用に関する検討

3.4.1 概要

コンクリー ト部材においてコンクリー トが発揮するせん断抵抗について,これまで主として圧縮

側コンクリー トのアーチ機構に関わる検討結果を示してきたO-方,せん断ひび割れが発生したコ

ンクリー ト部材のVcの一要因として,主鉄筋のダウエル作用の寄与があることが知られていて 12),

これまでにもいくつかの検討がなされてきた｡たとえば,古内らは29)コンクリー トを非線形バネ

で表現し,主鉄筋をコンクリー トで支持される曲げ要素としてモデル化しダウエル作用の定量化を

試みている｡

実際,鉄筋コンクリー ト部材のせん断載荷試験を実施した場合,主鉄筋のひずみの測定を行うと,

主鉄筋には曲率が発生しており,ダウエル作用の寄与が予想される｡一例として図一3.30に示した鉄

筋コンクリー ト供試体の曲げ載荷試験を実施 した結果を示す｡供試体は有効高さが 250mm でせん

断スパン長が 1000… のものである｡スタブ付きの単純 RCぼり供試体でせん断補強鉄筋は配置し

ていない｡載荷は単調載荷とし,スタブ部分に加力している｡図-3.31は,この供試体の作用せん断

も 加力位置

主鉄筋:D22､スターラップ無し

1000

断面図

I 同

図-3.30 主鉄筋に作用するダウエル作用を確認するための供試体

(N
q
)

q

姦Y
車

EF聖 25

5
変位(mm)

図-3.31 供試体の中央変位と作用せん断力の関係
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図-3.32 供試体に生じたひび割れと主鉄筋に発生する曲率の分布

力 (載荷荷重の 1/2)とスパン中央で測定した変位の関係を示したものである｡ここで荷重変形曲

線において示した③の時点でせん断ひび割れが発生し,荷重がわずかに低下した｡図-3.32はひび割

れ発生状況と,主鉄筋のひずみの測定結果を示す｡図中に示したひび割れの内,実線で示したもの

はせん断ひび割れ発生前にすでに生じていた曲げひび割れであり,点線は図-3.31にある③の時点直

後に発生したせん断ひび割れを示したものである｡図-3.32において点線で示した主鉄筋の近傍にあ

る" ･''は主鉄筋のひずみの測定位置である｡供試体のひび割れ図の上下に示したグラフは,主鉄

筋の上面と下面で測定したひずみの差,すなわち曲率に鉄筋径を乗じた値である｡この図から,せ

ん断ひび割れ発生直後では,さほど大きな曲率を示していないものの,荷重がピークに達した時点

(荷重変形曲線を示した図-3.31の⑤の時点)では主鉄筋の湾曲(曲率)が生じていることが伺えるo

特に圧縮鉄筋において顕著な湾曲の発生が認められる｡

このように,せん断破壊するコンクリー ト部材のせん断抵抗の-つとしてダウエル作用の寄与が

あるものの,この定量的な評価や,その特性については十分に明らかにされていないのが現状であ

る｡

ここでは,主鉄筋のダウエル作用について,どの程度のせん断抵抗が見込めるか把握することを

目的とした検討を行った｡

ー50-



第 3章 単調増加荷重を受けるコンクリー トはり部材のせん断強度について

3.4.2 これまでに提案されてきたダウエル作用の評価精度

主鉄筋のダウェル作用の強度について,これまでもいくつかの推定式が提案されている｡表-3.ll

は主な推定式 30-34)を示したものであるが,その評価式は使用するパラメータなどかなり異なっ

ていることが分かる｡ここでは,過去に公表されたダウエル作用力に関する試験結果と,これらの

推定式による結果を比較 し,それぞれの推定式の精度について検証を行った｡ここで用いた載荷試

験結果の試験条件を表-3.12に示す｡

図-3.33は鉄筋一本あたりに作用するダウエル作用力について,推定結果と試験結果の関係を示し

たものである｡これによると,いずれも推定結果に誤差が生じているが,推定式2,3はやや過大

にダウエル作用力を評価 し,推定式5は過小にダウエル作用力を評価する傾向にあることが分かる0

この原因の一つとして､ダウエル作用を測定するための載荷試験方法がそれぞれ違っていることが

挙げられる｡ここで検討対象とするのは､せん断ひび割れ発生後の主鉄筋によるダウエル作用であ

り､これと同等の載荷試験を実施 しているのはBaumam らのものである｡よって､評価式4の検証

を行うこととする｡

義-3.11 主鉄筋のダウエル作用の評価式

文献番号 提案者 評価式

30 Jimenetzet.al ･評価式 (1)

b
0.75.こし¢
〟

ここで bn=b-nQ

bは部材断面幅､nは主鉄筋の本数､¢は鉄筋径
31 Lorenstain ･評価式 (2)

0.95.bhJfG/n

ここで､rcはコンクリー トの圧縮強度､hl.まはり高さ
32 Krefeld ･評価式 (3)

bJii.3.(1.#cb.d).器三
ここでpは鉄筋比､cbは底面かぶり､

xJは支点からせん断ひび割れまでの距離

33 Baumann et.al ･評価式 (4)

7.6.4.bn.3Ji=
ここでβWはコンクリー トの立方体供試体強度

34 Vintzeleouet.al ･評価式 (5)

2.4.bn.I,/n
もしくは

Cb5.ftlCbや一両 ′n
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秦-3.12 過去に実施された試験供試体の範囲

項目 データの範囲

コンクリー ト圧縮強度(MPa) ll.4-ノ60.8

鉄筋径(mm) 10-29

鉄筋分を除く部材断面幅(… ) 56-162

せん断スパン比 1.1-3.0

はり高さ(mm) 250-400
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1)妹
滋

泳
一触

●●●
●●-■●●●●●

0 4 8 12 16

実換結果(kN)

評価式(1)

Ebumannotal

●
●●-:.'.I●●●●

0 4 8 12 16

Vdo_■xp(kN)

評価式(4)

6

2

8

4(U

(N
量

Lm

T
o

p
^

(0

2

8

4

0

(N
q
)蝶
蛍
耗

L伽

--●●●●●■●
●●●●●●●● ●●●●●●
62

I

lI

kN

は

∪

8

神

式

加

叫
獅

仙

▲
｢

▲U

●一●_● ㌔● ●
●●yl●■～

0 4 8 12 16

実鼓椿黒くkN)

評価式(5)

6

2

8

4

人U

(
N

Y)lき
I
D
P
^

●㌔ ′ ● ●

● tr●● ●■■r●● ●■■

62

.I.u

E

N

3

ーk
､

-

8

XP

式

…
1

価

㈹

評

40

図-3.33 鉄筋一本あたりのダウエル作用力の推定結果

-52-



第3章 単調増加荷重を受けるコンクリー トはり部材のせん断強度について

3.4.3 載荷試族と結果の概要

主鉄筋のダウエル作用力について,載荷試験により評価する｡コンクリー ト部材に配置された主

鉄筋のダウエル作用によるせん断力を把握する方法としては,図-3.32に示したように鉄筋コンクリ

ート部材に配置した主鉄筋のひずみ分布を測定することが好ましい｡しかし,この方法では主鉄筋

に貼付したひずみから曲率分布を算定し,軸方向の曲率の微分をとる間接的な方法となり,直接的

に主鉄筋に発生するダウエル作用力を把握することはできない｡軸方向の微分を求める際,曲率の

測定間隔は,ひずみゲージの貼付位置なりべく狭くする必要があるが,この間隔があまりに短いと,

鉄筋とコンクリー トの間の付着強度に影響が生じるため限界が生じる｡このため,ここでは,主鉄

筋のダウエル作用によるせん断力を直接測定することを目的として,図-3.34に示す,曲げせん断ひ

び割れを模した人工ひび割れを設けた供試体を製作し,この中央部分に挟み込んだ鋼板を載荷版と

してコンクリー トを下方に加力する試験方法を採用した｡この切り欠きは,RC部材に発生する曲

げせん断ひび割れを模擬したものである｡

供試体の実験パラメータとしては,主鉄筋の径とせん断補強鉄筋量である｡表-3.13に実験供試体

の条件と試験結果を示す｡表中の Vd｡W｡l_｡は以下に示す水平ひび割れ発生時に主鉄筋一本あたりに作

用しているダウエル作用力を表しており,vd｡W｡1_uは供試体破壊時に主鉄筋一本あたりに作用してい

るダウエル作用力を表している｡

供試体の破壊状況は,いずれも同様であり,最初に主鉄筋に沿った水平ひび割れが形成された後,

変形量が増大した｡ここで,せん断補強鉄筋を用いていない供試体は,主鉄筋に沿った水平ひび割

れ発生の後,その耐荷力はほとんど上昇することはなく,変形量のみが増加する結果となったO一

方,せん断補強鉄筋を配置した供試体については,水平ひび割れ発生の後,せん断補強鉄筋によっ

て引張力が負担され供試体の耐荷力は増大し,最終的にはせん断補強鉄筋の破断によって供試体の

破壊が生じた｡図-3.35は載荷試験で得られた作用荷重と変形量(h)の関係の一例を示したものであ

る｡ここで変形量(h)の測定は次の通りである｡供試体に設けた切り欠き部分から支点方向に40m

¢は主鉄筋径を表す
せん断補強鉄筋径 :6mmもしくは10mm

隙間2m 程度

ドq>{:○ ＼ l lLa rJ

コンクリー ト

ノ 240 ＼午l8 L∈ 680 ∋l aL> ZPJ 240＼

図-3.34 供試体の概要 (単位:mm)
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義-3.13 載荷試験結果一覧

供試体番号 D-1 D-1■ D-2 D-3 D-4 D-5 D-6 D-7 D-8 D-9 D-10

b(mm) 224 224 224 336 336 112 224 200 248 224 288

主鉄筋あき(mm) 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

d(mm) 186 186 186 186 186 186 186 186 186 186 186

主鉄筋 D16 D16 D16 DIG DIG D16 DIG D10 D22 DIG D32

本数 4 4 4 6 6 つ 4 4 4 4 4

主筋降伏(MPa) 401.3 372.1 40一.3 401.3 401.3 401.3 372.1 389.1 388 375.3 373.2

コンクリート圧縮強度(MPa) 30.2 31.45 30.5 30.6 32.9 32.9 31.57 31.6 31.7 31.6 30.9

コンクリート引張強度(MPa) 2.31 2.95 2.68 2.ll 2.57 2.18 2.29 2.39 2.84 2.89 2.74

スターラップ D6 D6 D6 D6 D10 D6 D6 D6 D6

本数 0 0 2 2 3 2 2 2 2 2 つ

スターラップ降伏(MPa) 326.9 326.9 326.9 326.9 389.1 381.1 381.1 364.8 364.8

ひび割れ荷重(kN) 39.8 33.I 36.5 53.8 57.6 18.1 36.0 21.8 44.2 31.6 44.1

最大荷重(kN) 39.S 33.1 98.2 117.8 137.6 87.5 200.1 84.9 121.9 85,4 224.8

VdoweLc(kN) 5,0 4.1 4.6 4.5 4.8 4.5 4.5 2.7 5.5 4.0 5.5

Vdowel_u(kN) 5.0 4.1 12,3 9.8 ll.5 21.9 25.0 10.6 15.2 10.7 28.1

で は り断面 の上線 か ら

110mm の位置に不動点を

埋め込み,この不動点から

鉛直下方のはり断面下縁に

設置したプレー トまでの間

の変位量 (下向きの変位を

正)を変位計で測定し,こ

れをhとした｡水平方向の

ひび割れが生じると同時に

主鉄筋が下向きに押され,

鉄筋の下方向-の動きにつ

れて変位 hが発生する｡図

中に示した供試体は,いず

(N1)
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野
聖
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図-3.35 主鉄筋一本あたりのダウエル作用力と

ダウエル変形の関係

れも同じ主鉄筋径でその配置も同じものであり,せん断補強鉄筋 (スターラップ)の条件が異なっ

ているものである｡D-1■はせん断補強鉄筋無し,D-2は径が6mmのせん断補強鉄筋,D-6は径が 10mm

のせん断補強鉄筋である｡

図-3.36は主鉄筋の上線と下縁に貼付したひずみゲージにより測定したひずみから,主鉄筋の曲率

を計算し,曲率と鉄筋一本あたりのダウェル作用力の関係を示したものである｡曲率の測定位置は

図-3.36右図に示すとおり,切り欠き前面から 10mm 支点側にずれた位置である｡曲率の符号は下

側が引張になる曲げモーメントの方向を正としている｡供試体はせん断補強鉄筋を配置していない

D-1'のものである｡この図から分かるとおり,主鉄筋に沿った水平ひび割れの発生と同時に主鉄筋
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図-3.36 主鉄筋に発生するダウエル作用力と主鉄筋の曲率の関係

が下方向に変位するとともに,主鉄筋に湾曲が発生したことが分かるO水平ひび割れの進展がある

ため,主鉄筋の曲率が増加しても鉄筋一本あたりのダウエル作用力は,水平ひび割れ時よりも低下

したままである｡

このことから,主鉄筋直角方向のずれ変位の発生,あるいは,主鉄筋に発生する曲率の発生が認

められた場合は,主鉄筋にダウエル作用が発生しているものといえる｡さらに,せん断補強鉄筋の

ない場合にこのような状況が認められた場合は,主鉄筋のダウエル作用力はピーク値を経験した後,

低下していることを表していると考えられる｡

3.4.4 水平ひび割れ発生時の強度と鉄筋径の関係について

図-3.37は主鉄筋に沿った水平ひび割れが発生した時点での鉄筋一本あたりのダウエル作用力と,

主鉄筋径の関係を示したものである｡○でプロットしたものが実験結果を表している｡図中の●は,

3.3.2で示した Baumannらによる推定式4で算定される鉄筋一本あたりのダウエル作用力の計算

値を示している｡試験結果によると,主鉄筋径が22mmまで鉄筋径の増加に伴い,鉄筋一本あたり

のダウエル作用力も単純に増加

している｡しかし,主鉄筋径が

32… の場合 は主鉄筋径 が

22mm のものと比較して,ほと

んどダウエル作用力が増加して

いないことが分かる｡一方,推

定式4による評価結果を見る

と,主鉄筋径が22mmまではお

およそ実験結果を適切に評価し

ているものと考えられるが,主

鉄筋径が32mmの場合でも主鉄

筋径の増加による頭打ちの状況
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図-3.37 水平ひび割れ発生時における主鉄筋に作用するダウ

エル作用力と主鉄筋径の関係
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を適切に表現できていないOこの原因は必ずしも明らかにできなかったが,鉄筋のあきに対して鉄

筋径の比が大きい場合は,推定式4の適用に当たって注意が必要であると考えられる｡

3.3.5 せん断補強鉄筋の影響

せん断補強鉄筋を配置することにより,主鉄筋に作用する見かけのダウエル作用力は増加してい

たが,この増分について検討する｡今回試験を行った供試体において,切り欠き前面にもっとも近

い位置に配置したせん断補強鉄筋が降伏点に達したと仮定し,そのせん断補強鉄筋が負担する引張

力分が付加されると考え.これを主鉄筋の見かけのダウエル作用力の,せん断補強鉄筋の効果によ

る増分すなわちAvdowelの計算値とした｡

次に実験結果については,主鉄筋に沿って水平方向にひび割れが発生した時点から供試体破壊時

までの荷重増分を,ダウエル作用とし

て介在する主鉄筋の本数で除し,鉄筋

一本あたりの見かけのダウエル作用力

の増分AVdowelとした｡このようにし

て得 られたAVdowelの実験値と,A

vdowelの計算値を比較 したものが図

-3.38である｡

これによると,一つのデータ (主鉄

筋径が32mmの場合)を除いてせん断

補強鉄筋量と破壊荷重の増分はおおよ

そ線形関係にあり,その比例係数は約

1.5倍であった｡このように,計算で

想定されるよりも大きな増分が得られ

た原因は,見かけのダウエル作用の増

加に寄与していたせん断補強鉄筋は切

り欠き前面に最も近い位置にあるもの

だけではなく,隣接するせん断補強鉄

筋も一部の引張力を負担していたため

である｡また,主鉄筋径が大きい場合

は,その断面二次モーメントが大きく

曲げ剛性が大きくなるため,ダウエル

作用力の増加に関与するせん断補強鉄

筋は,切 り欠き前面からより離れた位

置まで及ぶためであると考えられる｡

図-3.39は主鉄筋の径を変化させた供

試体について,供試体破壊時のせん断

補強鉄筋に作用していた引張応力度の
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分布を示したものである｡これによると,主鉄筋径が大きいほど,せん断補強鉄筋に発生している

引張応力度の広がりは大きくなっていることが分かる｡主鉄筋をDIOとした場合は,切 り欠き前面

にもっとも近い位置に配置されているせん断補強鉄筋のみ降伏点に達していて,そこから80mm離

れた位置にあるせん断補強鉄筋は,降伏点の約 40%の引張応力しか発生していない｡これに対し,

主鉄筋をD32とした場合は切り欠き前面から2本のせん断補強鉄筋が降伏点に達している｡

主鉄筋径が 32皿よりも大きな場合はさらに多くのせん断補強鉄筋がダウェル作用を補 うものと

考えられるD

3.3.6 ダウエル作用の寄与

これまでに検討 した結果に基づいて,RC部材のダウエル作用の寄与についてその概算を試み

ることとする.今回の実験結果に対して比較的精度の高かった Baumannらによる推定式を用い,

せん断スパン比を2.5と設定した供試体 A,良-1,C供試体に対して主鉄筋のダウェル作用によって発
揮しうるせん断力のVcに対する比率を算定した結果を表-3.14に示す｡なお試算を行った供試体に

ついては,圧縮鉄筋として組み立て筋程度 (D6二本のみ)であるので,圧縮鉄筋の寄与は無視して

いる｡この結果によると,ダウエル作用によって負担しうるせん断力は vcの 12-17%に相当して

いて無視 し得ないものである｡ただし,アーチ機構によって負担されるせん断力よりもかなり小さ

く,せん断圧縮破壊形式のRC部材においては,ダウエル作用が主たるせん断抵抗機構とはなって

いないと考えられる｡

義-3.14 ダウエル作用の比率

供試体番号 Vcu(kN) VdoweJ(kN) 比率(%)

A 253.3 44.3 17%

B-1 361.9 53.6 15%

C 524.8 65.4 12%l

3.5 まとめ

3章では､これまで唾味にされてきたコンクリー トの負担するせん断力 vcについて､その根拠

をできるだけ明確にすることを目的とした検討を行った｡特に､正負交番荷重が作用する場合への

応用との観点から､正負交番荷重作用時に有効に機能しにくいことが予想されるアーチ機構の定量

的評価､ならびに部材の損傷が大きくなった際に機能すると思われるダウエル作用によるせん断抵

抗の定量的な評価を試みた｡

得られた結論をまとめると次の通りである｡

(1)せん断補強鉄筋を有する鉄筋コンクリー ト部材において,コンクリー トの負担するせん断力 vc

は,アーチ機構とビーム機構に分けて評価することが可能である｡
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(2)アーチ機構はせん断圧縮破壊と密接に関連するものであり,コンクリー トの圧縮強度に大きく依

存し,現行の土木学会コンクリー ト標準示方書で用いられているせん断ひび割れ発生時を想定し

たコンクリー トの負担するせん断力の算定結果よりも遥かにコンクリー トの圧縮強度の寄与は

大きい｡

(3)一方,ビーム機構は今回試験を行った供試体の圧縮強度の範囲 (18.9-60.7MPa)では,コンクリ

ー トの圧縮強度の影響はほとんど認められない｡また,供試休に作用する荷重(せん断力)が増加

してもビーム機構によって負担されるせん断力の増加はわずかであり,もっぱらアーチ機構によ

る負担が増加する｡

(4)アーチ機構はせん断スパン比の増加に伴い減少する｡一方,ビーム機構はせん断スパン比の増加

に伴い徐々に増加する｡せん断スパン比が2.5より大きくなると,アーチ機構とビーム機構の内

訳はあまり変化しない｡

(5)アーチ機構によってコンクリー トが負担するせん断力を塑性理論の下界定理によって評価した

場合,せん断スパン比が大きい場合に,これを過大評価する可能性がある｡

(6)軽量骨材を用いた高強度コンクリー トのように,通常のコンクリー トと比べて脆度係数が高くヤ

ング係数の小さいコンクリー トが用いられている場合は,斜めひび割れ発生後のVcの低下は顕

著に認められることとなる｡

(7)供試体にプレストレスを導入した場合は,せん断ひび割れ発生の後に認められるVcの低下の程

度は小さくなるOただし,斜めひび割れの発生による一時的なvcの低下を食い止めることはで

きない｡

(8)せん断圧縮破壊時のコンクリー トの負担するせん断力は導入したプレス トレスカに応 じて増加

し,骨材の種類に関わらず圧縮側断面のコンクリー トの圧縮力と高い相関性がある｡

(9)この増加量は使用骨材の種類に関わらず,導入した圧縮力と圧縮力の作用位置から簡易的に算定

することができる｡ただし,実験値に対して約 1.0-I.3の範囲でばらつきが認められた｡せん断

圧縮破壊時のコンクリー トの負担するせん断力の算定精度の向上と広範囲のせん断スパン比を

持つ部材やせん断補強鉄筋量の異なる部材での検証が今後の課題であると考えられる｡

(10)主鉄筋のダウエル作用によって負担されるせん断力については,Baumannらによって提案され

ている評価式が比較的妥当な結果を与えているものと考えられる｡しかし,主鉄筋のあきに対す

る主鉄筋径の比によってはダウエル作用による抵抗を過大に評価する場合がある｡

(ll)せん断補強鉄筋が存在する場合は,せん断補強鉄筋もダウエル作用の増加に寄与することが分

かった｡ただし,ダウエル作用に対する抵抗として有効に機能するせん断補強鉄筋は,ひび割れ

面に近い位置に配置されたものだけであり局所的なものとなる｡主鉄筋の径の増加により,有効

に機能するせん断補強鉄筋量は増加する｡

(12)コンクリー トの負担するせん断力に対して,ダウエル作用によって負担しうるせん断力の比率

は,ここで試験を行ったせん断スパン比2.5の供試体A,B-1,Cについて,それぞれ 12-17%程度
であり,アーチ機構によって負担されているせん断力が50%程度であるのに比較し､かなり小さ

いと考えられる｡
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(13)これまで,コンクリー トの負担するせん断力vcについて.必ずしも明確にされてこなかったが,

少なくともvcとしてアーチ機構が機能していて,土木学会コンクリー ト標準示方書 [構造性能

照査編]におけるディープビームに対するせん断耐力式をa/dの大きな範囲にも拡張することに

より把握 しうる可能性がある｡
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第4章 正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリート部材のせん断強度および変形性能

4.1 概要

RC部材の耐震性を向上させるためには,RC部材のじん性を確保することが重要である.じん

性確保の重要性は広く認識されていて,これまでも数多くの研究がなされ,じん性の評価方法につ

いてもいくつかの提案がなされている.ところが,じん性の評価式についてのこれまでの提案を見

ると,研究者によって捉え方が異なっている.主なものを挙げるとすると,RC部材の曲げ耐力と

せん断耐力の比 (以下耐力比)をパラメータとしたもの日 ,帯鉄筋によるコンクリー トの拘束効果

に着目し,コンクリー トの応力ひずみ関係にこれを反映させることにより,じん性を評価するもの

2),両者の折衷的なもので,耐力比を基本としつつも,帯鉄筋による拘束効果も考慮しているもの

3),一方,耐力比では精度よいじん性評価式は得られないとし,多くの要因を変化させた載荷試験

結果に基づいた評価式を提案するもの4)もある.その他,主鉄筋の座屈性状に着目したもの5),解

析的手法によるもの6)等,様々な角度から検討が進められてきた.このように,じん性の評価に際

し,考え方そのものが異なるのは,部材の破壊メカニズムが部材の配筋状況 ･形状寸法などの条件

により様々に変化することが一つの要因と考えられるが,部材の強度低下するプロセスが非常に複

雑であり,研究が進められてはいるものの7)8),そのメカニズムが十分明らかにされていないこと

も一因と考えられる9)10).いずれにしても､RC部材のじん性を確保するためにはせん断破壊を

防止することがまず重要になる｡そして,正負交番荷重が作用する場合,部材のせん断抵抗メカニ

ズムが単調載荷時とは異なり,主鉄筋降伏後せん断破壊に破壊モー ドが移行すると指摘されていて､

正負交番荷重作用下におけるせん断強度の評価方法を確立することが求められる.

RC部材に正負交番荷重が作用する場合では､単調増加荷重が作用する場合と異なり部材断面の

両側に引張残留変形が生じるため､圧縮側コンクリー トによるせん断力の伝達が阻害され､これが

正負交番載荷におけるVc低下の要因と一つとして指摘されている11) 12)｡これを確認するため､

wightらは､軸圧縮力を導入した供試体の正負交番載荷試験を実施し13)､軸圧縮力が大きい方が

荷重の繰り返しによるせん断強度の低下が小さいとの実験結果を得ている｡また正負交番荷重が作

用する場合では Vcが低下することがさけられないので､部材に作用するすべてのせん断力は､せ

ん断補強鉄筋でまかなうべきであるとの結論を導いている｡pauley､Gosainらも過去に実施された

載荷試験結果から､同様の結論を下している14) 15)0 vcを期待せず vsのみでせん断力を負担す

る設計方法は確かに安全側の結果をもたらすものであるが､vcは圧縮域のコンクリー トによるせん

断負担のみから構成されるものではないと考えられるo Priestryらもこの点を指摘していて､実験

データの分析に基づきvcの低減係数を導いている｡ここで提案されているVcの低減係数は､部材

に生じている塑性変形量の関数として提案されているが､下限値は0ではなく､単調載荷時の約 1/3

を下限に設定している16)｡しかし､この低減係数は実験結果の回帰から導かれたものであり､必

ずしもその根拠は明確ではない｡
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これまで正負交番荷重が作用するRC部材のせん断強度の低下と部材のじん性率の関連について

多くの検討がなされてきたが,せん断強度の低下のメカニズムについては,必ずしも明らかにされ

ているとはいえない状況にあると考えられる･ここでは,RC柱部材の正負交番載荷試験を実施し,

部材の横方向の変形,軸方向の変形などを測定することにより,正負交番荷重が作用するRC部材

のせん断耐力の低下のメカニズムについて明らかにすることを目的とした実験的検討を行った｡

4.2 定変位振幅の正負交番荷重が作用するRC部材のせん断強度載荷試駿

4.2.1 試簾方法の概要

ここでは､せん断破壊もしくは曲げ降伏後せん断破壊するRC部材のせん断抵抗メカニズムを検

討し､Vcの低下状況を把握することを目的として､RC供試体の載荷試験を実施した｡供試体は､

RC橋脚を模した､柱 ･フーチングタイプの部材である｡変動させた要因は､配置した帯鉄筋量お

よび載荷方法である｡表-4.1に各供試体の共通の条件､表-4.2に個別に設定した条件を示す｡

表-4.1 供試体の共通条件

主鉄筋 28本×D25

主鉄筋比 (%) 2.77

断面寸法 幅(mm) 800

高さ(mm) 700

有効高(mm) 640

義-4.2 供試体の個別条件

供試体番号 帯鉄筋 載荷方法径 配置間隔 中間帯鉄筋 方法 変位振幅

No.1 なし 単調

No.301 D6 80mm なし 片側繰返

No.302 D6 80mm なし 単調

No.303 D6 80m なし 正負交番 ±36y

No.304 D6 80mm なし 正負交番 ±26y

No.305 D6 80mm なし 正負交番 ±56y

No.306 D6 80mm なし 正負交番 ±46y

No.501 D10 120m なし 正負交番 ±36y

No.502 D10 120mm なし 正負交番 ±26y

No.503 D10 120m なし 正負交番 ±46y

No.701 DlO 80mm 有り 正負交番 ±36y

No.702 DlO 80mm 有り 正負交番 ±46y

-63-



第4章 正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材のせん断強度および変形性能

軸力は作用させず､水平加力のみとしている｡なお､交番載荷を行った供試体は､載荷点におけ

る変位振幅を表-4.2の値に保ったまま載荷を繰り返し､繰り返し回数が30回に至ってもなお荷重

低下の認められない場合は､振幅を増大させた｡定変位振幅の条件を採用した理由として､各変位

振幅でのせん断強度の低下を明確にとらえることを目的としたためである｡通常は､各変位振幅で

3回程度繰り返し載荷した後､順次変位振幅を増大させる載荷パターンが採用されるのが一般的で

ある｡しかし､そのような漸増振幅による載荷試験では､前の載荷サイクルの影響を受けるため､

評価対象としている変位振幅における挙動を明確にとらえられないおそれがある｡なお､荷重の繰

り返し回数を3回とし､順次載荷点変位振幅を増大させた場合のじん性率の試験結果については､

4.5に述べることとする｡

ここで､柱の降伏時の変位 ∂yは､柱基部において引張主鉄筋のひずみが降伏点に達した時点と

している｡柱のひずみの測定は､ひずみゲージの測定結果を用いている｡∂yの値は､各供試体で

多少の差はあったが､いずれもほぼ 18mmであったので､ここでは､一律に∂y-18mmと設定した｡

図-4.1に供試体の緒元を､図-4.2に供試体の断面図を示す｡

本実験では､供試体の変位､主鉄筋および帯鉄筋のひずみ､柱部分のコンクリー トひずみをそれ

ぞれ測定している｡測定箇所を図-4.3に示す｡供試

体に用いたコンクリー トおよび鉄筋の材料試験結果

を表-4.3および表-4.4に示す｡

4.2.2 載荷試鹸結果の概要

(1)破壊状況の概要

供試体 N0.1は主鉄筋が降伏する以前に斜めひび

割れが生じ､急激に耐荷力を失う典型的なせん断破

壊の様相を呈していた｡それ以外の供試体は､曲げ

降伏後せん断破壊に移行する状況となった｡ただし､

単 調 載 荷 お よび 一 方 向載 荷 と した供 試 体

No.301,No.302は斜めひび割れが圧縮側コンクリー

トに進展し､柱基部におけるせん断圧縮破壊の様相

を呈しているのに対し､正負交番載荷を行った供試

体は､Ⅹ字状のひび割れが顕著に現れて､次第に耐

荷力が低下した｡

■ →

r lくnnnlm

図-4.1 供試体の緒元

図-4.4に各供試体の荷重変位関係の履歴を示す｡これまで実験的にも明らかにされたように､同

一の帯鉄筋量であっても､正負交番載荷を行う場合と､単調載荷もしくは片側の繰り返し載荷を行

う場合とでは､荷重の低下状況に大きな差があり､正負交番載荷では比較的小さな塑性変形でも荷

重の低下が生じていることがわかる｡また､片側の繰り返し載荷と単調載荷とでは､荷重変位関係

の包絡線がほとんど変わらないことから､片側の繰り返しは単調載荷とほぼ同様の載荷条件である

と考えてよいものと思われる｡
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巨旦99ー@ 100ヲ9_0199i69
700

9090.ーヰ亀!099 _qOー90.60
700

左:供試体No.1､
中:供試体No.301-No.306および供試体No.501-No.503
右:供試体No.701-No.702

図一4.2 断面の配筋図

･諾 琵芸ずみ

'帯鉄筋ひずみ
測定位置

699_0｣4塵1_09Fl_9930旦9
700

図-4.3 主鉄筋および帯鉄筋のひずみ測定

義-4.3 コンクリー トの材料試験結果

供試体 圧縮強度 ヤング係数 割裂強度

番号 (MPa) *104(MPa) (MPa)

1 34.3 2.9 3.0

301 41ー8 3.2 2.9

302 39.8 3.0 3.1

303 40.0 3.1 2.9

304 37.9 2.9 2.9

305 38.1 2.8 2.5

306 38.9 3.0 2.5

501 32.6 2.7 3.1

502 34.4 2.8 3.0

503 40.1 2.9 3.2

701 29.4 2.6 2.5

702 34.8 2.6 3.0

義-4.4 鉄筋の材料試験結果

鉄筋種類 鉄筋径 降伏点 ヤング係数

(MPa) (GPa)

主鉄筋 D25 378 187

帯鉄筋 D6 334 181

帯鉄筋 D10 363 185
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一一一一■･■･■■･.■■■■
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図-4.4 供試体の荷重変位関係 (その 1)
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図-4.4 供試体の荷重変位関係 (その2)
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図-4.4 供試体の荷重変位関係 (その3)

義一4.5 各供試体のせん断強度

供試体 帯鉄筋 f'C VceXp Vccal Vs Vc+Vs 最大荷重 じん性率

番号 比(%) (MPa) (kN) (kN) (kN) (kN) (kN) の参考値

1 0.00 34.3 510 395 0 510 510

301 0.10 41.8 544 422 157 701 653 3.8

302 0.10 39.8 535 415 157 692 654 3.7

303 0.10 40.0 536 416 157 693 636 3.9

304 0.10 37.9 527 409 157 684 635 3.8

305 0.10 38.1 528 410 157 685 608 4.1

306 0.10 38.9 531 412 157 688 618 4.0

501 0.15 32.6 501 388 235 736 674 4.6

502 0.15 34.4 510 396 235 745 660 4.9

503 0.15 40,1 537 416 235 772 685 4.8

701 0.33 29.4 484 376 529 1013 702 9.3

702 0.33 34.8 512 397 529 1041 699 9.5

(2)各供試体のせん断強度の推定結果

各供試体のせん断強度の推定結果および観測された最大荷重の値を義-4.5に示す｡表-4.5におい

て､V｡叩の欄は供試体N0.1の場合は実験結果とし､それ以外の供試体については供試体No.1およ

びコンクリー トの圧縮強度の試験結果から推定した値である｡すなわち､供試体N0.1の載荷試験に

よって得られたせん断強度をvclとした場合､それ以外の供試体のコンクリー トのせん断強度は土
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木学会コンクリー ト標準示方書の Vcの算定

式に準拠して､コンクリー トの圧縮強度の違

いを補正したものであるoVccalは土木学会コ

ンクリー ト標準示方書に従って計算されたコ

ンクリー トの負担するせん断力を示したもの

である｡

表-4.5中のじん性率の参考値は､文献1に

示されているじん性率評価式に基づいてじん

性率を評価した結果を示している｡ここで用

いたコンクリー トの負担するせん断強度は､

v ccalを用いているOここで行っている交番載

荷試験は､定変位振幅で､荷重低下が著しく

なるまで載荷を行ったものであるので､必ず

しも､じん性率算定式の提案の際に用いられ

ている実験データとは同一のものとはいえな

い｡したがって､今回の載荷試験結果とじん

性率算定式の算定結果との単純な比較はでき

ないが､供試体に与えられた変位振幅の大き

さを相対的に評価する際の参考と考えられる

ので､ここに示したものである｡なお､じん

性率の評価式に関する検討は4.5に後述す

る｡

(3)各供試体のピーク時荷重の推移

正負交番載荷を行った供試体について載荷

回数とピーク時荷重の変動状況を図-4.5に示

す｡ここで､図に示したピーク時荷重は正載

荷と負載荷のそれぞれのピーク時の荷重の平

均を示している｡載荷点での変位振幅が26y

から46yと増加するにつれて繰り返し回数

の増加に伴う荷重の低下が著しくなっている

こと､また､同一の変位振幅で比較すれば､

帯鉄筋量の多いほど荷重の低下割合は小さく

なっていることがわかる｡

このことから､繰り返し回数の増大に伴う

荷重低下は部材のせん断抵抗メカニズムの劣

化に起因していて､せん断補強鉄筋の増加が
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10 20 30
繰り返し回数(回)

26y載荷

10 20
繰り返し回数(回)

36y載荷

30

10 20
繰り返し回数(回)

46y載荷

図-4.5 荷重の繰り返しによる

ピーク時荷重の変動状況
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せん断抵抗の低下をくい止める効果を持つことが予想される｡

ここでは､RC柱供試体の交番載荷試験方法の概要ならびに試験結果の概略を述べた｡いずれに

しても､載荷方法や載荷変位振幅あるいは帯鉄筋量によって､部材の耐荷力の低下状況は大きく異

なっていて､部材のせん断抵抗メカニズムの差が耐荷力の低下状況の差となって現れていることが

予想される｡次に､部材の変形状況および帯鉄筋のひずみ状況について詳細に検討し､このような

結果が得られた原因についてさらに考察を加えることとする｡

4.3RC部材の耐荷性能の低下とせん断抵抗メカニズムの変化

4.3.1 検討方法

ここでは､荷重の繰り返しによるせん断強度の低下機構をより詳細に検討するため､部材の変形

性状およびせん断補強鉄筋の引張力負担について検討を行った｡

RC部材の正負交番載荷試験においては､水平耐荷力の低下を認めた時点でRC部材が破壊した

と判断される｡ここで､部材が曲げ破壊を生じたのか､あるいはせん断破壊を生じたのかの判定に

ついて考えると､RC部材の単調載荷試験では､実際の破壊荷重が終局曲げ抵抗モーメントから算

出される曲げ破壊荷重よりも小さい荷重で破壊した場合､せん断破壊型であると判断できる｡しか

し､ここで取り扱うような引張鉄筋が降伏した後に､せん断破壊に移行するような破壊形態を対象

とすると､破壊荷重のみからは､せん断破壊であるのかあるいは曲げ破壊であるのか判定すること

はきわめて困難となる｡したがって､部材の変形状況の目視調査から供試体の破壊形態を推定する

こととなるが､単調載荷試験におけるせん断破壊は､引張主鉄筋の降伏前に瞬時に耐荷力を失うの

で､破壊形態の推定が目視からも比較的容易であるのに対し､正負交番載荷においては､耐荷力の

低下が単調載荷の時よりも緩やかに生じるため､せん断破壊ととらえにくい面がある｡供試体の破

壊形態を判断することは､破壊原因を推定する際にもっとも基本的なことであり､可能な限り客観

的な判定を行う必要があると考えられる｡ここでは､供試体に変形を計測するための標点をもうけ､

この測定結果を基に､供試体に発生している変形成分を曲げ､せん断､および主鉄筋のフーチング

からの伸び出しによる回転変形に分離し､その変動状況を調査することにより､部材が繰り返し載

荷により最終的にせん断破壊したのかどうか判断することとした｡

4.3.2 部材の変形成分の変化

(1)RC桂部材の変形成分の分散について

RC柱部材が水平力によって変形する場合､その変形成分は(1)曲げ変形 (8b)､(2)主鉄筋のフー

チングからの伸び出しによる回転変形 (8r)､(3)せん断変形 (8S)から構成されるものと考えられ

る｡部材の載荷履歴に応じて､これらの変形成分の変動状況を把握することができれば､部材の荷

重低下がなにによって引き起こされているのか判断することが可能となる｡

これまで､柱の変形成分を3成分に分離して､変形状態をより詳細に捉えようとする試みはすで

になされているが 18)､必ずしも詳細な検討はなされてこなかった｡ここでは､RC柱供試体に設置

された標点間の距離の変動を測定することにより､相対変形を求めることとした｡

ここで､載荷点の変位を8mとし､上記の3つの変形成分の総和であるとする｡従って､8mは次

ー70-



第4章 正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材のせん断強度および変形性能

式で表せる｡

6m=∂b+6∫+6,

ここで曲げ変形8bは､曲率の積分で求められる｡すなわち､

6b-∑4.(H-y,by

(4.1)

(4.2)

となる｡ここで､図-4･6に示すように△yは曲率の測定を行った区間の長さであり､Hは柱基部か

ら載荷点までの距離である｡ここでは､コンクリー トに埋め込んだ全ねじボル ト間の長さ変化を測

定することにより平均軸ひずみを求め､これから曲率を算定することとした｡

一方､主鉄筋のフーチングからの伸び出しによる柱の回転変位は､柱基部での回転角Oを測定す

ることにより求められる｡すなわち､

6,=HO

せん断変形は､せん断ひずみの積分で求められるOすなわち､

6S-∑Y,Ay

と表せる｡ここで､†iは区間 iにおけるせ

ん断変形角である｡今回の測定結果をみる

と､せん断変形の状態は､図-4.7(a)のよう

に測定区間内の見かけのせん断ひずみが均

一ではなく､図-4.7(b)のようになっている

場合が多い｡すなわち､せん断変形角はど

の断面位置でこれを定義するかによって変

化する｡ここでは､測定区間の図心位置に

おいてせん断変形角を定義することとし

た｡コンクリー ト中に埋め込まれた標点用

のボル ト各点の変位ベクトルを求め､測定

区間内の変位分布が位置座標の一次関数で

与えられるとし､これを微分することによ

り平均せん断ひずみに換算した｡

(4.3)
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(2)各供試体の変形成分

上記の方法に従って､載荷

点変位の分離を行った結果の

一例を図-4.8に示すO図-4.8

は供試体 No.303の変位成分

の状況を示している｡ここで､

6mと6b+6S+6,は本来では

一致するはずであるが､多少

差のある場合 (No.303の例で

は負側の載荷の場合)が認め

られる｡図中の6e,,はこの誤

差を示している｡ Se,,の大き

さを見ると､全変形量∂mに占

める割合はわずかであり､変

位の分離精度はおおむね良好

であるといえる｡

この結果によると､供試体

No.303では､繰り返し回数の

増加に伴い曲げ変形が次第に

減少し､これに変わってせん

(a)

60

40

官 20

且oL0
-20

-40

-60

(b)

図-4.7 せん断変形の状況

図-4.8 各変位成分の履歴(供試体No.303,38y載荷)

断変形が増加していることが

わかる｡この結果から､供試体No.303ではせん断力に対する抵抗力およびせん断変形に関する剛性

が低下してゆくことにより部材の耐荷性能が失われていることがわかる｡言い換えると､曲げ変形

や､主鉄筋の伸び出しによる変形に関しては､部材の耐荷性能の低下に結びつくような劣化は生じ

ていないといえる｡

図-4.9は曲げ変形､せん断変形､主鉄筋伸び出しによる柱の回転変形を取り出し､その履歴曲線

を措いたものである｡それぞれの形状は異なっていて､曲げ変形に関するヒステリシスループがも

っともエネルギー吸収量の多い紡錘型の形状を示しているのに対し､せん断変形に関するヒステリ

シスループはエネルギー吸収量の小さいスリップ型を示している｡

以上は､供試体No.303を例にとって検討した結果を示したものであるが､それ以外の供試体につ

いても同様の検討を行った｡

園-4.10(a)～(C)は載荷回数の増加に伴う各変形成分の変動状況を示している｡図に示した変位は､

各載荷サイクルにおける正側のピーク時と負側のピーク時の平均を示したものである｡

図-4.10(a)は変位振幅が28yで載荷を行った場合を示していて､供試体 No.304ではせん断変形が

徐々に増加している｡これに対して､供試体No.502は30回の繰り返し載荷を行っても部材の耐荷

力はほとんど低下していないが､せん断変形もほとんど増加していない｡なお､30回の繰り返しの
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後､変位振幅を48yに

増加させたが､48yの

載荷では､繰り返 し回

数の増加に伴うせん断

変形の増大が認められ

た｡

次に､38y載荷の場

合であるが､図-4.10(b)

に見られるように 28y

載荷の場合と同様､部

材の強度低下とせん断

変形の増大に相関性が

あることがわかる｡

これに対し､48yの

載荷を行った場合で

は､図-4.10(C)に見られ

るように繰り返し回数

の増加に伴うせん断変

形の増大はそれほど顕

著とはなっていない｡

図-4.ll(a)は､繰り返

し載荷の各繰り返しサ

(
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側
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(a) ピーク時の荷重とせん断変形の変動状況

+ No,304(26y)

+ No.303(36y)

I+ No.501(36y)

+ No.503(46y)

4 No.702(48y)
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仲) ピーク時の荷重と曲げ変形の変動状況

図-4.11 ピーク時の荷重と各変形成分の変動状況

イクルにおけるピーク

時のせん断変形とその時点で供試体に作用している荷重 (せん断力)の関係を示したものである｡

供試体 No.303,304および供試体No.501では､せん断変形の増加量ともにピーク時荷重はほぼ直線

的に低下しているOこれに対し､供試体No.702では､せん断変形の増加が生じているのは繰り返し

回数が少ない範囲のみで､繰り返し回数が多い領域では､せん断変形が増加していないにも関わら

ず荷重の低下が認められる｡供試体No.503では､ピーク荷重の低下につれてせん断変形の増加がわ

ずかに認められるが､供試体No.303,No.304,No.501とはその低下の程度は異なっている｡このよう

に､供試体によってピーク時の荷重の低下にともなうせん断変形量の増加程度が異なっていること

は､強度の低下メカニズムが異なっていることを示すものであり､供試体No.702では途中からせん

断抵抗の劣化以外の要因によって破壊が生じていることを意味しているものと考えられる｡同様に､

繰り返し載荷のピーク時における曲げ変形とその時点での荷重の関係を図-4.ll(b)に示すO全般的に

は､図-4.ll(a)とは逆に曲げ変形の減少とともに､荷重の低下が認められる｡

ただし､供試体No.702については､繰り返し回数が少ない段階では､荷重の低下とともに､曲げ

変形も若干減少 しているが､その後､荷重が低下するにつれて曲げ変形がわずかに増加し始める傾
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向を示している｡これは､供試体No.702については､変形性状からみると繰り返し載荷の初期段階

ではせん断破壊型で推移していたものが､曲げ破壊型に移行していることを示している｡

供試体No.503は荷重低下に伴う変形量の増加はせん断変形のみに見られるものであり､基本的に

はせん断破壊型といえるが､せん断変形の増加量は供試体番号の 300番台､および供試体 No.501

と比較すると､かなり小さくなっていて､典型的なせん断破壊型とは言い難いものとなっている｡

供試体No.503は供試体No.501とは全く同一のせん断補強鉄筋量を配置していて､異なっているの

は供試体の載荷変位振幅のみで､供試体No.503の方が載荷変位振幅は48yと供試体No.501よりも

大きい｡しかし､破壊形態としては､変位振幅の小さいNo.501の方が顕著なせん断破壊を示してい

た｡このことから､正負交番荷重を受けるRC部材の破壊形態は､配筋状態が同一であっても､載

荷方法 (変位振幅の与え方)によって異なる可能性があるといえるO

4.3.3 片側(正側のみの)繰り返しを行った場合のせん断強度の低下

片側繰り返し載荷を行った場合について,供試体に作用するせん断力と,帯鉄筋が負担するせん

断力の関係を図一4.12に示す.図中には比較のために,単調載荷とした供試体No.302および,鉄筋

コンクリー ト部材のせん断抵抗が vs+vcで表せると考え,作用するせん断力から,供試体 N0.1で

求められた Vcを差し引いたものを点線で示している.これらの結果を見ると,載荷点の変位が 2

6y､36y､46yと増加するにつれて､Vsの値そのものは増加している｡ただし､片側の繰り返し

載荷とした供試体No.301では､ピーク時の変位が2,3,46yの載荷において､荷重が除荷され

てもvsはゼロにもどらず残留応力の発生が認められる｡これは､RC部材のせん断疲労を扱った文

献20でも確認されているが､載荷によって生じたせん断ひび割れが除荷時にずれを生じて戻るため､

部材軸直角方向の変形が残留し､コアコンクリー トを拘束する力を帯鉄筋がもたらした結果である

と考えられる｡また､載荷せん断力が0からピークに達する間の荷重 (せん断力)の増加に対する､

vsの増分は2,3,46yあたりまではあまり変わらない｡図-4･12中の点線と比較してもわかる

とおり,供試体に作用するせん断力が O-ピークまでの増加に対するせん断補強鉄筋の負担するせ

ん断力の増加割合は､ トラス

理論で想定するせん断ひび割

れ後の Vsの増加割合に対し

てかなり小さい.このように､

vsそのものは片側の荷重繰

り返しにより増加しているも

のの､荷重 O-ピークまでの

間の Vsの増加は､ トラス理

論で予想されるよりも造かに

緩慢であることが特徴として

あげられる｡

供試休の載荷点の変位を4

6yから58yに増加させた

500

400
Ei-

雲 300iZq
【/つ
>200

100

0

No.301

0 200 400 600 800
せん断力(kN)

図-4.12 作用せん断力とvsの関係
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ところ､vsが増加したにもかかわらず載荷荷重は減少に転じていて､供試体の耐荷力が失われる結

果となった｡ピーク時のVsは400kNを超えていて､せん断補強鉄筋が降伏した｡ここから除荷荷

重が0に戻ったとき､せん断補強鉄筋に残留する引張力によるVsは 100kNとなり､それまで維持

されていた200kNを下回っていたことがわかる.すなわち､せん断補強筋の降伏に伴い除荷時の拘

束力が低下していた｡図-4.13は荷重の繰り返しにより､ピーク時に供試体に作用しているせん断力

(V)､ピーク時にせん断補強鉄筋が負担するせん断力(vs)および除荷時に帯鉄筋に残留した引張応力

を式(3.4)中に代入して得られる見かけのせん断力負担分(vso)の変動状況を示したものである｡この

残留応力は,供試体の載荷振幅が増えた際に段階的に増え､部材の耐荷力が低下する直前で減少に

転じている･ここで､V,Oは26yの載荷時で約 100kN程度発生していて､36y以降は200kNで頭

打ちとなっていた｡

図-4.14は,横軸に部材の

せん断変形をとり,縦軸に

V-vsをとったもので,コン

クリー トの負担するせん断

力(vc)の低下量とせん断変

形量の関係を示したもので

ある.図中には,単調載荷

の供試体 No.302および片

側 繰 り返 し の 供 試 体

No.301について示した.供

試体No.301について,図中

の(a)はVからvsをそのま

ま差し引いたものである｡

ここで､Ⅴ-Vsが負になって

いるところは,せん断補強

鉄筋に残留引張応力が生じ

ていたため､作用している

せん断力よりも vsの方が

大きくなっていることを示

している.(b)はせん断補強

鉄筋の残留応力分がコンク

リー トの横方向の拘束力と

して働き,この拘束力によ

りコンクリー トがせん断力

の負担を行っていると考

え,残留応力分による Vs

0
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0

0
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J
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図-4.13 荷重繰り返しによるピーク時せん断力および

vs,vsoの変動(片側繰り返しの場合)

No.301(b)

No.Sol(a)

0 5 10 15 20
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図-4.14 せん断変形とVvsの関係

(単調載荷と片側繰り返し載荷の比較)
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をコンクリー トの負担するせん断力として加味したものである.

あるせん断変形に対するVcを供試体No.301とNo.302で比較すると,No.301のほうがvcは′J､さ

くなっていて,片側の載荷であっても荷重を繰り返すことにより,Vcは低下するといえる.ところ

が,帯鉄筋に残留した引張力によりコアコンクリー トに生じた拘束応力を vcに反映されると見な

して補正を行った結果と比較すると,供試体No.301とNo.302では､せん断変形とvcの関係はほ

ぼ同一となっている.

すなわち,片側での繰り返し載荷を行った場合,vcは見かけ上かなり低下するが,せん断補強鉄

筋にはコアコンクリー トを拘束する力が生じていて,この拘束力がコンクリー トの負担するせん断

力として有効に作用するため､繰 り返し荷重の作用による Vcの低下は実質的にはわずかにとどま

っているものと考えられる｡

4.3.4 正負交番載荷におけるせん断強度の低下

(1)圧縮側のコンクリートによるせん断力負担の消失について

正負交番載荷を行った場合,荷重の反転により圧縮側コンクリー トによるせん断力の伝達が低下

するが,これが vcの低下にどの程度影響するか検討を行 う.まず 1回目の荷重の繰り返しにより

せん断破壊した供試体No.306を対象として検討を行う｡

供試体No.306は48yの載荷振幅で繰り返しを行ったものでヒステリシスループを図-4･15に示す･

図-4.16は供試体のコンクリー ト相対変形測定用の標点の変位を示したものでそれぞれの変形状況

は､図-4.15に示したヒステリシスループ中の点 1-5に対応している.なお,図一4.16に示した標点

の変位は,変形状況が明確に把握できるように,元の位置座標に対して,変位量を10倍に拡大して

表示している.正側の載荷のピーク時(点 1)では通常の片持ちぼり形式の部材で認められる曲げ変形

状況を示しているが,荷重の反転後,点 3-点 5に至る経路で荷重低下が生じ横方向の変形が増大

している.この間のV-Vsとせん断変形との関係を示したのが図-4.17である.正側の載荷では,Vc

はピーク時で 550kNほど発揮されていたが,荷重反転後の Vcの絶対値は250-300kN程度までに

低下している.このように,供試体No.306では負の一回目の載荷時にせん断破壊を生じたといえる.

ここで､3章においてコンクリー トの負担するせん断力のうち､アーチ機構とビーム機構の内訳

を図-3.14に示した｡これに基づいて､せん断スパン比ごとに､コンクリー トの負担するせん断力の

うちアーチ機構の占める割合を求めた結果を図-4.18に示す｡アーチ機構の占める割合はせん断スパ

ン比によって大きく異なるが､今回試験を実施したせん断スパン比 4.1程度の場合では､アーチ機

構が35-40%程度を負担する結果となっている｡

他の供試体についても同様に 1回目の繰り返しによるVcの低下状況を調査した.ここで対象と

している Vcの低下は,圧縮域のコンクリー トによって伝達される成分を対象としているため,症

縮側のコンクリー トの軸方向ひずみと関連しているものと考えられる.従って,1回目の負側の繰

り返しにおいて測定された vcの最大値と,圧縮側に転じたコンクリー トの軸方向ひずみとの関係

について,検討を行うこととした.ここで,コンクリー トの軸圧縮ひずみは,柱基部でコンクリー

トに設けられた標点間で測定されたものを用いている.

この結果を図-4.19に示す.図中の縦軸は,l回目の負側の載荷で測定されたvcの最大値を,せ
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図一4.15 供試体No.306のヒステリシスループ

1 2 3 4 5
図-4.16 供試体No.306の変形状況

(図中の ト5は図-4.15中の 1-5に対応)
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図-4.17 供試体No.306の lサイクル目載荷のVVs

(図中の 1-5は図-4.15中の 1-5に対応)
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図-4.18 単調載荷時のコンクリー トの負担するせん断力にアーチ機構の占める割合
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図-4.20 荷重の繰り返しによる軸ひずみの変化

-80-



第4章 正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材のせん断強度および変形性能

ん断補強鉄筋を有しない供試体N0.1で測定されたせん断強度で除して無次元化したvcを示してい

て,ここでは,Vcの残存率と呼ぶこととした.横軸は荷重の反転により圧縮側に転じた断面におけ

る主鉄筋位置でのコンクリー トの軸方向ひずみ(Vcの絶対値が最大となったところでの値)であり,

圧縮ひずみを負,引張ひずみを正としている.なお,各供試体に用いられたコンクリー トの圧縮強

度は必ずしも同一ではないので,せん断補強鉄筋を有しない場合に想定されるせん断強度は異なっ

たものになると考えられる.よって,無次元化をする際に分母として用いるせん断強度は,コンク

リー トの圧縮強度の違いを考慮して,土木学会コンクリー ト標準示方書 [構造性能照査編]で示さ

れているコンクリー トのせん断耐力式に準拠して,コンクリー ト強度の違いについて補正を施して

いる.すなわち､コンクリー トの圧縮強度の 1/3乗に比例するとして､コンクリー ト強度の差を補

正した｡

図一4.19から明らかなように,1回目の負側の載荷で生じるVcの低下は,コンクリー トの軸ひず

みと明確な関係があり,荷重反転後本来であれば圧縮ひずみが生じるところで,前ステップで生じ

た引張ひずみが残留した場合,残留ひずみの大きさに応じて Vcは低下している.載荷振幅が 28y

の場合は,引張ひずみの残留がほとんどないため,vcの低減はわずかである･ところが38y以上に

載荷振幅を増加させた場合では,柱基部での曲率が増大するため,前ステップで生じる主鉄筋の残

留引張ひずみも増加し,Vcの残存率も小さくなったものと考えられる.Vcの残存率には下限が存

在し,軸引張ひずみが0.2%を超えても,残存率はほぼ一定値に収束している.ここでVcの残存率

の下限が 60%程度となっているが､これは図-4.18に示したアーチ機構の負担がほぼ消失したと仮

定した値とほぼ一致している｡このように､圧縮側コンクリー トで伝達されるせん断力の低下すな

わちアーチ機構の損傷はVcの低下の主要因であるが､これのみではVcがoとなるわけではなく､

この時点では圧縮側コンクリー トのせん断力負担以外の要因による Vcは保存されている｡たとえ

ば､図-4.16においてステップ2-5での変形状況を見ると､図中の円で示した箇所に主鉄筋のダウ

エル作用による変形が生じていたことが覗える｡

なお､28yで載荷した供試体および38yで載荷したNo.701ではVcの残存率は大きいが､荷重の

繰り返し回数を重ねるうちに､図-4.20に示すように､残留引張ひずみが大きくなるOこのことから､

1回目の載荷では Vcが残存していても､繰り返し回数が増大すると､次第に圧縮域のコンクリー

トによるせん断伝達の低下が予想される｡

(2)荷重の正負繰り返しによるせん断力負担の消失

次に,2回目以降の荷重の繰り返しによる,部材のせん断強度の低下について検討を行 う.正負

交番荷重が作用した際のせん断補強鉄筋の挙動は複雑であり,一方向で繰り返しを行った場合と同

様,部材に作用するせん断力がoとなっても,せん断補強鉄筋に作用する引張力は0とならない.

このため,一方向繰り返し載荷の場合と同様に,せん断補強鉄筋による拘束効果によってコンクリ

ートの横方向の圧縮応力が生じると考えられる.この拘束応力によりコンクリー トがせん断力の一

部を負担しうる状態になっていると予想される.ここでは,荷重の繰り返し回数と,ピーク時に作

用しているせん断力,およびせん断補強鉄筋によって負担しているせん断力の関係について検討を

行った.
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ここで,ピーク時にせん断補強鉄筋が負担するせん断力をvs(p),供試体に作用するせん断力がo

すなわち､除荷時のせん断補強鉄筋に残存する引張力を元に算定したせん断補強鉄筋による横方向

の力をvs(o)とする.vs(p).vs(o)は各載荷サイクルの正側の載荷と負側の載荷の平均値とした.

この結果を図-4.21に示す.なお.Vs(P)+Vs(0)も図中にマークなしの実線で示している｡

30回の荷重繰 り返しによっても,ほとんどピーク時の荷重に低下が認められなかった供試体

No.502.No.701については共通の特徴が認められ.いずれもvs(o)の低下がほとんど生じていないか､

たとえ生じていたとしても非常にわずかである｡

これに対し.供試体の変形の進行状況からせん断破壊したと考えられる供試体 No.304,No.303,

No501では,vs(o)の低下にともないV(P)が低下している.

曲げ破壊したと考えられる供試体 No.503,No.702については,このような特徴は必ずしも明確で

はない｡

また､図-4･21より Vs(P)は V(P)よりも小さく､vs(o)+vs(p)は載荷の繰り返し初期を除いてほぼ

V(p)に等しいことがわかる｡

Vs(P)が V(p)よりも′J､さいことは､部材に作用するせん断力に対して､せん断補強鉄筋以外にせ

ん断力を負担する成分があることを示しているoVs(0)+Vs(P)が V(p)にほぼ等しいということは

vs(o)がコンクリー トの負担するせん断力として有効に作用し､せん断抵抗としてせん断補強鉄筋に

より負担するせん断力に累加できる可能性があると考えられる｡また､せん断破壊しなかった供試

体で Vs(0)の低下がみられなかったことは､正負交番荷重の繰り返しによってせん断破壊するかし

ないかはVs(0)の低下が生じるかに係わっていると考えられる.

Vs(0)は,各載荷サイクルのピーク時に生じていたせん断補強鉄筋の引張応力が,除荷されてもそ

の全ては解消されないために正の値をとるものであり,コアコンクリー トを,せん断補強鉄筋が拘

束していることを示すものである.そして,Vs(0)の低下は,コアコンクリー トに作用する拘束力が

低下していることを意味している.コアコンクリー トに拘束力が作用している状態では,たとえせ

ん断ひび割れが生じていてもせん断ひび割れ面に圧縮応力が作用していて,せん断ひび割れ面での

せん断力の伝達が可能である.したがって､荷重の反転により圧縮域のコンクリー トによって伝達

されていたせん断力が減少しても,コアコンクリー トに対する横方向の拘束力が残存する状況では,

せん断ひび割れ面に沿ったせん断力の成分は保存されていて,Vcの一部は保存される状況にある.

ところが.拘束力が消失すると.せん断ひび割れ面を介したせん断力の伝達も消失し,せん断補強

鉄筋-の負担が増加するとともに､せん断変形も増大する｡このことが､部材のせん断強度の低下

につながっていると考えられる.このように､荷重の正負交番繰り返しによるコンクリー トの負担

するせん断力の低下は､複数の要素からなっていて､まず最初に圧縮側コンクリー トによるせん断

力の伝達が低下し､次にせん断ひび割れ面に沿った応力の伝達の低下が生じるものと考えられる｡

ここで､Vs(0)の低下がせん断ひび割れ面を介したせん断力の低下に結びついていることを確認す

るため､軸ひずみ分布からモーメントシフトの発生について検討を行った｡図-4.22は引張側のコン

クリー トの軸ひずみの分布性状を繰り返し回数毎に表示したものである.供試体No.304では基部か

ら7)臣軽が 100cm付近で大きな引張ひずみが生じている.この部分の引張ひずみの増加は荷重の繰
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図-4.21 荷重の繰 り返 しによるVsの変動

ー83-



第4章 正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材のせん断強度および変形性能

0

0

0

5

0

5

‖H

‖H

(u
u)巻
起
W
甘
雲

前
哨
せ

0.00.20.40.60.8 1.0

引張ひずみ(%)

(a)供試体No.304

0
0

0

5
0

5

l
l

(u
l

U)巻起cocJt
g

義
明
せ

0
0.00.20.40.60.81.0

引張ひずみ(%)

(b)供試体No.502

図-4.22 軸方向ひずみの分布状況

り返し回数が 10回目から20回目の間で特に著しい.これは,図-4.21に示したせん断補強鉄筋によ

り発揮されている拘束力に相当する Vs(0)が低下する繰 り返し回数に相当している.柱基部以外に

おいて認められた断面引張側の軸方向引張ひずみの増加は,せん断ひび割れ面で伝達されているせ

ん断力が低下することにより,モーメントシフトが生じていることを示すものである.一方,vs(o)

の低下の認められなかった供試体 No.502では,引張ひずみが局所的に増大する箇所は認められな

い.

このように,軸方向ひずみ分布状況からも,コアコンクリー トに作用する拘束力の低減が,せん

断ひび割れ面でのせん断力の伝達の低下につながっていることが分かった.

コアコンクリー トの拘束力の減少を防止するためには,せん断補強鉄筋の降伏による過大な横方

向ひずみが出ないようにしなければならない.ここでは,荷重がピークに達した時点でせん断補強

鉄筋に生じている平均引張応力

を求め,コアコンクリー トの拘

束力の減少を防止するための条

件について検討を行う.

表-4.6は Vs(0)が最も大きく

なる載荷サイクルにおいて,荷

重がピークになった時点でせん

断補強鉄筋に生じていたと考え

られる平均引張応力度およびこ

れを鉄筋の降伏点で無次元化し

た結果を示している.表中ゴシ

秦-4.6 ピーク時に生じていたせん断補強

鉄筋の平均引張応力度

供試体 載荷振幅 引張応力 降伏点で
(MPa) 無次元化

No,304 28y 269 0.81
No.502 261 0.73

No.303 38y 316 0.95No.501 335 0.92

No.701 302 0.82
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ック休で示したものは､せん断破壊を

生じていた供試体である｡供試体がせ

ん断破壊するか否かを分ける境界は,

せん断補強鉄筋に生じていたと考えら

れる平均引張応力度が,鉄筋の降伏応

力度の80%程度の所にあると考えられ

る.すなわち,荷重ピーク時に生じる

せん断補強鉄筋の平均引張応力度が降

伏点の約 80%となると,荷重の繰 り返

しにより,コアコンクリー トの拘束効

果が次第に失われせん断破壊に至る場

合と､せん断破壊しない場合があり､

せん断破壊する場合でも､部材の強度

の低下は荷重の繰り返しに対し非常に

緩慢である｡荷重ピーク時に生じるせ

(U
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)
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量
瑚
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図14.23 帯鉄筋引張応力の分布状況

ん断補強鉄筋の平均引張応力度が降伏

点の約 90%となると､荷重の繰 り返し

により比較的早期に強度低下を生じている｡このことから､確実にせん断破壊を防止することを念

頭に置いた場合､せん断補強鉄筋に作用する引張応力は降伏点の 80%を想定する必要があると判断

される｡

なお､せん断破壊の発生の判定境界として,せん断補強鉄筋に生じていたと考えられる平均引張

応力度が,降伏応力度そのものではなく､その80%程度となった原因について検討したO

図-4.23は供試体No,304について荷重がピークに達した時点でのせん断補強鉄筋に作用する引張

応力度の分布状況を示したものである｡これによると､荷重が+側でせん断補強鉄筋が降伏してい

る箇所と､荷重が一側でせん断補強鉄筋が降伏 している箇所が異なっていて､必ずしもせん断抵抗

に寄与するせん断補強鉄筋の全てが降伏に達しているわけではない｡このため､せん断補強鉄筋に

作用する引張応力度の平均値をとると､降伏応力度の80%程度の値になったものと考えられる｡

なお､36yの変位振幅でせん断破壊した供試体と26yの変位振幅でせん断破壊した供試体とで

は､むしろ26yで破壊したほうが､せん断補強鉄筋に作用する引張応力度の平均値は小さくなって

いる｡この原因は定かではないが､2ayの変位振幅でせん断破壊が生じた供試体では､荷重の繰

り返し回数の増加に伴 うピーク時荷重の低下がせん断破壊型であるにもかかわらず､非常に緩やか

であり､交番載荷によりせん断破壊したその他の供試体と比べると､載荷回数も多く状況が異なっ

ている｡このように､同じせん断破壊でも破壊進行状況には差があることが､せん断補強鉄筋の平

均引張応力度に影響を与えていた可能性がある｡

ここで得られた実験結果を総合すると,正負交番荷重が作用する場合,圧縮側コンクリー トによ

るせん断力の負担の消失により,Vcは低下するが,これのみでVcがOになるわけではなく,コア
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コンクリー トの拘束効果やダウエル作用の寄与により,Vcの40%程度が保存される.

3章で検討したダウエル作用によって負担されるせん断力の算定式を､本供試体に応用しダウエ

ル作用の寄与を試算してみる｡もっとも圧縮強度が小さかった供試体No.701ともっとも圧縮強度が

大きかった供試体No.301について計算すると､以下の通りである｡

①供試体No.701において､引張主鉄筋一本あたりのダウエル作用によるせん断力負担は8.OkNであ

り､供試体No.301では9.OkNとなった｡

②引張主鉄筋9本すべて均等にダウエル作用による負担が生じたとすると､供試体 No.701では

72kN､供試体No.301では81kNを負担する｡

③図-4.16に示されるようにダウエル変形の生じる箇所は､引張主鉄筋とともに､圧縮主鉄筋側にも

形成される｡よって､それぞれ全部で 18本の主鉄筋にダウエル作用が機能すると考えると､供試

体No.701では143kN､供試体No.301では 161kNとなる｡

④コンクリー トの負担するせん断力vcの結果は､表-4.5より供試体No.701で484kN､供試体No.301

で544kNであるので､それぞれダウエル作用の比率は30% (29.6%)と試算される｡

コアコンクリー トの拘束作用によって負担されるせん断力は､図-4.21に示した結果から最大で

200kNであるが､荷重の繰り返し回数の増加とともに低下する傾向が認められる｡ここで､概算と

して､コンクリー トの拘束効果としてその最大値 200kN とし､ダウエル作用による負担力 150kN

を仮定すると､両者の和は350kNとなり､コンクリー トの負担するせん断力の70%となり､上記の

予測値である40%を上回る結果となる｡このことから､コンクリー トの拘束効果が最大となる時点

と､ダウェル作用によるせん断力が発揮される時点とにはズレがあり､両者が同時に最大となるこ

とはないと考えられる｡ダウエル作用については､図-3.36に示したとおり､その剛性が非常に小さ

くなる｡すなわち､ダウエル作用が最大限発揮された後は､変形量が非常に大きくなり､後続の載

荷サイクルにおいてせん断剛性の著しい低下が予想される｡このため､ダウエル作用についてこれ

を100%考慮することは必ずしも妥当ではないと考えられる｡

ただし,今回の実験結果によると､繰り返し回数が非常に大きくなった場合にも vcの一部が保

存されるためには､せん断補強鉄筋に生じる引張応力を降伏点の80%程度以下に押さえておくこと

が確実であると考えられる.この結果を式で表すと,繰り返し載荷によるせん断破壊を防止するた

めには,ピーク時においてせん断補強鉄筋がある程度の余裕を持ってせん断力を負担すること,す

なわち

Ⅴ(P)<0.8Vs+0.4Vc (4.5)

が満たされるように,せん断補強鉄筋の配置量を定める必要があるといえる.

4.4 正負交番荷重が作用するRC部材のせん断強度に与えるせん断スパン比の影響

4.4.1 概要

4.3において検討を行ったRC部材は､いずれもせん断スパン比が 4.1と比較的大きい｡このた
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め､単調増加荷重が作用した場合では､せん断ひび割れが発生した後にアーチ機構が形成されるも

のの､アーチ機構によって負担するせん断力はコンクリー トが負担するせん断力の約40%程度であ

り､Vcに占める割合はあまり大きくない｡

これに対し､せん断スパン比が小さいショー トビーム部材ではアーチ機構-の依存度が高いDこ

のため､ショー トビームでは正負交番荷重が作用する場合において､アーチ機構の低下による影響

が著しくなるものと予想される｡すなわち､正負交番荷重が作用するRC部材のせん断強度の低下

については､せん断スパン比の影響を受けることが予想される｡

この点を確認するため､せん断スパン比の小さいショー トビーム部材の載荷試験を実施し､正負

交番荷重を受けるRC部材のせん断強度の低下におよぼすせん断スパン比の影響について検討を行

った｡

4.4.2 載荷試算方法の概要

(1)概要

供試体の形状は柱 ･フーチング型であり供試体数は全部で 12体とした｡供試体寸法を図-4.24に

示す｡図-4.25には､供試体柱部分の断面図を示す｡

いずれの供試体も断面寸法､主鉄筋量､目標としたコンクリー ト強度は同一である｡断面寸法は

有効高450mm･幅300mmとし､断面に配置した主鉄筋はD19を12本とした｡軸方向鉄筋比は2.55%

である｡供試体に用いたコンクリー トは目標強度が30MPaのレディーミクストコンクリー トで粗骨

材の最大寸法は20mmとした｡供試体の緒元ならびに､配置したせん断補強鉄筋量､載荷方法､使

用したコンクリー トの材料試験結果をまとめて表-4.7に示す｡

(2)載荷方法

フーチング部を PC鋼棒で反力床に固定し､柱部分に水平力のみを載荷した｡載荷方法は単調載

荷および正負交番載荷とした｡正負交番載荷では､供試体N0.2を除いて､載荷振幅を∂y(降伏時
の載荷点変位)から段階的に増加させた｡繰り返し回数は3回とした｡図-4.26に載荷パターンを示

す｡なお､降伏時の変位は､主鉄筋に貼り付けたひずみゲージによる主鉄筋ひずみの測定値が降伏

点に達した時点での変位とした｡

(3)測定方法

測定項目は､載荷荷重および載荷点変位の他､フーチング上面で測定した主鉄筋の伸び出し量､

主鉄筋のひずみ､せん断補強鉄筋のひずみ､コンクリー トの相対変位であるO主鉄筋のひずみは､

図-4.27に示すように､断面の両縁に配置された3本の主鉄筋のうちの中ほどの主鉄筋に1測定点あ

たり2枚のゲージを貼り付け､2枚のひずみゲージの平均値を持って､主鉄筋ひずみとした｡

コンクリー トの相対変位については､柱部のコンクリー トに全ネジボル トをあらかじめ埋設し､こ

れを標点として標点間の距離を測定したO標点の設置位置を図14.28に示すO

主鉄筋のフーチングからの伸び出し量の測定は､図-4.29に示すように柱の基部に測定点を設け､

フーチング上面から測定点までの距離を測定することにより伸び出し量とした｡
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固定用PC鋼棒穴
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図一4.24(その1) 供試体寸法 (単位 :班)
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図-4.24(その2) 供試体寸法 (単位 :mm)

せん断補強鉄筋【Db)は一部
の供試体で配置

＼ .載荷方向

H､～､､七 日

H 向 は 日

ij =⊆=ここ====仝===ここ=ごQj

ー-5_o覧l "｣ @100-loo :50

図-4.25 供試体寸法 (単位:mm)
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図-4.27 主筋ひずみの測定箇所

秦-4.7供試体条件およびコンクリー ト試験結果一覧

番号 載荷高(mm) せん断スハ○ン比 帯鉄筋(mm) コンクリー ト試験結果(MPa) 載荷方法径 間隔 圧縮強度 引張強度 弾性係数

S1 500 1.1 34.5 2.65 23.9GPa 単調

S2 500 1.1 37.3 2.51 31.3GPa 繰返し*

S3 500 1.1 37.0 2.54 29.6GPa 繰返し

S4 500 1.1 D6 150 33.9 2.64 24.4GPa 繰返し

S5 500 1.1 D6 75 34.1 2.90 23.8GPa 繰返し

S6 700 1.6 38.8 2.69 31.3GPa 単調

S7 700 1.6 36.9 2.80 29.OGPa 繰返し

S8 700 1.6 D6 75 36.3 2.94 29,3GPa 繰返し

S9 875 1.9 32.0 2.08 24.3GPa 単調

S10 875 1.9 D6 75 31.3 2.24 25.1GPa 繰返し

Sll 1250 2.8 29.9 2.26 25.2GPa 単調

注*)供試体S2は載荷点での振幅を±16yとして繰 り返 した｡
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完

図-4.28 柱部分の相対変位測定用

標点の設置位置 (単位:mm)

_5_OJ 十

図-4.29主鉄筋伸び出しによる

柱基部回転角

4.4.3 載荷試検結果の概要

(1)供試体の荷重変位関係

各供試体の荷重変位関係 (ヒステリシスループ)を図-4.30に示す｡

(2)供試体の破壊状況の概略(単調載荷の場合)

せん断補強鉄筋のない供試体のうち､せん断スパン比を1.1(Sl)および 1.6(S6)とした供試体につい

ては､せん断ひび割れ発生後もすぐには強度低下を生じることなく､耐荷力はかなり増加し主鉄筋

の降伏が生じた｡しかし､せん断スパン比が 1.9(S9)の供試体はせん断ひび割れが生じた時点で荷重

が一時的に低下し､その後載荷点変位の増加に伴い再び荷重が増加したが､主鉄筋が降伏する以前

に耐荷力を失った｡せん断スパン比が 2.8(Sll)の供試体では､せん断スパンが長かったため､主鉄

筋がわずかに降伏した後にせん断ひび割れが生じ､その後の耐荷力の増大はなく､急激に耐荷力を

失った｡

(3)供試体の破壊状況(正負交番載荷の場合)

正負交番載荷とした供試体は､いずれも､Ⅹ字状のひび割れが生じ次第に耐荷力を失うパターン

で破壊に至った｡

せん断補強鉄筋を配置していない S3では 2∂yの正の一回目の載荷でせん断破壊を生じている｡

せん断補強鉄筋を配置したS4,S5では26yの2回目ないし36yの-回目の載荷でせん断破壊を生

じていた｡S3と比べると､せん断補強鉄筋を配置した供試体の方が､せん断破壊を生じる載荷回数

が増加していて､せん断補強鉄筋の効果が認められる｡ただし､いずれもせん断圧縮破壊モードで
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図-4.30(その2) 各供試体の荷重変位関係
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あることには変わりがなかった｡

せん断スパン比が 】6の場合では､せん断補強鉄筋を配置していない供試体 S7において,16y

から26y-の載荷途中で破顔が生じた｡ ここで､単調載荷を行った供試体S6と比較すると､破壊

荷重はS6が324kNであるのに対しS7では333kNとなっていて､ほとんど変化はなかった.これ

に対し､せん断補強鉄筋を028%配置した供試体 sBでは26yから36y-の載荷途中でせん断破旗

を生じていた｡せん断スパン比が 16の場合もせん断スパン比が 日 の場合と同様にいずれもせん

断圧縮破凍モー ドとなっていた｡

4 4 4 RCショートビーム供杖休の破壊強度

(1)せん断補強鉄筋の無い場合

図-431はせん断補強鉄筋を配置していない供試体で単調載荷を行った浪合の供試体の破鏡強度

と計井で求められたせん断強度を示 したものである｡

蜜1432は､破境時に桂基部に作用していた曲げモーメントを.計井で求められた降伏時の曲げモ

-メントで除して得られる相対曲げ強度とせん断スパン比の関係を示している｡せん断スパン比が

19の場合に､せん断強度が曲げ強度に対して最も小さくなっており､せん断スパン比がこれより

も小さい場合では､相対的にせん断強度が大きくなることが確認された｡

1(I1) 6(]6) 9(]9) 日(2g)
供軟体番号(a/a)

図-431 せん断補強鉄筋のない供試体

のせん断強度

(就験結果と計井結果の比較)

I(LN
P
≡

三三 ｢

図-432 せん断補強鉄筋のない供試

体の破盛時曲げモーメント

(2)せん断補強鉄芯の有るqL合

囲1433は､せん断スパン比が 11の供試体sl,S4,S5について､降伏時の荷重ならびにピーク時の

荷重の最大値とせん断補強鉄筋比の関係を示したものである｡この結果を見ると､せん断補強鉄筋

tが増えるにつれて､降伏時の荷重がわずかに増加 していることが分かる｡図中には参考として､

終局時の曲げモーメントの計井結果を示している.鮮魚結果と計井結果を比較すると､せん断補強
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鉄筋のない場合は､計算結果を大幅に下回っていて､曲げ終局強度が確保されていないことがわか

る｡これに対し､せん断補強鉄筋を配置した供試体はおおよそ計算結果に等しい曲げモーメントが

得られていた｡
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破凍時曲げモーメントの計算値

図-4.33 a/d-1.1の供試体のピーク時 ･降伏時荷重とせん断補強鉄筋比の関係

(3)せん断補強鉄筋の効果

せん断スパン比が小さい場合では､せん断スパン比が大きい場合と比較してせん断補強鉄筋の効

果が現れにくいとされている｡ここでは､主鉄筋が降伏するまでの間でせん断補強鉄筋が機能して

いたかどうかを､供試体の変形状態から考察する｡

せん断補強鉄筋がない部材について､作用せん断力(V)の増加による横方向ひずみの増加状況を園

-4･34に示すOここで､横方向ひずみ(C;)とは､供試体の柱部分に埋め込まれた全ネジボル ト間の相
対変位を標点間距離で除して求められる平均ひずみとする｡

荷重がせん断ひび割れ発生時に到達するまでは項 まほぼOであり､これを超えると項 ま増加し

始める｡すなわち､ショー トビームであってもせん断ひび割れ発生後､横方向の変位が生じる(せん

断ひび割れが開口する)ことは同じである｡

せん断スパン比が 1.1､1.6の供試体の場合では､載荷荷重の増加に伴い8二が徐々に増加し､0.2
-0.5%あたりでピークを迎え､その後徐々に荷重が低下し始め破壊に至っている｡これに対し､せ

ん断スパン比が 1.9および2.8の場合では､荷重の低下がまず最初に現れる｡せん断スパン比が 1.9

の場合は､いったん荷重が低下した後､再び増加し始めるがその増加量はわずかである｡せん断ス

パン比が 2.8の場合でも､荷重が急激に低下した後わずかに増加するが､せん断ひび割れ強度を上

回ることはない｡このように､せん断スパン比が 1.6以下の場合では､せん断ひび割れが発生して

も､即座に横方向の変位すなわちせん断ひび割れの開口が急増してせん断抵抗が失われることはな

く､むしろアーチ機構の増加により正の剛性を保ち続ける｡しかし､せん断スパン比が 1.9以上の

場合は､アーチ機構による寄与が小さいことからせん断ひび割れの進展により斜め引張応力の解放

が顕著に表れ､部材の剛性が急激に低下する｡従って､せん断補強鉄筋のせん断補強効果はせん断

スパン比が 1.9以上の場合では顕著に表れることになるが､せん断スパン比が 1.6以下の場合では
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図-4.34 横方向ひずみと荷重の関係(単調載荷 ･せん断補強鉄筋なし)
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アーチ機構の増加によりせん断補強鉄筋の効果が顕著に表れにくくなるものと考えられる｡部材の

せん断抵抗機構として､大まかにアーチ機構による部分とせん断補強鉄筋による寄与の和で与えら

れる｡すなわち､部材にせん断力が作用した場合の部材のせん断剛性はアーチ機構に関するバネと

せん断補強鉄筋に関するバネが並列しているものと考えられる｡従って､アーチ機構のバネの剛性

が高い場合は､せん断補強鉄筋によるせん断力の負担は相対的に小さくなるが､アーチ機構の剛性

が低下した場合は､せん断補強鉄筋の寄与が相対的に大きくなるものと予想される｡

次に､せん断補強鉄筋の配置が項 こ与える影響について検討するOせん断補強鉄筋のひずみは､

せん断補強鉄筋に貼り付けた6枚のひずみゲージによる測定値の平均を取ることとする｡ひずみゲ

ージの貼付位置は図一4.35に示す｡

図-4･36は供試休 S4(a/d-1.1,pw-0.14%)､S5で(a/d-1.1,pw-0.28%)の､荷重とせん断補強鉄筋ひず

みの関係を示すO図中に点でプロットしたものが､せん断補強鉄筋に貼付したひずみゲージにより

載荷方向

-:帯鉄筋に貼り付けた
ひすみゲージ

図-4.35 せん断補強鉄筋に貼り付けたひずみゲージの位置

l l l l300mm '- o

i.80〇〇〇一-'-?------------一

SIP0.4)

0 0.05 0.1 0.15 0.2
sw,C/(%)

(a)供試体No.S4

(p,=0.14%)

l l l l300mm _-●-~

＼E二.-i:5-,---T-Slp0.1)
0.05 0.1 0.15 0.2

も,E/(%)

(b)供試体No.S5

(py=0.28%)

図-4.36 せん断補強鉄筋のひずみと荷重の関係

(Ewはひずみゲージによる測定値､ E'xは埋め込みボル ト間変位による平均ひずみ)
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測定したひずみの平均値であり､実線が8二であるO図-4136(a)中には､図-4･34で示したせん断補強

鉄筋を配置しない供試体で測定された横方向ひずみE;も点線で記入している｡

図-4.36(a)より次のことがわかる｡せん断補強鉄筋に貼り付けたひずみゲージにより測定されたひ

ずみの平均値は､供試体に設置された全ネジボル ト間の変位測定結果から求められる横方向ひずみ

項 こほぼ等しい,一方､図-4.36(b)より､供試体N0.5ではせん断補強鉄筋のひずみは､せん断補強

鉄筋の位置によって必ずしも同一ではないが､1∂yの変位が生じた時点ではほぼ等しいこと､また､

横方向ひずみ項 ません断補強鉄翫 Wのひずみとほぼ同一であることがわかるo従って､せん断補強

鉄筋を配置することによるせん断剛性に与える影響については､せん断補強鉄筋量とC:の関係を調

べることにより推定可能で

あると考えられる｡

図-4.37(a)はせん断スパ

ン比 1.1の場合について載

荷荷重と横方向ひずみS:

の関係を示す｡せん断補強

鉄筋量が増加するにつれ

て､同一の横方向ひずみE二
に対する載荷荷重が大きく

なっていて､せん断補強鉄

筋の効果が明らかに認めら

れる｡図-4.37(b)はせん断ス

パン比 1.6の供試体につい

て､せん断補強鉄筋を配置

した場合と配置していない

場合の載荷荷重と横方向ひ

ずみS:の関係を示したも

のであり､やはりせん断補

強鉄筋の効果が認められて

いて､せん断補強鉄筋を配

置することにより横方向ひ

ずみがかなり小さく抑えら

れていることが分かる｡

次に､せん断補強鉄筋の

効果を定量的に評価するた

め､せん断補強鉄筋のある

供試体で得られた載荷荷重

と横方向ひずみS;の関係

0
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)
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車

0 0.001 0.002 0.003■
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仲) a/d-1.6の場合

図-4,37 荷重と横方向ひずみの関係(せん断補強鉄筋の影響)
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について以下の検討を行ったoせん断補強鉄筋のない場合の載荷荷重V (-vc)と横方向ひずみg;

の関係をVc-fo(Cニ)とする｡せん断補強鉄筋がある場合は､せん断補強鉄筋が負担している引張抵
抗がコンクリー トの負担するせん断力に累加できると考えれば､載荷荷重と横方向ひずみC:の関係
は次のように表せるはずである｡

V-Vc+Vs

vc-f.(C:)
I

Vs=n･Aw･Ew･cJ

ここで

〃:斜めひび割れを横切るせん断補強鉄筋の本数

dw:せん断補強鉄筋1本あたりの断面積

Ew:せん断補強鉄筋のヤング係数

1-

F
hu
t.."ml-hu

′LU

7

00

4

4

4

iZq

n叩■ul
nJt-

である｡

ここでは､式(4.7)についてせん断補強鉄筋のない供試体で測定された実測値を用いて Vcとし､

これに式(4･8)で求められるVsを加え8二とVの関係を求めた｡図-4138はこのように半解析的に得

0.1

6/(%)

0.2

500

400
~＼

忘 300＼-
ゝ 200

100

0
0.1

g/(%)

(a)No.S4(a/d-1.1,pw-0.14%) (b)No.S5(a/d-1.1,pw-0.28%)

0.1

ち●｢%)

(C)No.S8(〟d=1.6,pW-0.28%)

図-4,38 横方向ひずみと載荷荷重の関係

-99-



第4章 正負交番荷重が作用する鉄筋コンクリー ト部材のせん断強度および変形性能

られた載荷荷重と横方向ひずみ6㌔の関係と､その実測結果をせん断スパン比 1.1および 1,6の場合

について､載荷荷重がOから変位が 18yまでの区間について示したものである｡いずれの場合も､

半解析的に得られた載荷荷重と横方向ひずみ8㌔の関係は実測結果とよく一致していることが分か

る｡このことから､せん断スパン比の小さいショー トビーム部材であっても､せん断補強鉄筋のあ

る部材のせん断抵抗はコンクリー トの負担するせん断力に､横方向ひずみから推定されるせん断補

強鉄筋の引張力を累加することによって求めて良いことが分かる｡ただし､一般の鉄筋コンクリー

ト部材では､せん断ひび割れ後のコンクリー トの負担分を一定としてよいが､ショー トビーム部材

の場合は､せん断ひび割れ後もコンクリー トの負担分は増加していて､一定ではないことが異なっ

ている｡

また､ショー トビーム部材のせん断破壊形態はコンクリー トのせん断圧壊で決まることが多いが､

コンクリー トの負担するせん断力がピークに達した時点で､せん断補強鉄筋が降伏点にまで達して

いるだけの横方向ひずみが生じているのか､明確ではない｡このため､せん断補強鉄筋を有するデ

ィープビーム部材においてせん断強度を評価する場合､コンクリー トの負担分とせん断補強鉄筋に

よる負担分を累加して求めるにしても､せん断補強鉄筋の負担分として､鉄筋の降伏点での引張応

力を用いてよいか明確ではなく､コンクリー トのせん断圧縮破壊とせん断補強鉄筋の降伏のどちら

が選考するかを判断する条件を付け加えることが今後の課題であると考えられる｡

4.4.5 荷重の繰り返しによるピーク時荷重の推移

(1)1∂yでの繰り返し載荷について

次に､荷重の繰り返しによるピーク時荷重の変動状況について述べるO図-4.39はせん断スパン比

1.1でせん断補強鉄筋を配置していない供試体 S2および S3について､荷重の繰り返し回数と､ピ

ーク時の荷重の関係を示したものである｡ここで､ピーク時の荷重とは､各繰り返しサイクルで載

荷点の変位が最大時の作用荷重で､正側と負側の絶対値の平均とした0

供試体 S2は変位振幅を±18yと固定したものであるが､繰り返し回数を増やしてもピーク時の荷

重の低下はわずかしか認められない｡従って､±18y以内の範囲での繰り返し載荷条件では､せん

断スパン比が小さい部材であっても､荷重を正負繰り返し作用によってせん断強度はほとんど低下

(N
q
)瑚
捉
皆
4
-
oq

◆◆●◆▼●●-●

~一灯 ｢ ｢ 十十 ｢
100仁王⊥÷÷+ L⊥ ｣-∴L1

十 No.2

+ No.3

0 5 10 15 20 25 30

繰り返し回数

図-4.39 荷重の繰り返しとピーク時荷重低下の関係(a/d=1.1,せん断補強鉄筋なし)
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しないといえる｡

(2)せん断補強鉄筋が有る場合

図-4.40はせん断補強鉄筋量が0.28%で､せん断スパン比の異なる供試体について､各変位振幅で

の荷重繰り返し回数を3回に設定した場合の､荷重の繰り返し回数とピーク時荷重の関係を示した

ものである｡

せん断スパン比が大きいほど荷重繰り返しによるピーク時荷重の低下が緩やかとなるが､せん断

スパン比が 1.I･1.6の場合と､せん断スパン比が1.9･2.8の場合ではその程度が大きく異なってお

り､せん断スパン比が 1.1･I.6の場合に荷重低下が著しい結果となった｡

0
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0
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3

つ】

l

(Nq
)

瑚
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-
.q

0 3 6 9 12 15 18 21 24
繰り返し回数

図-4･40 荷重の繰り返しとピーク時荷重低下の関係(せん断補強鉄筋比-0.28%,a/dの影響)

4.4.6 せん断スパン比の違いが変形性状に及ぼす影響

(1)変形の分離方法

ここでは､供試体の柱部分に埋め込まれた標点間の変位の測定結果に基づき､柱部分の変形をせ

ん断変形(8S)と曲げ変形(8m)に分離するとともに､基部で測定した主鉄筋のフーチングからの伸び出

しによる回転変形(8r)を求めることとした｡具体的な方法については､4.3.2で述べている方法と

同じである｡

(2)各せん断スパン比を有する供試体の変形履歴

せん断補強鉄筋比を 0.2S%と設定した供試体についてせん断変形および曲げ変形に関するヒステ

リシスループを描いた結果を図一4.41に示す｡この結果から以下の点が注目される｡

曲げ変形が大きくなり､明確に曲げによる塑性ヒンジが形成されているのはせん断スパン比を2.8

とした供試体S12のみである｡せん断スパン比を1.9とした供試体S10もわずかながら､曲げによ

る塑性変形の発生が認められるが､これよりもせん断スパン比を小さくした供試体S8およびS5で

は､荷重の繰り返しによって供試体に発生していた変形は､せん断変形が大きく卓越しており､曲

げ変形はほとんど生じていない｡すなわち､曲げ剛性がせん断剛性に比べて相対的に大きい｡

図-4.42は荷重の繰り返し回数の増加に伴う､曲げ変形の占める割合の変動状況を､各せん断スパ

ン比について示したものである｡この比は正側の載荷での値と負側の載荷での値の平均を取ってい
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る｡特徴として､せん断スパン比の低下に伴い曲げ変形の占める割合が小さくなるのとともに荷重

の繰り返し回数の増加とともに､曲げ変形の占める割合が低下する傾向にある｡特にせん断スパン

比の小さい部材において､曲げ変形の占める割合の低下が顕著な傾向にある｡

土木分野で通常実施されるRC部材の繰り返し載荷試験では､一般的に載荷点での変位振幅を±

16y､±2∂y､±3∂y- ･と段階的に増加させることが一般的であるが､実際に与えている変

位内訳はせん断スパン比によって大きく異なっており､せん断スパン比が小さい場合では､より大

きなせん断変形を強制的に与えるものとなっている｡

なお､現行の設計法においては､部材が曲げ破壊することが前提であり､かつ変形性能の評価は､

部材軸方向に曲率を積分することによって行われていて､せん断変形は考慮されていない｡しかし､

今回の実験結果において判明したようにせん断スパン比が小さい場合では､実際に部材に生じてい

る変形はせん断変形のほうが大きく､曲げ変形のみを対象とした変形性能の評価方法は必ずしも適

切ではない可能性がある｡
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図-4.41(その1) 各変形成分のヒステリシス (左 :曲げ変形､右 :せん断変形)
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図-4.41(その2) 各変形成分のヒステリシス (左 :曲げ変形､右 :せん断変形)
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図-4.42 せん断スパン比の違いによる曲げ変形の割合
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(3)せん断変形とコンクリートの負担するせん断力vcの関係

せん断スパン比が 1.1の場合について､せん断変形とコンクリー トの負担するせん断力の関係に

ついて検討を行った｡ここで､4.3.4での検討結果をふまえ､コンクリー トの負担するせん断力と

して､せん断補強鉄筋による拘束効果も vcの一部として加えることとした.すなわち､荷重が完

全に除荷された時点で､せん断補強鉄筋に残留する引張応力から計算されるVsをvcに加えた｡

図-4.43はせん断スパン比を 1.1とした供試体 S4･S5ならびにせん断スパン比を1.6とした供試

体 S8について､26yおよび36yでの正側の載荷によって得られたせん断変形とvcの関係を示

したものである｡図中には参考としてせん断補強鉄筋を配置しなかったslおよびS6供試体で得ら

れたせん断変形とせん断力の関係を示した｡Sl･S6供試体ではせん断補強鉄筋を配置していないの

で､V-Vcである｡図中に示した(n6-m)の表記は､それぞれn∂yのm回目の繰り返し載荷で測定
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されたものである｡これらの結果によると繰り返し載荷を行った場合では､矢印で示したようにせ

ん断変形の増大とともに Vcが低下する点が認められる｡これらの点ではすでにせん断補強鉄筋は

降伏に達しており､コンクリー トのせん断圧縮破壊が生じたものと考えられる｡また､せん断補強

鉄筋を配置せず単調載荷によってせん断破壊した供試体でのせん断変形～vc関係は､繰り返し載荷

で得られたせん断変形～vcの関係の包絡線にかなり近いことがわかる｡正負交番載荷によってコン

クリー トのせん断圧縮破壊が生じた時点の荷重は､ピーク時に比較して低下しているものの､十分

せん断変形が大きくなった領域であり､単調載荷によって得られるせん断変形～vcの関係にほぼ沿

ったものである｡すなわち､繰り返し載荷としたにもかかわらず､せん断変形と vcの関係は単調

載荷としたものとほぼ同じであり､正負交番載荷の影響がほとんど認められないといえる｡このよ

うに正負交番載荷の影響が認められなかった理由として､4.4.6の(2)に示したようにせん断スパン

比の小さい供試体においては､曲げモーメントの作用による塑性変形を生じなかったために､荷重

の反転によるコンクリー トのアーチ機構による寄与の低下が認められなかったと考えられる｡

いずれにしても､せん断スパン比が 1.6以下の部材では､せん断剛性が曲げ剛性を下回ることに

より､荷重の繰り返し載荷によって､せん断抵抗の劣化によるせん断変形の増加のみが生じ､曲げ

モーメントによる柱基部の塑性ヒンジが形成されない可能性がある｡従って､曲げ変形を計算し変

形性能を評価することを前提とした照査手法に基づくのであれば､せん断剛性を曲げ剛性以上とな

るようにせん断補強鉄筋量を設定する必要があると考えられる｡

4.5 正負交番荷重が作用するRC部材のせん断耐力と変形性能の関係

4.5.1 検討概要

これまで､交番荷重が作用するRC部材のせん断耐力の低下メカニズムに関して述べてきた｡R

c部材の正負交番荷重下のせん断強度の低下には､コンクリー トの負担するせん断力の減少が関わ

っていることを示した｡RC部材に正負交番荷重が作用する場合に対して変形性能を確保するため

には､単調載荷を想定したせん断耐力を部材の曲げ破壊強度に対して余裕を持たせ､せん断破壊を

出来るだけ遅らせる必要がある｡ここでは､これまでに述べてきたせん断耐力低下のメカニズムを

ふまえ､RC部材に確保される変形性能の実務的な照査方法を確立するため､過去に実施した載荷

試験結果を用いた検討を行うこととした｡検討に用いた載荷試験結果は文献21に示したものであり､

いずれも載荷点の変位振幅を16yから順次 16yずつ増加させる載荷方法をとったものである｡各

n∂yでの繰り返し回数はいずれも3回と設定したOなお､検討に用いた供試体の一覧を表-4.8に示

す｡

4.5.2 コンクリートの負担するせん断力の低下状況

(1)Vsを求める際のせん断ひび割れ傾斜角について

コンクリー トの負担するせん断力はこれまでと同様､供試体に荷重として作用させたせん断力か

らせん断補強鉄筋が負担するせん断力vsを差し引くことにより求めている｡ここで､Vsの算定に

あたっては､供試体のひび割れ発生状況を元に､主たるせん断ひび割れを横切るせん断補強鉄筋の

断面積を用いることとした｡せん断補強鉄筋量によって主たるせん断ひび割れの傾斜角が異なって

いるため､Vsは単純にせん断補強鉄筋比に比例するものではない｡園-4.44は観測されたせん断ひ
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秦-4.8 検討に用いた供試体の一覧

番号 J 師位置(cm) 主鉄筋 せん断補強鉄筋
径 本数 軸方向主筋比(%) 径 間隔(cm) 中間帯鉄筋 せん断補強鉄筋比(%)

I 260 D25 28 2.53 0.00

2 260 D25 28 2.53 D6 12 0.07

3 260 D25 28 2.53 D6 8 0.10

4 260 D25 28 2.53 D6 8 ○ 0.15

5 260 D25 28 2.53 D10 12 0.15

6 260 D25 28 2.53 Dt0 8 0.22

7 260 D25 28 2.53 D10 8 ○ 0.33

8 260 D25 28 2.53 DIG 8 0.62

9 260 D25 28 2.53 DIG 8 ○ 0.93

10 260 D19 28 I.43 D10 12 0.15

ll 260 D13 42 0.95 D10 12 0.15

12 160 D19 28 1.43 DlO 12 0.15

13 160 DI∃ 42 0.95 D10 12 0.15

1

50

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

せん断補強鉄筋比(%)

図-4.44 せん断補強鉄筋量とcotβの関係

(0の定義は右図に示すもの)
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び割れの傾斜角とせん断補強鉄筋比の関係を示したものである｡せん断補強鉄筋量が増加するにつ

れて､せん断ひび割れの傾斜角が小さくなる結果となった｡しかし､主鉄筋量やせん断スパン比が

異なる供試体について比較すると､同じせん断補強鉄筋比であってもせん断ひび割れの傾斜角が異

なっていることがわかる｡様々なせん断スパン比や主鉄筋量を持つ部材についても､傾斜角を450

と仮定してせん断強度(V45と表記する)を算定し､得られたせん断強度の計算値と載荷試験で得られ

た最大荷重(vtnaxと表記する)の値の比を算定した｡図-4.45は横軸に V45Nm2LXをとり､縦軸に cotβ

をプロットしたものである｡この結果によると､両者の間には相関関係が認められ､V45Ⅳ maxが大

きくなるほどcotβは小さくなる傾向がある｡4.4で示した､せん断スパン比が 1.1､I.6､1.9の供

試体もこれに合わせてプロットしたが､せん断スパン比が 1.6および 1.1ではやや異なったcotβの

値が得られている｡これは､せん断スパン比によってせん断ひび割れの傾斜角に制限がでたためで

あると考えられる｡図-4.45の関係から､せん断補強鉄筋量を増やすとcotβはV45の増加に伴いcot

βが減少し､せん断ひび割れの傾斜角を450で仮定して得られるせん断強度を下回り､せん断補強

の効率が低下するものと考えられる｡

● a/d=1.9-4.1
□ a/d=1.6
△ a/d=1.1

1 -1_1

1 1.5 2 2.5 3
V45/Vmax

図-4.45 せん断強度の余裕度とcotOの関係

(2)コンクリートの負担するせん断力の低下

図-4.46は荷重の繰り返し回数の増加に伴 うコンクリー トの負担するせん断力の低下状況を示し

たものである｡図中にプロットしたデータは､いずれも軸方向鉄筋比が 2.55%でせん断スパン比が

4.1のものである｡図中の縦軸のVcは4.2での検討結果をふまえ､除荷時に残留するせん断補強鉄

筋の引張力によるコアコンクリー トの拘束効果を考慮し､これをコンクリー トの負担するせん断力

に加え合わせることとした｡また､4.5.2(1)で示したせん断ひび割れの傾斜角を用いて､Vsの算

定に必要となるせん断ひび割れを横切るせん断補強鉄筋量を評価した｡この結果によると､せん断

補強鉄筋比の大きな供試体ほどコンクリー トの負担するせん断力の低下は緩やかになっていること

がわかる｡
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図-4.46 載荷繰り返し回数とvcの関係 (a/d-4.1で主鉄筋比が2.53%の供試体)
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図-4.47 載荷繰り返し回数とVcの関係 (a/d-4.1で主鉄筋比が2.53%以外の供試体)

園-4.47は主鉄筋比およびせん断スパン比が上記のデータと異なる値を持っ供試体について､荷重

の繰り返し回数の増加に伴うコンクリー トの負担するせん断力の低下状況を示したものであり､図

中の供試体番号の後に括弧書きで示した数字は､単調載荷を想定して計算で得られた vcと供試体

に作用した最大せん断力の比を示したものである｡図中の白抜きのプロットはこの比が1を超える

もの､すなわち､せん断ひび割れ発生時のせん断力が部材に作用する最大せん断力を上回ったもの

である｡この結果によると､せん断ひび割れ発生時のせん断力が部材に作用する最大せん断力を上

回った場合､vcの低下はほとんど認められないことがわかる｡このことから､部材のせん断ひび割

れ耐力が､曲げ終局耐力を上回っている場合については､コンクリートの負担するせん断力の低下

を考慮しなくても良いと考えられる｡
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4.5.3 せん断余裕度とじん性率の関係

せん断強度の余裕を持たせることにより､部材の変形性能 (じん性率)は向上する｡たとえば､

文献1においても､RC部材のじん性〟と終局曲げ耐力vuに対するせん断耐力vsuの余裕度の関

係が検討されていて､次の関係式を得ている｡

p=12×塩 -3
Vu

(4.9)

しかし､4.5.2(1)で検討したようにせん断強度の余裕度によって､せん断ひび割れ発生角度が異な

るため､vsの算定結果に差が生じることとなる｡また､4.5.2(2)で検討したように､せん断ひび割れ

強度が部材の終局強度を上回っている場合では､コンクリー トの負担するせん断力の低下を考慮す

る必要がない｡ここでは､せん断強度の余裕度と部材のじん性率の関係について検討を行った｡正

負交番荷重が作用する場合のRC部材のせん断強度の評価方法として､これまでの結果をふまえ次

のように行った｡

①vcは単調載荷時の40%に低下することを想定する｡

②ただしせん断ひび割れ発生時のせん断力が､部材の終局強度を上回っている場合は､上記の低下

を考慮しない｡

③vsの算定に当たって考慮するせん断補強鉄筋量は､せん断ひび割れの傾斜角を450に固定せず､

せん断余裕度に応じて変化させることとする｡

④検討に用いるデータとして､ここで載荷試験を行った供試体のうち､単調載荷時においてもせん

断変形が卓越する部材 (せん断スパン比が1.6以下の小さい部材)は除く｡

上記仮定に基づいて部材に作用する最大せん断力に対するせん断強度の余裕度と､じん性率の関

係を図-4.48に示すOこの結果

から､せん断余裕度の増加に

伴いほぼ直線的にじん性率が

増加している結果が得られる｡

なお､図-4.49は土木学会によ

って提案された手法によりせ

ん断余裕度を算定してプロッ

トしたものであり､図中の破

線は式(4.9)に基づいた予測結

果を示したものである｡これ

によると､せん断余裕度が 1.2

以下の領域では比較的妥当な

推定結果を与えるものの､せ

ん断余裕度が大きくなった場

00

′LU

4

2

櫛
73*
n/｣

0 0
0
0
○

0.5 1 1.5 2 2.5 3

せん断強度の余裕度

図-4.48 せん断強度の余裕度とじん性率の関係

(正負交番荷重下のせん断強度は本論文の手法にて算定)
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図-4.49 せん断強度の余裕度とじん性率の関係

(正負交番荷重下のせん断強度は文献 lの手法にて算定)

合､実際のじん性率を過大に評価する結果となっている｡これは､せん断余裕度を算定する際に､

せん断ひび割れの傾斜角を450に固定したため､せん断強度をより大きく見積もっていることが起

因していると考えられる｡

4.6 まとめ

4章で実施した試験の範囲において得られた結論をまとめると以下の通りである｡

(1)片側方向に繰り返し載荷した場合と正負交番載荷を行った場合を比較すると､コンクリー トの

負担するせん断力の低下状況は大きく異なっていて､片側方向に繰り返した場合ではコンクリ

ー トの負担するせん断力の低下は少ない｡

(2)片側方向に繰り返し載荷した場合､荷重を除荷してもせん断補強鉄筋に作用する引張力は解放

されず､結果としてコアコンクリー トに対する拘束効果を生じることとなる｡この拘束効果を

コンクリー トの負担するせん断力の一部として評価すると､片側方向の繰り返し載荷と単調増

加荷重の載荷の違いがほとんど無くなる｡

(3)定変位正負交番載荷を行い､供試体に発生する変形を曲げ変形とせん断変形に分離し､繰り返

し回数の増加による曲げ変形の増加とせん断変形の増加を比較することにより､供試体の破壊

モー ドをせん断破壊型と曲げ破壊型に区分することができる｡

(4)定変位正負交番載荷においてコンクリー トの負担するせん断力の低下が発生する原因の一つ

として､荷重方向の反転により前ステップの載荷で生じる主鉄筋に発生する引張ひずみの残留
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により､圧縮側コンクリー トによるアーチ機構の形成が阻害されることがあげられるDここで､

アーチ機構の阻害によるコンクリー トの負担するせん断力の低下は､主鉄筋の残留引張ひずみ

が大きいほど顕著となる｡今回の載荷試験においては､部材の塑性率が3を超えると主鉄筋の

残留引張ひずみが大きくなり､コンクリー トの負担するせん断力が低下する｡この低下量は､

3章で検討 したアーチ機構によって負担されるせん断力にほぼ匹敵するものである｡ただし､

このことのみでコンクリー トの負担するせん断力が完全に消失することはない｡

(5)正負交番載荷を行った場合も､片側方向に繰り返し載荷した場合と同様に､除荷時にせん断補

強鉄筋に生じる残留引張応力のため､コアコンクリー トの拘束効果が発生する｡この拘束効果

は部材のせん断抵抗の一部として機能しうる｡また､ダウェル作用によるせん断抵抗が期待で

きる｡しかし､コアコンクリー トの拘束効果が最大となる時点とダウエル作用が完全に発揮さ

れる時点とではズレがあり､双方の最大値の和をもってコンクリー トの負担するせん断力を与

えてしまうと､実際のせん断耐力を過大に評価する危険性がある｡

(6)定変位振幅の正負交番載荷において部材のせん断破壊を防止するには､コンクリー トの負担す

るせん断力が単調載荷時の40%にまで低下し､せん断補強鉄筋が負担するせん断力を単調載荷

時の80%までにまで低下すると仮定してせん断耐力を算定し､このせん断耐力が部材の曲げ終

局耐力よりも大きくなるようにすればよいと考えられる｡

(7)せん断スパン比が小さい場合でも､せん断補強鉄筋は有効に作用するものと考えられるが､せ

ん断補強鉄筋の降伏よりも､圧縮側コンクリー トのせん断圧縮破壊が先行する可能性がある｡

(8)せん断スパン比が小さくなるほど､せん断剛性に比べて曲げ剛性の方が大きくなり､部材に発

生するせん断変形の占める割合が大きくなるOこのため､通常の繰り返し載荷試験において載

荷点の振幅をnayとLnを順次増加させるような載荷方法を採用した場合､専らせん断変形

を増加させることとなり､曲げ変形はほとんど増加しない｡すなわち､∂yを超える振幅で繰

り返し載荷を行ったとしても､主鉄筋に著しい引張ひずみを生じることはなかった｡このため､

これまでに実施されてきた曲げ変形を対象としたじん性率の算定方法は､せん断スパン比が小

さくせん断変形が卓越する場合には､一般的に適用できないと考えられる｡

(9)従って､せん断スパン比の小さい部材について曲げ変形を捉えたじん性の算定手法を適用する

にあたっては､部材のせん断耐力の確保の観点からせん断補強鉄筋量を算定するだけではな

く､せん断剛性を大きくし曲げ変形が卓越することを確認しなければならないと考えられる｡

(10)部材の終局曲げ耐力に対するせん断耐力の余裕を大きくすることにより部材のじん性が向上

する｡ここで､部材のせん断耐力を求める際､①曲げ耐力に対するせん断耐力の比が大きく

なるにつれて､せん断ひび割れを横切るせん断補強鉄筋量が小さくなること､②曲げ耐力が

せん断ひび割れ発生時のせん断力を下回っている場合､コンクリー トの負担するせん断力は

あまり低下しないことをふまえる必要がある｡

(ll)上記を考慮したせん断耐力を用いることにより､せん断耐力の余裕度から部材の変形性能を

適切に評価できる可能性を示した｡
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第5章 L型ラーメン隅角部のせん断強度に関する検討

5.1 概要

5.1.1 検討日的

第3章および第4章では部材単体のせん断破壊を防止するための検討を実施した｡コンクリー

ト部材のせん断破壊を防止し､じん性に富む部材を作り上げるための配筋方法に関する検討結果

をとりまとめた｡しかし､構造部材に作用する外力は､時に設計時点で想定されるよりも大きく

なることは避けられない｡このため､コンクリー ト構造物の崩壊リスクを低減するためには､配

筋方法の工夫だけではなく､構造形式の改良も併せて視野に入れて検討することが望ましい｡実

際､ EN1990Eurodcode-BasisofStructuralDesign-では､単一部材の局部破壊が構造物全体

の崩壊につながることがないよう､構造ロバス ト性に配慮した設計を推奨している｡実務におい

ても､今後フレーム構造等不静定次数の高い構造が好まれる傾向にあるものと予想される｡

確かに高次不静定構造は､静定構造に比べじん性に優れる特徴を有するが､その前提には部材

接合部が十分な強度を有していることが前提である｡

土木分野で設計されるRC部材の主鉄筋量は比較的少なく,低鉄筋比で大断面のものが多い.

このため,柱 ･はりの接合部に作用する外力も,建築部材と比べると小さく,実構造物において

隅角部の破壊が先行した例は少ないものと考えられる.このため､隅角部の設計方法は,多くの

部分が構造細目として規定されていて,いわゆる構造計算から断面や鉄筋量が決められる設計方

法とはなっていない.接合部の応力状態は,はりや柱などの部材と比べて複雑であり,これを正

確に把握することは必ずしも容易ではないと考えられる.したがって,応力状態が複雑な部位で

かつ,これまでにも破壊 した例が少ない隅角部について,構造細目規定で対処することも,現状

ではある意味では合理的な判断であると言えよう.

これまで,RC柱はり部材の接合部に関する検討は建築の分野で数多く行われてきた.しかし,

建築の分野で扱われる接合部は,+字型の内部接合部あるいは ト型の外部接合部に関する検討が

ほとんどであり,建築物の最上階の隅にのみ形成されるL字型の隅角部に関する検討例は非常に

少ない.これに対し,土木分野では,ボックスカルバー トや門型ラーメン橋脚など,L型の隅角

部を形成する部材が多く見られる.

一方,兵庫県南部他案により,数多くのRC構造物が倒壊や著しい残留変形の発生などの被害

を受けた.これを機に,多くの設計基準類が改訂され,設計外力を大幅に見直すとともに,RC

部材の強度 ･変形性能の評価方法が改良された.その結果,構造物を構成する柱やはり部材など.

部材要素の強度や変形性能は飛躍的に向上することとなった.

これは,RC構造物の性能の向上につながり歓迎すべきことであるが,部材要素の強度が増加

したことは,一方では,隅角部の負担の増加につながりうる.部材個別には強度 ･変形性能の評

価手法は格投に進歩しているが,部材の接合部に関しては,上述の通り明らかに立ち後れの感が

ある.ラーメン橋脚などのフレーム構造の部材は不静定次数が高く､終局時に柱もしくははり部

材に複数箇所3')塑性ヒンジの形成を認めることにより､合理的な設計が可能となるような配慮が
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なされているが､塑性ヒンジ位置を設計計算で想定される通りに誘導するためには､隅角部の破

壊が生じないことを担保しなければならないO

今後､コンクリー ト部材のさらなる信頼性を高める目的で､フレーム構造など高次不静定構造

を採用する場合に備え､隅角部のせん断強度を評価するための手法を確立することは十分意義の

あることであると考えられる｡単一形式の部材のせん断破壊防止とともに､不静定構造部材の接

合部の強度ならびに剛性の確保も重要となる｡このような背景に基づき,ここでは土木構造物に

しばしば現れるL型RC部材接合部の終局強度評価方法ならびに,接合部に正負交番荷重が作用

した場合の変形特性を明らかにすることを目的として,載荷試験に基づいた検討を実施した.

なお､本論文においては､隅角部の内側に引張応力が作用するような内開き曲げモーメントを受

ける場合を､正の曲げモーメントが作用する場合あるいは ｢正載荷｣と表記し､隅角部の内側に圧

縮応力が作用するような内閉じ曲げモーメントを受ける場合を､負の曲げモーメントが作用する場

合あるいは ｢負載荷｣と表記する｡

5.1.2 ｣型隅角部のせん断強度について

L型隅角部について現行の設計基準で採用されている方法については､第2章の2.2に示した｡

しかし､隅角部の破壊性状については､必ずしも明らかにされていないため､ここでは過去に実施

された検討内容についてとりまとめることとする｡

(1)ラーメン隅角部の破壊性状

L型のラーメン隅角部の破壊形態は､正載荷と負載荷とでは大きく異なっている｡

隅角部に正の曲げモーメントが作用する場合､図-5.1に示すように､まず内側のコンクリー トに

曲げ引張によるひび割れが発生する｡さらに作用モーメントが増加すると割裂ひび割れが発生し､

棒部材におけるせん断破壊と類似な性状を示すことが知られている｡この割裂ひび割れにより､隅

角部のコンクリー トが外側にはく離すると､強度低下が生じることとなる1)｡このひび割れは､そ

の後主鉄筋に沿った割裂ひび割れに進展する｡

隅角部が負載荷を受ける場合､図-5.2に示したような曲げ引張ひび割れが生じる｡このひび割れ

-115-

ヽJ

+M

図-5.1 正の曲げモーメン トが作用す

る場合のひび割れパターン



第5章 L型ラーメン隅角部のせん断強度に関する検討

を横切るような引張補強鉄筋が配置されていない場合､ひび割れの進展により､強度低下が生じる

ものと予想されるが､通常は､隅角部の外周に沿って鉄筋が配置されていて､引張鉄筋として作用

するので､強度低下は生じにくい｡

これまでに行われてきた実験結果では､通常正載荷の場合の方が､強度が小さくなりやすいこと

が明らかになっている2)0

(2)隅角部の割裂強度の評価に関する研究

し型隅角部に正の曲げモーメントが作用する場合の隅角部の強度は､割裂ひび割れにより影響を

受けるb したがって､隅角部の割裂ひび割れ発生荷重を把握することは重要である.L型隅角部の

割裂ひび割れ強度を理論的に評価した結果を述べた報告としては､Nilsson3)や蟹江4)らの研究が

挙げられる｡

L型隅角部に正の曲げモーメントが作用する場合に発生する隅角部のコンクリー トを外側にはく

離させる力の大きさは､図-5.3に示すようになる｡ここで､Fsは引張主鉄筋の引張力である｡割裂

面に作用するコンクリー トの引張応力度を､弾性解析によって得られる応力分布を元に､放物線状

に仮定し､この応力分布を積分して得られるコンクリー トの引張抵抗と外側にはく離させる力の大

小関係により､隅角部接合部パネルの割裂ひび割れ時の曲げモーメント推定式(5.1)が提案されてい

る3)0

Mac=0･38･bd･ldc･fsp
ここで､

(5.1)

Mdc ::割裂破壊時に隅角部に作用する曲げモーメント

d :部材の有効高

b :部材の幅

Idc :引張応力が作用する長さで割裂ひび割れ長さに等しいとする

ふ :コンクリー トの割裂引張強度

実験結果との対比によ

り､提案されている推定

式は､精度良く隅角部の

割裂破壊強度を予測しう

ることが示されている｡

ただし､式(5.1)には割裂

破壊面の長さ(ldc)が不確

定値として含まれている｡

文献 1)では Idcとしては

り部材の有効高 dの 0.8

倍程度としているが､そ

栢ヽFc

左図において
Fs:引張鉄筋による引
張力
Fc:コンクリートの圧縮
力の合力

JEFs
図-5.3 隅角部接合部パネルにおける力の釣り合い
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の根拠は示されていない｡Nilssonらは Idcとして弾性解析で得られる引張応力分布領域を当てはめ

ているが､これは､必ずしも割裂破壊面の長さに等しいとは限らない｡また､割裂ひび割れ発生時

の応力分布についても､弾性解析結果に基づき放物線分布を仮定しているが､弾性解析による応力

分布の仮定の妥当性は議論の余地があろう｡

式(5.1)を導くにあたって､曲げモーメントを算出する際のアーム長jd-0.8dを仮定した点につい

ては､特に問題があるとは考えられないが､ Jdcについては割裂ひび割れ強度の算定結果に大きな影

響を与えうるので､ Idcの適切な与え方を明確にすべきであろうO

-方､正のモーメントが作用したとき､隅角部接合部パネルに割裂ひび割れを生じさせないため

には､隅角部を構成する各部材に配置される引張鉄筋比u))を式(5.2)で算定される鉄筋比以下に抑制

するべきであるとしている3)｡

p≦誓 努 (5･2,

ここで､h は主鉄筋の降伏点であるO仮にコンクリー トの割裂引張強度を 3MPa､鉄筋の降伏点

を350MPa､引張応力を受ける長さを0.8dと仮定すると式(5.2)によれば､割裂ひび割れに対する限

界引張鉄筋比は0.3%強と非常に小さな値となる｡通常は､これよりも大きな引張鉄筋比を持つ部材

も多いと考えられ､主鉄筋が降伏する前に､隅角部接合パネルに割裂ひび割れが発生する可能性は

高いと考えられる｡

蟹江らも同様の実験を行っていて､文献3)で提案された割裂破壊強度式の精度について検討を行

っているOこの結果によると､Idcとして実測値を用いる方が精度がよいとしている4)o

一方､小倉らは､十字型 ･ト型のRC接合部に発生するひび割れの評価式について､接合部パネ

ルに作用する公称せん断応力度に着目した検討を行っている5)｡せん断ひび割れ時の接合部パネル

に作用する平均せん断応力度pTcとして次式(5･3)を提案しているo式(5･3)はコンクリー トの引張強

度 FtをF,-PJf として､主応力がコンクリー トの引張強度に等しくなった時点でせん断ひび割

れが発生すると考えて導かれたものである｡

〔景〕2-β2.倍 (5･3,

Fcはコンクリー トの圧縮強度O'gucm2)､G｡は柱に作用する平均圧縮応力度O'gucm2)を表すO過去

の実験結果を回帰すると､β=1.6程度になることを示している｡ここで､主鉄筋が降伏した時点を
想定し､接合部パネルに作用するせん断力は主鉄筋に作用する引張力に相当すると考える｡したが

って主鉄筋の断面積をAs､降伏点をfy とすると､
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AJ , -pTcbjd (514)

となるO仮にコンクリー トの圧縮強度を300kgf!cm2とし､主鉄筋の降伏点を3500kgqcm2､j-7/8と

すると､割裂ひび割れ発生する最′J､引張鉄筋比は0.7%となり､式(5.2)から求められる値よりもかな

り大きなものとなる｡式(5.3)は対象とする接合部の形式が十字型および ト型であり､L型隅角部に

は必ずしも当てはまらないので､異なった結果が得られたのはある意味では当然である｡しかし､

割裂ひび割れに対する限界鉄筋比が2倍以上異なっていることから､割裂ひび割れ強度算定式の精

度の確認が必要であると考えられる｡

(3)はり主鉄筋の定着破壊と隅角部強度の関連

L型隅角部に定着される主鉄筋の定着破壊も､隅角部そのものの破壊強度を左右する大きな要因

の一つと考えられる｡例えば､蟹江らによると供試体の一部に引張主鉄筋の定着破壊を生じたもの

が報告されており4)､定着破壊を生じた供試体はこれが生じなかったものに比べ破壊強度はかなり

低下する結果となっている｡Jacksonは､L型隅角部に正の曲げモーメントが作用した場合の強度が､

配置されている主鉄筋の径の影響を受けているとし､主鉄筋の定着長を説明変数の一つとした強度

式を提案している 10)0

文献 11)には､L型隅角部供試体に発生したひび割れ状況のスケッチが示されているが､L型隅

角部の内側に生じた引張ひび割れが主鉄筋に発生する付着割裂ひび割れにつながっている状況が確

認できる｡実際､L型隅角部に配置される内側の鉄筋では､正の曲げモーメントの作用により鉄筋

近傍の割裂面のコンクリー トに引張応力が作用し､鉄筋の付着強度が低下しやすい状況にある｡長

友らによると､付着強度は横方向に作用する引張応力度の影響を著しく受け､横方向応力度の増加

に伴い､付着強度が急激に低下する実験結果が報告されている12)｡隅角部では鉄筋の定着長を十

分確保することが場合によっては困難となる状況になる可能性がある｡したがって､L型隅角部の

破壊強度を適切に評価するためには､主鉄筋の定着強度が低下しやすいことを考慮に入れる必要が

あるものと考えられる｡

(4)ハンチ筋の効果

杉浦は､コの字型の RC供試体の曲げ載荷試験を実施し､興味深い結論を得ている｡供試体の実

験要因は､ハンチ筋量､隅角部の斜め補強鉄筋量､ハンチの有無を設定している｡隅角部には正の

曲げモーメントを作用させているO実験結果から､ハンチ筋は柱またははりと同程度の鉄筋量を配

置する必要があること､隅角部にハンチをつけることは､隅角部の耐力の向上に非常に有効であり､

隅角部の内側から外側-45e方向に斜め補強筋を入れなくても､コンクリー トの割裂による隅角部

の破壊は生じなかったこと､ハンチをつけない場合は､斜め補強筋を省略できないことを明らかに

している6㌦隅角部を補強鉄筋により十分に補強することは非常に重要であるが､柱およびはりか

らの主鉄筋が交錯する部分であり､施工 ･コンクリー トの打ち込みを考えると､多量の鉄筋を配置

することは必ずしも得策とはいえない｡特に､斜め筋の配置は､コンクリー トに割裂を生じさせる

応力の作用方向と補強鉄筋の方向が一致しているため補強効率はよいが､施工は困難となりやすいO

/､ンチの設置が斜め筋の省略にまでつながることは､実務上重要な意味を持つものと考えられる｡

なお､/＼ンチ筋の効果については､後述の文献7)にも触れられている｡
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(5)隅角部主鉄筋の配筋細目に関する研究

someⅣilleらは､L型隅角部の強度に及ぼす主鉄筋の配置方法の影響について検討を行っている

7)｡ここでは､これまでに行われてきたL型隅角部の載荷試験結果を基に､隅角部に生じる二次的

な割裂ひび割れにより､正の曲げモーメントが作用する場合､隅角部の強度がかなり低下すること

を示している｡この低下を防止するためには､割裂ひび割れを生じさせる力に釣り合うだけの斜め

補強鉄筋を配置する必要があることを述べている｡また､はり部分の主鉄筋量が 1%に満たない場

合は､-ンチ筋による補強も効果的であるとしている｡この場合､隅角部の終局時の照査方法とし

て､主鉄筋には降伏強度の80%の引張応力が作用し､-ンチ筋については降伏点に達していること､

コンクリー トの圧縮合力の作用位置の仮定などが記述されている｡ここで､提案されている隅角部

内力の評価方法についての､詳細な根拠については明確には示されていないが､隅角部の設計方法

を確立する上では重要な知見が述べられていると考えられる｡

MayfieldらもL型隅角部の強度に及ぼす配筋方法に関する検討をおこなっている｡隅角部の配筋

の詳細について､負のモーメントが作用する場合あまり影響を及ぼさないが､正のモーメントが作

用する場合には､隅角部の配筋によっては強度にかなり差が生じること､隅角部を斜め方向に補強

する鉄筋の配置が有効であることを述べている8)｡

Noorは隅角部に補強鉄筋を配置せず､主鉄筋の配置方法のみを変化させた供試体の載荷試験を行

い､主鉄筋のは位置パターンごとに､隅角部の強度評価式 (引張主鉄筋比の関数)を与えている｡

また､主鉄筋としてU字型のものを用いることがもっとも効果的であるとしている9)0

(6)隅角部に正負交番荷重が作用する場合の検討

Mazzoniらは､L型隅角部の供試体に正負交番荷重を作用させた実験結果を報告しているO隅角

部にはハンチおよびハンチ筋は配置せず､せん断補強鉄筋として柱に配置されている帯鉄筋が､隅

角部内にも配置されている｡はり断面の終局曲げモーメントに達する前に､隅角部の破壊が生じて

いた｡柱側から配置された帯鉄筋量を倍に増やしても隅角部の強度はほとんど変わっていない｡一

方､ハンチ筋および隅角部接合部パネルの補強鉄筋を追加することによって､はりの終局モーメン

トが発揮できるようになったとしている13)｡なお､ここで実施された供試体の柱 ･はりに配置さ

れている引張鉄筋比は 1.6%程度と大きく､隅角部の応力条件はかなり厳しかったものと考えられ

る｡

渡辺らは､ト型およびL型隅角部の正負交番載荷試験を実施し､隅角部に配置した補強鉄筋およ

びスタブの効果について検討するとともに､接合部の変形が接合部を含む架構全体のじん性に与え

る影響について調査している｡この結果によると､接合部につながる各部材要素のじん性を十分発

揮させるには､かなり多量の帯鉄筋を配置する必要があるとしている14)0

pauleyらは､十字型の接合部の交番載荷試験を実施し､接合部パネルのせん断抵抗メカニズムに

ついて言及している｡これによると､接合部パネルのせん断抵抗メカニズムは､コンクリー トの斜

め圧縮によるス トラット機構と､接合部パネルに配置した補強鉄筋によるトラス機構の和で与えら

れること､正負交番荷重が作用する場合には､引張鉄筋の降伏によってコンクリー トの圧縮ストラ

ットによる負担が期待できないことが述べられている15)0
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しかし､角らが述べられているように隅角部

内の主鉄筋とコンクリー トの付着は､荷重の繰

り返し作用によってかなり低下している16) こ

とが予想され､鉄筋とコンクリー トの付着力を

前提とした トラス機構がどの程度有効であるか

疑問の残るところである｡

5.2 載荷試験方法

5.2.1供試体の概要

ここでは.正載荷の場合の隅角部の割裂強度

ならびに主鉄筋降伏時の強度推定方法,ならび

に隅角部補強鉄筋や-ンチ筋の効果について,

実験的検討を行 う.また,正負交番荷重が作用

する場合の接合部のじん性についても,検討を

行 うこととする.

供試休の概略寸法および載荷位置を図-5.4に

示す.はり部材の主鉄筋はいずれ

もD19を3本使用し,せん断補強

鉄筋はD6を80mm間隔で配置し

ている.隅角部内側に配置 した主

鉄筋の隅角都側の定着は直角フッ

クとし,曲げ加工端部からの余長

は 320… とした.隅角部外側に

配置した主鉄筋の隅角部における

曲げ半径は主鉄筋径の 10倍とし

た.供試体の隅角部配筋方法およ

びハンチ寸法を表-5.1に示す.こ

こでいう隅角部補強鉄筋とは隅角

部の接合部パネルに配置したスタ

ーラップ状の補強鉄筋のことを指

し.-ンチ筋とは区別することと

する.秦-5.1において,ハンチ筋

の欄はハンチ筋の本数および-ン

チ筋の径を表す.隅角部補強鉄筋

の欄は.配置 した補強鉄筋の本数

と径を表す.ここで.隅角部補強

鉄筋cT'太数が5本ないし10本の

主鉄筋(D19) スターラップ(D6,80mm間隔)
｢ _

午⊂)⊂>卜■▼~

r

旧

.7.. / #

♂ 水 / ー'--=JA:T

-;; : 喜 ‥

図-5.4 供試体寸法 (単位 :mm)

義-5.1 供試体の配筋条件と材料試験結果

供試体 ハンチ寸 ノヽン 隅角部 載荷 コンクリート強度

番号 法(cm) チ筋 補強筋 方法 圧縮(MPa) 割裂(MPa)

1 0 なし なし 単調 34.2 2.6

2 15 なし なし 単調 35.6 2.6

3 30 なし なし 単調 36.4 2.8

4 0 なし 5D6') 交番 35.4 2.7

5 0 なし 6D6 交番 33.2 2.4

6 0 なし 10D6 交番 34.5 2.5

7 0 なし 10D10 交番 32.4 2.7

8 15 3D13 なし 交番 36.4 2.9

9 30 3D13 なし 交番 34.3 2.5

10 0 3D19 なし 交番 36.7 2.8

ll 15 3D19 なし 交番 34.7 2.9

12 30 3D19 なし 交番 34.9 2.6

13 15 3D13 10D6 交番 33.1 2.3

14 15 3D19 10D6 交番 33.2 2.1

+)供試体4の隅角部補強鉄筋は--一方向のみの配置である
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場合は,鉄筋間隔が 80mmであり,6本の場合は,鉄筋間隔が 160mmである.図-5.5は供試体の

隅角部における配筋の例を示したものである.なお,簡略化のためはり部分に配置したスターラッ

プは省略している.

隅角部補強鉄筋

≡

隅角部補強鉄筋
(D6,80mm間隔)

】l

∵

/. u i三;mfm

ハンチ筋

(No.14)

図-5.5 供試体隅角部の配筋の詳細

隅角部補強鉄筋
(D6,160mm間隔)

l l 辛 -+

ハンチ
300mm

ハンチ筋

(No.15)

5.2.2 載荷方法

載荷方法は,供試体に油圧ジャッキを挟み,荷重を作用させた.荷重の符号は,正載荷の場合を

+,負載荷の場合を-とする.単調載荷とした場合は正載荷のみとし.正負交番載荷の場合は正載

荷から開始している.正負交番載荷では,主鉄筋降伏時の変位を+8yおよび-8yとし,3回ずつ繰

り返しを行っている.3回の繰り返しで荷重低下が認められない場合は,順次十8yおよび-8yづっ

変位振幅を増加させて載荷を続けた.

5.3 正載荷の場合の隅角部ひび割れ強度について

5.3.1 主鉄筋の付着応力度

図-5.6は供試体 N0.1について引張主鉄筋が降伏するまでの荷重と開き変位の関係を示したもの

である.この間に接合部パネルのコンクリー トに生じたひび割れの状況を図-5.7に示す.これをみ

ると,割裂ひび割れ発生前に曲げひび割れがかなり伸長していることがわかる.隅角部に生じる曲

げひび割れは,主鉄筋位置におおよそ沿ったものであり,主鉄筋の付着強度に影響を与えると考え

られる.ここでは,主鉄筋に貼付したひずみゲージによるひずみの測定結果から,割裂ひび割れ前

の鉄筋の付着特性について述べることとする.

主鉄筋のひずみ測定位置を図-5.8に示す.2-a･bの位置ではそれぞれ2枚のひずみゲージを貼付し

トa･bの位置ではそれぞれ 1枚のひずみゲージを貼付している.園-5.9はハンチ寸法を変化させた供

試体No.1-N0.3について,1-a･b～2-a･b間の平均付着応力度の変化を主鉄筋が降伏する時点まで示

したものである･横軸のTmeiuは2-a,b位置での鉄筋の引張応力度を90度フックまでの直線の付着

区間の距離を用いて算定される平均付着応力度である･ T1.2は 1-a･b位置での鉄筋の引張応力度と

2-a･b位置での鉄筋の引張応力度の差から求められる鉄筋の付着応力度を表していて,縦軸には,

Tm｡皿 に対する比をとっている･この比が小さいと,1-2区間に実際に作用している付着応力度が′ト
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割裂ひび割れ発生

10
開き変位(mm)

20

図-5.6 荷重と開き変位の関係

1-b

lIa_2-a

図-5.8鉄筋ひずみ測定位置

~ =~ =

①時点 ②時点

~ =~ =

③時点 ④時点

図一5,7隅角部のひび割れ状況

1.21

ミiol8ヽ
0.6
3Ei
O.4

0.2

0

1 2 3 4

Tmean印/mm2)

図15.9 引張主鉄筋の平均付着応力度と

1-2区間の付着応力度の関係

さく,フック端部での定着力が相対的に大きくなっていることを示す.

図-5.9によると,供試体N0.2では,やや付着応力が大きくなっているものの,供試体No.1,3で

は平均付着応力が 5N/mm2に達した時点での比率が 0.2程度と小さくなっていて,直角フックおよ

びその余長部分での引張力の負担が大きくなっていると考えられる.

5.3 2 接合部パネルの割裂ひび割れ性状の検討

次に,接合部のコンクリー トに発生する割裂ひび割れパターンについて検討を行う.接合部パネ

ルのコンクリー ト応力の解析方法は有限要素法によって行った.ひび割れは回転ひび割れモデルで

表現した.すなわち､ひび割れが発生した後も､ひび割れ面を固定することなく､各荷重ステップ

で最大引張主応力方向のひび割れ面を定めたC解析モデルは図-5.10に示すように,接合部パネルに

作用させる作用力の作用位置を変えた2ケースを設定した.国-5.10の左は鉄筋の引張力を直接接合

部パネルに作用させたものであり,囲-5.10の右は鉄筋の引張力が,すべて直角フックの位置で接合

部パネルq)コ/クリー トに伝えられると仮定して境界条件を定めたものである.解析的に得られた
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_ 500mm _

F iq:

(完全付着を想定)

了 ･ '二二__- ｣ノ
- 41｡mm r

+｢ ら

図-5.10 解析条件

~1 - - - _ 1 - I ~1 J r . ~ - - ■ - ~

(付着切れ ･端部定着を想定)

二 二 二 二 工 二 王 宕 二 工 声 二 ~コ 召

ll

Jl. _ .

(完全付着を想定) (付着切れ ･端部定着を想定)

図-5.11 解析的に求めたひび割れ状況

接合部パネルのひび割れ状況を図-5.11に示す.

隅角部の接合部パネルに作用させる荷重の作用位置によって,解析的に得られるひび割れ状況は

大きく異なっていることが分かる.鉄筋の付着が完全であると考え,鉄筋の引張力に相当する荷重

の作用位置を接合部パネル前面に設定した場合,ひび割れ発生位置は接合部パネル内側に限定され

るのに対し,鉄筋の付着が消失した状況を想定しフック端部に相当する位置に載荷した場合は,接

合部パネルの対角線上にひび割れが発生する.実験により観察されたひび割れ状況 (図-5.7)を見

ると,明らかに,図-5.11の右図で示される対角線上の割裂ひび割れに近いことが分かる.

以上の結果から,L型隅角部の接合部パネルに生じる割裂ひび割れは,曲げひび割れの発生によ

って隅角部の内側に配置されている主鉄筋の付着強度が低下した結果,引張主鉄筋の引張力が主に

フック端部でコンクリー トに伝達されるようになり,コンクリー トの圧縮力と鉄筋による引張力の

合力により割裂ひび割れが生じたものと考えられる.

5.3.3 接合部パネル割裂ひび割れの判定方法

隅角部の主鉄筋の引張力Tがフック端部でコンクリー トに作用し,コンクリー トの圧縮側に発生

する圧縮力Cの合力がTに等しいとすると,隅角部の対角線方向に作用する合力の大きさは,図-5.9

に示すようにJ亘Tとなる.この合力により接合部パネルに割裂ひび割れが生じる.この応力状態は,
円柱供試体の引張供試休に発生するものと同類と考えることができ,引張試験で引張強度を算出す
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る方法と同様の方法で,接合部パネルの割裂強度を井出できるものと干怨される

ここで･コンクリー トの円柱供鼓掛 こよる引張強度を/,,とすると･隅角部の捷合瓢′くネルにひ

び割れが発生する時点でのyJ裂力は次式のようになる

Ji,-竿 (55,

ここで,r.tは図-512に示した購角部接合軌′くネルの長さであり,alま奥行き方向の部材厚みで

ある なお,接合軒パネルは矩形であるので,コンクリー トの引張強度として,滋密には円柱供試

体による割裂強度ではなく.正方形断面の供軟体による割裂強度を用いるべきである 式(5.9)中のY

はこれを補正するための係数である.古田の研究によると.正方形断面の角柱を用いたgJ裂験敦で

は.円柱供試体による引張強度をやや大きめに与えることが示されている】7) ここでは,一辺が

)ocmの立方休供St体による引張強度fr と･直径 10cmの円柱供試体による引張強度/pの関係を

粗骨材Jt大寸法が 20m血 で W/C=40%のコンクリー トを用い材料洪鼓によって稚思した 供鼓体の

形状を国-513に示す 立方件鉄幹体では,加圧版との凄出部分に 10mJnの水平和分を設けている

それぞれ,材齢7日および 14日で3本づつの拭鞍を行った結果を表-52に示す.この結果から.

立方体供拭体を用いた場合円柱供繋体に比べ 12倍の強度が得られていた すなわち,

㌻ ‡ ~
周1512接合部パネルに作用する割裂力 図-513 割裂試敦供供体形状

表-52 割裂きt鼓結果

形状 材f; 平均LL(MPa) ◇/○

◇ 7日 3.57 3.58 4_02 3.73 1.20
○ 7日 3.14 3.19 3.03 3.12

◇ 14日 3.99 4.39 5.28 4_19 1.23
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fspc=1･2fsp (5.6)

の関係が得られた.したがって,ここでは,K=1.2を採用することとする.

5.3.4 割裂ひび割れ強度の検証

図-5.14に示す ト1■断面について曲げ解析を行い,主鉄筋に作用する引張力が式(5.5)で求められる

Tを超えた時点で割裂ひび割れが生じるものとして,割裂ひび割れ強度の算定を行った.ここで,

1-1-断面の曲げ解析を行う際,図-5.15に示すように,平面保持の仮定に基づくとともに,コンクリ

ー トの有効な範囲は,対角線の交点Oよりも内側の部分のみとした.ここで,コンクリー トの有効

範囲を限定した理由について以下に示す.供試体N0.1で接合部パネルにおけるコンクリー トの圧縮

ひずみ分布を測定した結果を図-5.16に示す.コンクリー トのひずみは,ゲージ長 60mm のワイヤ

llIIlI 一､..Q4 C Il:万 .TllI

図-5.14 解析断面の位置 図-5.15 解析断面での平面保持の仮定

I;/Ec s

図-5.16 接合部パネルコンクリー トの 図-5.17 コンクリー トの引張応力

圧縮ひずみ分布 ひずみ関係
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-ス トレインゲージを用いた.この結果から分かるとおり,コンクリー トの圧縮ひずみは,0点よ

りも内側に集中していて,0点よりも外側のコンクリー トはほとんど圧縮力を負担していない.こ

の結果に基づき,コンクリー トの有効な領域を0点より内側に限定することとした.

曲げ解析を行う際に使用したコンクリー トの圧縮応力ひずみ関係は円柱供試休の圧縮強度試験で

得られたものを用いた.引張側の応力ひずみ関係は,図-5.17に示すように,コンクリー トの引張強

度に達するまでは線形とし,引張応力に達した以降は引張ひずみの増加に応じて引張応力度を低下

させた.コンクリー トひび割れ後の引張応力ひずみ関係はこれまでにもいくつかのものが提案され

ている.ここでは,中村らの研究18)を参考とし,ひび割れ発生後の､荷重と引張主鉄筋のひずみ

関係について実験結果にもっとも近づくよう､係数を試行錯誤的に求めた結果から定めたものであ

る.

ハンチ筋は 1-1■断面においては,引張鉄筋と見なして解析を行った.このようにして得られた隅

角部接合パネルのひび割れ発生荷重の実験値と解析値を比較した結果を図-5.18に示す.この結果か

ら,おおむね隅角部割裂ひび割れ強度が,本方法で推定可能であると考えられる.

5.3.5 割裂ひび割れ発生後の挙動

正載荷の場合,割裂ひび割れの発生に

より一時的に荷重の低下が生じるが,さ

らに載荷を継続すると再び荷重が増加 し

引張主鉄筋が降伏した.しかし,割裂ひ

び割れ発生時に生じた荷重低下の影響に

より,主鉄筋降伏時の荷重は小さくなっ

た.ここでは,割裂ひび割れによる一時

的な荷重低下が主鉄筋降伏時の荷重に与

える影響と,隅角部の接合部パネルに配

置した補強鉄筋の効果についての検討内

容を述べることとする.

図-5.19は,供試体N0.1で測定した主

鉄筋の引張ひずみと載荷荷重の関係を示

したものである.図-5.19の横軸の鉄筋引

張ひずみは図-5.8に示す 2-aおよび 2-b

位置で測定した主鉄筋ひずみの平均値で

ある.割裂ひび割れの発生時点で荷重の

低下が生じているが,鉄筋ひずみの減少

は非常にわずかしか認められていない.

すなわち,割裂ひび割れに伴う荷重の低

下は,引張鉄筋の除荷が原因ではなく,

接合部パネルの耐荷機構の変化に起因す

(N1
)

撃
銀

+ge
簡
潔
去

蚕
旨台
轟
蚕

150

100

50 100 150
割裂ひび割れ強度の実験値(kN)

図-5.18 接合部割裂ひび割れ時の荷重

60

EijZ
Z
さ 40
瑚
姪
20

0.05 0.1 0.15 0.2 0.25
鉄筋引張ひずみ(%)

図-5.19 供試休N0.1の鉄筋ひずみ一荷重の関係
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るものと考えられる.ここでは,割裂ひび割れの発生による荷重低下の原因を探るため,引張鉄筋

の引張力の対として発生しているコンクリー トの圧縮応力分布について調べた.

前掲の図-5.16において,載荷荷重が 54.7kN (△でプロット)の場合は,割裂ひび割れが発生す

る直前のものであり,54.9kN時のひずみ (●でプロットした点)は,接合部パネルに割裂ひび割れ

が発生した後のものである.両者の載荷荷重はほとんど同じであるが,コンクリー トのひずみ分布

状況は異なっていることが分かる.すなわち,割裂ひび割れ発生後は,接合部パネルの内側-の圧

縮ひずみの集中が一層顕著となり,割裂ひび割れよりも外側にあるコンクリー トはほとんど圧縮ひ

ずみを生じていない.また,コンクリー トの圧縮ひずみの積分値は,明らかに割裂ひび割れ発生後

の方が大きくなっていると考えられる.ここで,コンクリー トを弾性体でかつ引張力に対して抵抗

しないと仮定し,コンクリー トの圧縮ス トラットが負担している圧縮力の合力の作用位置を比較す

る.圧縮合力の作用位置について,位置座標の原点を図-5.14に示す o点とし,隅角部内側を正方

向とした座標軸xで表すと,割裂ひび割れ前の54.7kN時にはち=4.7cmであったものが,割裂ひび割

れ後 54.9kN時にはち=9.8cmとなっていて,合力作用位置が5cmほど隅角部内側に移動していた.こ

のため,鉄筋引張力とコンクリー トの圧縮力の腕長は,それぞれ,22.2cm と 17.1cm となる.両者

を比較すると,割裂ひび割れ前後で,

偶力の腕長が77%に低減している.こ

こで,鉄筋の引張力はそれぞれ 351kN

と461kNであり,鉄筋の引張力は割裂

ひび割れ後の方が 1.32倍になってい

る.すなわち,割裂ひび割れ発生後の

偶力の腕長の低下分に見合う鉄筋引張

力の増加が認められる.

以上の結果から,割裂ひび割れの発

生による一時的な荷重低下は,接合部

パネルにおけるコンクリー トの圧縮合

力の作用位置の変動すなわち圧縮ス ト

ラットの形成位置の移動によるもので

あるといえる.

5.3.6 隅角部補強鉄筋の効果

(1)接合部パネルの圧縮ひずみ分布に及

ぼす影響

図-5.20は,引張主鉄筋が降伏に達す

るまで引張主鉄筋のひずみと荷重の関

係を隅角部補強鉄筋量の多くなる順に

示したものである.図-5.21は供試体

N0.5について隅角部補強鉄筋ならび

0
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′hU

4

(
N1)
瑚

鑑

｢■』1
0.1% 鉄筋ひずみ

図-5.20 主鉄筋ひずみと荷重の関係に及ぼす補強鉄筋
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図-5.21 割裂ひび割れの発生と隅角部補強鉄筋ひずみ

の関係 (供試体No.5)
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に引張主鉄筋のひずみと荷重の関係を示したものである.隅角部に割裂ひび割れが生じるまでは,

隅角部補強鉄筋のひずみは小さく,ほとんど機能していない.しかし,割裂ひび割れ後は,隅角部

補強鉄筋は機能し始め,隅角部補強鉄筋量が多いほど割裂ひび割れが発生しても,これに伴って生

じる荷重の一時的な低下は小さくなるとともに,主鉄筋降伏時の荷重は大きくなる.このような隅

角部補強鉄筋の効果について定量的評価を行うため,接合部パネルのコンクリー トストラットの圧

縮ひずみ分布について調べることとした.

図-5,22は,隅角部に補強鉄筋を配置しない供試体N0.1とD6鉄筋を縦横に10本配置した供試

体N0.6について,引張主鉄筋降伏時に生じていたコンクリー トの圧縮ひずみ分布を示したものであ

る.

図-5.22から分かるとおり,主鉄筋降伏時のコンクリー トの斜め圧縮ストラットの圧縮ひずみ分布

状況はかなり異なっていて,供試体N0.6では割裂ひび割れが発生後でも,圧縮ひずみが接合部パネ

ル内に広く分布している.すなわち,コンクリー トの圧縮応力の合力と鉄筋引張力による偶力の腕

長は,両供試体の間で異なっていて,供試体N0.6の方が偶力の腕長が大きくなり,降伏荷重が大き

くなっていたものと考えられる.

(2)主鉄筋ひずみと荷重の関係

図-5.16に示されるように,接合部パネルにおけるコンクリー トの圧縮ストラットのひずみ分布は

荷重の増加とともに､交点Oよりも内側に偏って増加している｡このことから､割裂ひび割れ後の

コンクリー トの斜め圧縮ストラットの圧縮応力分布は,対角線の交点Oよりもさらに内側に移動し

ている.よって,隅角部補強鉄筋のない場合では,接合部パネルにひび割れが生じた時点で,図一5.16

に示すコンクリー トの有効断面の起点を0点から割裂ひび割れの起点を結ぶ直線と対角線の交点で

ある0'点-と移動させることとする.

図-5.22 隅角部補強鉄筋がコンクリー ト

ひずみ分布に及ぼす影響

-128-
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隅角部に補強鉄筋がある場合では,図-5.22に示す圧縮ひずみ分布から,割裂ひび割れ後であって

も,コンクリー トの圧縮応力度は広く分布すると考えられる.この点をふまえ,隅角部の曲げ解析

を行う際,補強鉄筋量に応じて,圧縮応力度を負担しうるコンクリー トの有効断面の大きさを変化

させることとした.

ここで,引張主鉄筋が降伏した時点での,主鉄筋のフック部における鉄筋引張力とコンクリー ト

の圧縮力の合力Fcy(コンクリー トの圧縮ス トラット)は次式であたえられる.

Fc,-JiT, (5.7)

ここで,T,は引張主鉄筋降伏時の引張力である.隅角部補強鉄筋降伏時の引張力の対角線方向の

分力の総和をS,とする･S,の半分が合力F,の作用方向を接合部外側に偏向させるとする.ここで,

S,の半分とした理由は,図15.23に示すように,圧縮力が作用する箇所は①および②の2箇所であり,

対象形であるので,隅角部補強鉄筋の作用として,それぞれ 50%づつ振り分けられると考えられる

ためである.偏向した角度を図-5･23に示すαとすると,tanα=0･5S,/F,で与えられる･接合部
パネルで圧縮力を生じるの有効断面の大きさははり部材の有効高をdとすると

Ad-i ･tana (5･8,

分だけ増加すると考える.隅角部補強鉄筋が有効に作用し始めるのは,割裂ひび割れ発生後である

ので,割裂ひび割れ発生後のコンクリー トの有効断面の起点を図一5.14中の0㌧点から0■■点に移動さ

せる.

上記の仮定に基づき,載荷荷重と図-5.8の 2-aの位置における引張鉄筋ひずみの関係を解析的に

求め,実測値の結果と比較した.解析対象断面は,図-5.14に示す 1-1'断面および2-2-断面を設定し

60

5コI
Z&40
繭
蛭
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0 0.050.1 0.15 0.2 0鉄筋ひずみ(%)
(供試体No.1)

0.05 0.1 0.15 0.2 0.25
鉄筋ひずみ(%)

(供試体No.6)

図-5.24 鉄筋ひずみと荷重の関係
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た.

図-5.24はそれぞれ供試体No.1およびN0.6の載荷荷重と鉄筋ひずみの関係を示したものである.

実験結果によると,解析結果よりもわずかに大きな荷重で割裂ひび割れによる荷重低下が現れてい

る.鉄筋ひずみが降伏点に達した時点での荷重は,実験結果が 1-1一断面の解析結果をわずかに上回

っているが,ほぼ同じ値となっていて,割裂ひび割れによる荷重の一時的な低下が適切に再現でき

ていることが分かる..一方,供試体N0.6は供試体N0.1と異なり,隅角部の補強鉄筋を配置して

いるため,割裂ひび割れの発生による荷重低下の影響は小さくなっている.1-1-断面での解析結果

と実験結果はおおよそ一致している.図-5.25は引張主鉄筋降伏時荷重の実験値と計算値を比較した

結果を示したものである.図中の番号は供試体番号を示す.供試体N0.7において,計算値は実験値

をやや過大に評価しているが,概略的には本方法により降伏時荷重を評価できていると考えられる.
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図-5.25 主鉄 筋降伏時の荷重(実験 値と解析 値の 比較)

5.3.7 ハンチ筋の影苧

ハンチ筋を配置することにより,割裂ひび割れ発生時の荷重は大きくすることができるが,ハン

チ筋を配置しても,主鉄筋とハンチ筋の引張力の負担割合によっては,必ずしも割裂ひび割れの発

生を防止できるとは限らない.割裂ひび割れを防止するには,割裂ひび割れの発生につながる主鉄

筋の引張力の負担を小さくし,主鉄筋が降伏する位置すなわち,塑性ヒンジ形成箇所をはり部材側

に誘導する必要がある.

今回実験を行った供試体のうち,ハンチ筋を配置したもので主鉄筋が降伏するまでに割裂ひび割

れの発生を防ぐことができたのは,主鉄筋と同量のハンチ筋を配置し,ハンチ寸法を 30cm とした

供試体No.12のみであった.ハンチ筋を配置した場合の塑性ヒンジ形成箇所を推定するためには,

載荷荷重と主鉄筋ひずみの関係を解析的に正しく追跡できなければならない.ここでは,ハンチ筋

を配置した供試体について,荷重と主鉄筋ひずみの関係について検討を行った.

-ンチ筋を配置した場合の,解析検討断面を図-5.26に示す.ここで,主鉄筋ひずみの測定位置は,
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図-5.26中の2-2-断面位置 (これを2点とする)ならびに,3-4点の2箇所である.

図-5.27は,ハンチ筋をD13,ハンチ寸法 h-30cm とした供試体 N0.9を対象として,各断面位置

において解析的に得られた載荷荷重と主鉄筋ひずみの関係を示したものである.この結果を見ると,

主鉄筋ひずみが最大となる断面位置は,載荷荷重の大きさに応 じて変化していることが分かる.荷

重が 80kN (鉄筋ひずみで約 0.11%)あたりまでは,3-3-断面位置で鉄筋の引張ひずみが最大となる

が,この後 1-1'断面の主鉄筋ひずみと大小関係が逆転し,割裂ひび割れが発生すると予想された.

最終的には 1-1■断面で主鉄筋が降伏する結果となった.これに対し,鉄筋ひずみの実測結果を図-5.28

に示す.実測結果によると,荷重が 90kNまでは 3-4点の方が引張ひずみは大きくなっているが,

その後2点の方が引張ひずみは大きくなり,割裂ひび割れ発生の後,引張ひずみが急増し,降伏す

る結果となった.解析結果と実測結果を比較すると,荷重が 90kN程度までは,両者に若干の開き

があるものの,その傾向はおおよそ捉えていて,主鉄筋降伏断面の位置および,割裂ひび割れの発

生については妥当な結果を与えていたと考えられる.
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図-5.26 ハンチ筋を配置した場合の 図-5.27 荷重と主鉄筋ひずみの関係 (解析結果)
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図-5.28 荷重と鉄筋ひずみの関係

(実測結果と解析結果)
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義-5,3 割裂ひび割れ時 ･主鉄筋降伏時荷重

供試体No 実験結果(kN) 解析結果(kN)Pcr Py Pcr Pyl Py2 Py3

1 54.7 54.9 56.1 69.3 49.7

8 95.9 $9.2 94.5 102.8 77.7 126.6

9 100.8 96.8 98.9 112.6 86 136.5

10 94.4 86.5 89.3 106.5 77.1 119.2

ll 113.8 114.7 127.5 133.9 104.6 137.6

ただし上記表において

pcr :割裂ひび割れ発生荷重

py .･主鉄筋降伏時の荷重

pyl :割裂ひび割れが生じないと仮定して得られた降伏時荷重

py2 :割裂ひび割れが生じると仮定して得られた降伏時荷重

py3 :図-5･20の414-断面で降伏するとして得られた降伏時荷重

ハンチ筋を配置した供試体について,割裂ひび割れ発生荷重および主鉄筋降伏時荷重について,

それぞれ実験結果と解析結果を表-5.3に示す.

供試体N0.8からNo.12はハンチ筋を配置していても,解析上pcr<pylとなっていて,割裂ひび割

れが先行する形となっている.ただし,No.12ではわずかの差ではあるが pcr>py3となっていて,

解析上は,割裂ひび割れ発生前に4-4-断面での鉄筋降伏が先行することとなった.

実験結果によると,割裂ひび割れ発生よりも主鉄筋降伏が先行したのは供試体No.12のみであり,

上記の解析結果と一致していた･ただし,供試体 No.12では 18yの正負交番載荷後,28yに載荷点

変位を増加させる間に割裂ひび割れの発生が認められた.

以上の結果をまとめると,解析の検討断面を複数設定し,それぞれの断面において主鉄筋降伏時

の荷重と割裂ひび割れ発生時の荷重を比較することにより,おおよそ割裂ひび割れの発生の有無を

予測することができる.

図-5.29は各供試体の主鉄筋降伏時の荷重に

ついて,実験値と解析値を比較した結果を示す

ものである.おおよそ両者は一致しているが,

割裂ひび割れ前に主鉄筋が降伏 した供試体

No.12のみ解析結果が実験結果を上回り,それ

以外の供試体では,解析結果が実験結果をやや

下回る結果となっていた.この理由の一つとし

て,ハンチ筋の負担する引張力の推定精度に問

題があったものと思われる.
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図一5.29 主鉄筋降伏時の荷重の比較
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5.3.8 正負交番載荷時の挙動について

正負交番載荷を実施した供試体について,載荷荷重と変位の履歴の一例 (供試体No.4)を図-5.30

に示す.各8yでの繰り返し載荷において,2回目および3回目の載荷でヒステリシスループの措く

面積が非常に小さくなっていることが特徴として挙げられる.図一5.31は隅角部補強鉄筋を配置した

供試体No.4およびN0.7のピーク時の荷重の絶対値と荷重の繰り返し回数の関係を示したものであ

る.いずれの場合も正載荷と負載荷を比べると,正載荷の方がピーク時荷重は小さく,かつ荷重低

下が顕著となり始める荷重の繰り返し回数は小さくなっている.ただし,D19のハンチ筋を配した

供試体No.12のみは正載荷負載荷とも,ピーク時の荷重はほぼ同じ大きさであった.

図-5.30 荷重変位関係の一例
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図-5.31 荷重の繰り返しによるピーク時荷重の推移

(1)荷重変位関係の包絡線について

図-5.32は隅角部の補強鉄筋量を変化させた供試体の,荷重変位関係の包絡線を示したものであ

る.義-5.4は比較を行った供試体の隅角部補強鉄筋量を,接合部パネルに作用するせん断力を基準

として定量的に示したものである.表中のⅥyは,正載荷において主鉄筋降伏時に接合部パネルに

作用するせん断力の計算値を示している. Vsは,隅角部補強鉄筋が降伏点に達したと仮定し,隅

角部補強鉄筋が負担すると考えられるせん断力の計算結果を示す. Ⅵyおよびvsの計算方法は文
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献 19に準拠している.最も隅角部

補強鉄筋量の多い供試体 N0.7で

は,補強鉄筋によって,ほぼせん

断力を負担しうるものとなってい

る.

実験結果によると,隅角部補強

鉄筋量を増加させることにより,

ピーク時の荷重は大きくなる傾向

が認められる.しかし,最大荷重

を示した後のピーク時荷重の低下

状況については,補強鉄筋量の多

い方がやや緩やかになっていると

も見えるが,必ずしも大きな差は

認められず,隅角部補強鉄筋量を

増加させても,じん性はさほど増

加するとはいえない結果となって

いた .

図-5.33は,ハンチ筋の量及びハ

ンチ寸法を変化させた場合の包絡

線を示したものである.ハンチ筋

の効果は明瞭に現れていて,ハン

チ寸法を 30cm としハンチ筋を主

鉄筋と同量配置した供試体 No.12

では,正載荷時のピーク時荷重お

よびじん性とも大きくなっている

ことが分かる.

(2)接合部パネルの変形と等価粘性

減衰定数の関係

図-5.34は隅角部補強鉄筋量を

変化させた供試体の等価減衰定数

(heq)を示したものである･各塑性

率において,2回目の載荷を対象

として h.qを求めている･この理

由として1回目の載荷では､繰り

返 しの効果が十分に現れないこ

と､2回目と3回目のヒステリシ

図-5.32 荷重変位関係の包絡線

(隅角部補強鉄筋の影響)

義-5.4 隅角部補強鉄筋量を変化させた供試体

供試体番号 No.4 No.5 No.6 No.7

Vjy(kN) 285 285 285 281

補強筋 5D6 6D6 10D6 10D10

知y(MPa) 365 365 365 383

Vs(kN) 58 69 116 273

Vs/Vju 0.2 0.24 0.41 0.97

図-5.33 荷重変位関係の包絡線

(ハンチ筋の影響)
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スループにはあまり大きな変化がないためである｡図中にはハンチ筋のみを配置した供試体 No.12

についてもプロットしている･h｡｡は,隅角部補強鉄筋を配置することにより,やや増加する傾向が

認められるが,ハンチ筋を主鉄筋と同量配置することにより,それ以上の h｡qが得られている･こ

こで,heqの低下の原因としては,供試休接合部パネルのせん断変形が関わっているものと考えられ
る.この点を明らかにするため,接合部パネルのせん断変形について検討を行う.ここで,接合部

パネルのせん断変形は渡辺らの研究14)

を参考とし図-5.35の位置で計測した.

接合部パネルのせん断変形角βは次式

で与えられる.

β=∂∫2-∂∫1
~3i主こち

(5.9)

ここで,変位651,6,2はそれぞれ図-5.35

に示す位置で測定された変位(皿)であ

る.式(5.9)中の305は図-5.35に示す変位

測定の基長である｡接合部パネルのせん

断変形によって生じる,載荷点での変位

Sshは,次式で与えられる.

･sh-諾 (5･10,

ここで,J′は接合部パネルの図心位置か

ら,供試体開き変位測定位置までの距離

である.図-5.36は,供試体N0.4につい

て,載荷の繰 り返し回数と載荷点変位8

および8から隅角部のせん断変形Sshを差

し引いた残りの変形量の変化状況を示し

たものである.なお,この供試体では繰

り返し回数が 12回を超えた時点で,6S2

が変位計の最大容量である20mmを超え

たので, Sshも 12回までの値を示してい

る.ここでの載荷方法は,各 n身で3回

づつの繰り返しとしているが,2身 以降

の載荷 (図-33において繰 り返し回数4

2 3 4 5
塑性率

図-5.34 隅角部補強鉄筋量が等価減衰定数に及ぼ

す影響

20mm

05mm .塞 8S2

図-5.35 接合部パネルの変形測定位置一一⊃一･･･一一∂二二t60ニ6,S&荷重
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図-5,37 載荷回数の増加に伴 う8sl,8S2の増加

回以降)において,それぞれ n身の1回目の載荷サイクル (繰 り返し回数 4,7,10,- に相当)で一時

的に816shは大きくなっていて,曲げ変形が一時的に増大しているが,n多,の2回目 (繰 り返し回数

5,8,ll,-･) 3回目 (繰 り返し回数 6,9,12,-･)と載荷回数を重ねるにつれ6-6shは減少し,曲げ変形

の寄与が減少している.せん断変形が占める割合は,相対的に大きくなっていることが分かる.

図-5.37は,正載荷における供試体 N0.4とN0.7の651,652ならびにピーク時荷重の変動状況を示
したものである.この結果を見ると,荷重の繰 り返し回数が4回を超えたあたりから,652が増加 し,

接合部パネルのせん断変形が増加 していること, しかし,この時点ではピーク時の荷重の低下は生

じていない.ピーク時の荷重の低下は,652よりもむしろSsJとの関連性が高く,651が増加 し始めた

時点で,ピーク時の荷重の低下が顕著になり始めていることが分かる.すなわち,正負交番荷重の

作用により,比較的繰 り返し回数の小さい段階からせん断変形の増加が認められるが,これによっ

て隅角部の強度が低下するのではなく,負載荷時の変形により,正載荷時にコンクリー トの圧縮ス

トラットが負担する圧縮力の低下が生じ,このために隅角部の強度が低下するものと考えられる.

園-5.38はハンチ筋を配置しなかった供試体について,正載荷のピーク時荷重と651の関係を示した

ものである.この結果を見ると,隅角部補強鉄筋量に関わらず,6sJの増加 と共にピーク時荷重の減

少が生じていることが分かる.特に,651が0mmから2mm程度までの間にピーク時荷重の低下が進

行してる結果となった.ここで,接合部パネルに塑性変形が生じなければ6slの増加も抑制され,ど

ーク時荷重の低下も生じないものと考えられる.この点を検証するため,D19のハンチ筋を配置し

た供試体について,Sslとピーク時の荷重の変化を調べた.図-5.39は,荷重の繰 り返し回数の増加

に伴 う,6slの変化を示したものであり,図-5.40はピーク時荷重の変動状況を示したものである.

なお,ハンチ寸法やハンチ筋量に応 じて 1ら,載荷時のピーク荷重が異なるので,ここでは,1らノの1

回目の載荷におけるピーク時を基準とし,ここからの各載荷サイクルにおけるピーク時荷重の変化

量を縦軸とした.ここで,供試体No.12のみ-ンチ筋は降伏せず,主鉄筋の降伏がハンチ始点部に

誘導されていたものである.供試体No.12を除いて,ハンチ筋のない供試体と同様に6slの増加と共
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にピーク時荷重の減少が生 じてい

た.しかし,供試体No.12ではSsJは

負の値をとっていて,ピーク時の荷

重低下も殆ど認められない.この結

果から,正載荷における強度低下を

防止するためには,ハンチ筋の配置

により塑性ヒンジ形成箇所をはり部

材側に設定することが重要であると

考えられる.

5.4 まとめ

L型のRC隅角部の載荷試験を通

じ,以下の結論が得られた.

隅角部に正の曲げモーメントが作

用した場合,

1)接合部パネル前面に主鉄筋に沿

った曲げひび割れの発生によ

り,付着強度が低下していて,

主鉄筋の引張力はフック端部を

通じてコンクリー トに伝達され

ている可能性が高い.また,割

裂ひび割れのパターンについて

解析結果 と 比較を行ったとこ

ろ,付着強度の低下により,戟

荷試験で認められるような割裂

ひび割れが生じることが明らか

となった.

2)正載荷における隅角部の割裂ひ

び割れ強度の算定方法の提案を

行い,比較的良好な精度で割裂

ひび割れ強度を推定しうること

を示した.

3)割裂ひび割れの発生により,主

鉄筋降伏時の強度は低下するが,
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図-5.38 8slとピーク時荷重の低下の関係
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図-5.39 載荷回数の増加に伴う8slの増加
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図-5.40 載荷回数の増加に伴うピーク時荷重の変化

この原因は割裂ひび割れの発生に伴う圧縮ストラッ トの形成

位置の移動によることが明らかとなった.

4)隅角部の補強鉄筋を配置することにより,割裂ひび割れの発生に伴う荷重の低下が緩和 される.

ここでは,接合部パネルの補強鉄筋の影響を考慮した降伏時強度の評価方法を提案した.
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5)ハンチ筋を配置した場合,割裂ひび割れ強度は増加するものの,必ずしも割裂ひび割れの発生

を防止することはできない.割裂ひび割れの防止のためには,少なくとも主鉄筋と同量の-ン

チ筋を適切な位置に配置すべきであることが明らかとなった.

一方,正負交番載荷を行った場合の接合部の挙動について,以下の点が明らかとなった.

6)接合部パネルに割裂ひび割れが発生すると,ここでのせん断変形が大きくなり,L型部材の載

荷点での荷重変位関係の履歴は,エネルギー吸収量の少ないスリップ型となりやすい.

7)正載荷における接合部の強度低下の原因として,接合部パネルに生じる割裂ひび割れと平行な

方向の引張変位の増加による圧縮ストラットの負担する圧縮力低下が想定される.

8)今回行った実験の範囲内では,隅角部補強鉄筋のじん性に及ぼす影響はあまり明確ではなかっ

たが,多少効果は認められた.

9)ハンチ筋を主鉄筋量と同量配置し,-ンチ寸法を 30cm確保した供試体では,塑性ヒンジがハ

ンチ始点付近に形成され,接合部パネルの損傷は生じにくかった.この結果,L型RC部材と

してもっとも大きな変形性能が確保される結果となった.
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本研究において､コンクリー ト部材のせん断強度､特に正負交番荷重が作用する場合のせん断強

度の評価方法について検討を実施した｡その結果をとりまとめると以下の通りである｡

第3章において単調増加荷重が作用するRC棒部材のせん断強度について検討を行った｡この検

討において最も力点を置いた箇所は､修正 トラス理論においてコンクリー トが負担するせん断力と

して､せん断ひび割れ発生後はアーチ機構が重要な機能を果たすことを示したところである｡第2

章でも示したとおり､これまで土木分野で用いられているせん断耐力の評価式においてコンクリー

トの負担するせん断力は､せん断ひび割れ発生時のせん断力を代用してきたOこれは､一次近似と

してはほぼ妥当なものであると考えられるものの､せん断補強鉄筋を有するRC部材に再現されて

いる実際のせん断抵抗機構を適切に解釈したものではない｡また､コンクリー トの圧縮強度の影響

についてみれば､せん断ひび割れ発生時のせん断力として解釈すると､コンクリー トの引張強度に

近いものであり､コンクリー トの圧縮強度による影響はあまり受けないものと予想される｡しかし､

載荷試験結果からアーチ機構を評価した場合､コンクリー トの負担するせん断力に与えるコンクリ

ー トの圧縮強度の影響はそれよりも顕著であることが明らかとなった｡また､PC部材の実験結果

を例にとり､プレストレスの導入による軸力成分を加え合わせることにより､コンクリー トの負担

するせん断力が算定可能であることを示した｡現存するコンクリー トの負担するせん断力として､

土木学会コンクリート標準示方書に示されているディープビームを対象とした評価式により､本来

評価対象とする範囲を超えたせん断スパン比を持つRC部材のアーチ機構による負担せん断力を推

定しうることを明らかにした｡

一方､主鉄筋のダウエル作用に対する検討から､せん断補強鉄筋を有する場合には主鉄筋のダウ

エル作用が見かけ上増加するものの､実際には､せん断補強鉄筋の寄与が大きく､これを取り除い

た主鉄筋そのもののダウエル作用としては､コンクリー トの負担するせん断力として必ずしも大き

なものではないことを示した｡

これらの検討結果は､第4章に述べる正負交番荷重下におけるRC部材のせん断強度の低下理由

を考察する基礎となるものである｡

第4章では､まず定変位振幅の繰り返し載荷試験を実施し､一方向のみの載荷を行う場合と､荷

重を反転させ正負交番載荷試験とした場合の､RC部材のコンクリー トの負担するせん断力の違い

について検証を行った｡一方向の繰り返し載荷試験を行った場合では､単調載荷試験の場合と比較

してせん断補強鉄筋に生じる引張応力は大きくなる傾向にあるものの､繰り返し作用する荷重の増

加に対するせん断補強鉄筋の引張応力の増加は少ないことを示した｡また､除荷時にせん断補強鉄

筋に残留する引張力について､これをコアコンクリー トに対する拘束応力ととらえ､コンクリー ト

の負担するせん断力の一部として加え合わせたところ､せん断変形とコンクリートの負担するせん

断力の関係は､単調載荷時のそれとほぼ一致していることを示した｡これに対し､正負交番載荷を
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行った場合では､引張主鉄筋が降伏するほどの塑性変形が生じた場合､荷重反転によってコンクリ

ー トの負担するせん断力に著しい低下が認められることを示した｡これは､コンクリー トの負担す

るせん断力のうち､アーチ機構に由来すると考えられる部分が損傷を受けるためである｡しかし､

せん断補強鉄筋には荷重を除荷しても引張応力が残留し､コアコンクリー トに拘束力が働くため､

コンクリー トの負担するせん断力のすべては失われるわけではない｡このことは､一方向繰り返し

載荷の場合と同じである｡実際､ピーク時にせん断補強鉄筋が降伏せず､コアコンクリー トの拘束

力が温存される状況にあれば､正負交番載荷条件でもRC部材のせん断破壊は生じないこととなる｡

これらの条件から､塑性率が4程度の範囲での正負交番荷重繰り返しにおいて､せん断破壊を防

止するために必要となるせん断耐力を提案した｡

また､正負交番荷重が作用する場合を想定したRC部材のせん断耐力評価式に基づいて算定され

る曲げ終局強度に対するせん断耐力の余裕度によって､RC部材の靭性率が評価しうる可能性を示

したOここで重要な点としてあげられることは､(丑部材の引張主鉄筋量が少なく､せん断ひび割れ

発生前に部材の曲げ耐力に到達するような場合では､コンクリー トの負担するせん断力について､

正負交番荷重下であっても､これを低減する必要がないこと､②部材に配置したせん断補強鉄筋量

が多い場合や､引張主鉄筋量が少ないように､曲げ耐力に対するせん断耐力が大きい場合では､せ

ん断ひび割れの傾斜角が大きく､せん断ひび割れを横切って機能するせん断補強鉄筋量が減少する

ことである｡この影響をふまえなければ､せん断補強鉄筋によるせん断補強効果を過大に見積もる

ことにより､靭性率の予測値も実験値を過大評価する結果になる｡

次に､せん断スパン比が小さくなると､従来から明らかにされているようにアーチ機構が卓越す

るせん断抵抗機構が現れることとなる｡このことから､正負交番荷重が作用する条件では､アーチ

機構の消失に伴うコンクリー トの負担するせん断力の低下が懸念される｡実際に載荷試験を行った

結果においても､コンクリー トの負担するせん断力の著しい低下が認められたものの､その理由は

せん断スパン比が大きい場合とは異なったものであることを示したOこれは､せん断スパン比が小

さい場合､せん断剛性に比較して曲げ剛性が非常に大きいため､載荷点変位振幅を制御する載荷方

法を採用した場合､供試体に発生する曲げ変形量が相対的に非常に小さくなるためである｡せん断

スパン比が大きい場合では､上述の通り荷重の反転によって主鉄筋に発生する残留引張ひずみがア

ーチ機構の損傷に結びつく訳であるが､せん断スパン比が小さい場合では､載荷点の変位振幅を増

大させてもせん断変形が増加するばかりであり､曲げ降伏は生じない｡このことから､せん断スパ

ン比が小さい部材 (ここで実施した検討においてはせん断スパン比が 1.6程度以下)では､せん断

剛性を増加させなければ靭性を向上させることが困難であるといえる｡

5章ではRCラーメン隅角部について､せん断強度の評価方法および変形性能の向上方法に関す

る検討を行った｡隅角部に脆性的な破壊が生じるのは､内開きモーメントが作用する場合であるが､

このときの破壊パターンは､隅角部接合パネルの割裂破壊である｡隅角部に定着される主鉄筋に沿

った曲げひび割れの発生により､主鉄筋とコンクリー トの付着の低下が接合部パネルに割裂引張力

を作用させる原因であることを明らかにした｡また､コンクリー トの割裂強度に基づいて接合部パ
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ネルの割裂強度の評価式を提案した｡

隅角部接合部パネルに割裂ひび割れが発生すると､これにより隅角部の強度が全く失われるわけ

ではなく､一時的な強度低下の後､載荷を続けると再び荷重の増加が認められるようになる.しか

し､割裂ひび割れの発生による影響は解消されることはなく､主鉄筋の引張降伏時における作用曲

げモーメントは割裂ひび割れの発生がない場合と比べて小さくなる｡この原因として割裂ひび割れ

の発生により､隅角部接合部パネルに形成されるコンクリー トの圧縮ス トラットの形成位置が内側

にずれ､アーム長が短くなるためである｡隅角部の補強鉄筋を配置することにより､割裂ひび割れ

発生時における強度低下を少なくすることが可能となる｡ここでは､隅角部の補強鉄筋の補強効果

の評価方法を提案した｡また､ハンチ筋の配置は隅角部接合部パネルの割裂ひび割れ強度を向上さ

せるのに有効であるが､割裂ひび割れの発生を防止するためには､主鉄筋量と同じ量のハンチ筋を

配置する必要があることを示した｡

次に､隅角部接合部パネルに正負交番荷重が作用した場合の変形性能ならびに強度低下に関する

検討を実施した｡これによって得られた重要な結論の一つとして､正負交番荷重が作用する場合､

接合部パネルに割裂ひび割れが発生した場合､剛性の低下並びに接合部パネルの強度低下を食い止

めることは非常に困難であることである｡特に､内閉じの曲げモーメントが隅角部に作用した場合､

内開き曲げモーメントが作用する場合に圧縮ス トラットが形成される位置に､残留引張ひび割れが

生じ､これが隅角部接合部パネルのせん断抵抗の低下に起因していることを示した｡隅角部を剛域

とみなして照査を行う場合には､ハンチ並びにハンチ筋を配置することにより塑性ヒンジの形成位

置を柱もしくははりに誘導することが重要であるといえる｡

近年､道路用コンクリー ト構造物の設計照査手法の高度化に関する取り組みが進みつつある｡そ

こでは､各種荷重のばらつきや､材料強度､施工の晶質のばらつきを考慮し､構造物が破壊に至る

危険率を要求されるレベル以下に制限するための信頼性設計の考え方の導入が模索されている｡理

想として掲げるところでは､部材単体の破壊の照査を脱却し､構造物全体としての破壊を照査する

ものである｡これは､EN1990やISO19338等でも触れられている構造ロバス ト性(structuralIntegrity)

の確保の観点からは必須の事項であり､当然のことながら構造物の破壊モー ドを描いたシナリオ通

りに制御できることが前程となる｡

すなわち､曲げ変形による塑性化を生かした設計を行うのであれば､想定したシナリオ通りの位

置で塑性ヒンジが形成され､かつその断面において計画しているじん性を満足する必要がある｡塑

性ヒンジの位置が異なったり､あるいは想定される変形量に達しない段階でせん断破壊が生じるよ

うなことがあってはならない｡このためには､必要十分なせん断補強鉄筋の配置とともに､ラーメ

ン形式の部材であれば､隅角部の損傷を食い止めるための補強鉄筋の配置が重要である｡

本研究において得られた知見に基づきコンクリー ト部材の合理的なせん断破壊の防止のためのシ

ナリオをまとめると､

①地震荷重のような正負交番繰り返し荷重下での塑性ヒンジの形成を考慮する必要がない部材に対

しては､アーチ機構の形成により､コンクリー トの圧縮強度を高めると､現行の照査手法で予測
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されるよりも大きなコンクリー トの負担するせん断力が期待できる｡とりわけ､プレス トレスを

導入したコンクリー ト部材は､軸圧縮力の寄与が顕著で､コンクリー トの負担するせん断力が向

上する｡従って､コンクリー トの圧縮強度を高めること､またプレストレスを導入することは､

コンクリー トの負担するせん断力を増加させ､必要となるせん断補強鉄筋の抑制に効果的であ

る｡

また､想定しているせん断ひび割れの発生角度を450で固定してせん断補強鉄筋の寄与を算定し

ていたが､単調増加荷重を想定するならば 450よりも小さな角度を想定し､少ないせん断補強

鉄筋で所定のせん断補強効果が得られる可能性がある｡この点も､せん断補強鉄筋量の削減に寄

与するものと考えられる｡

②一方､正負交番繰り返し荷重下での塑性ヒンジの形成を考慮する部材に対しては､アーチ機構の

形成に期待することは必ずしも妥当ではない｡荷重方向の反転によってコンクリー トの負担する

せん断力の低下が顕著となる｡しかし､コンクリー トの負担するせん断力が全く期待できなくな

るわけではない｡せん断補強鉄筋量の増加はコアコンクリー トの拘束効果を高めコンクリー トの

負担するせん断力の低下を防止することとなる｡この点をふまえ､第4章図-4.49に示すじん性

率とせん断強度の余裕度の関係から､部材に要求されるじん性に見合ったせん断補強鉄筋量を定

め､要求されるじん性率の範囲内ではせん断破壊が生じないような設計を行えばよい｡この照査

によって､シナリオ通りの変形性能が保証されることとなる｡ただし､せん断補強鉄筋量の増加

に伴い､せん断ひび割れの角度が大きくなり､せん断ひび割れを横切るせん断補強鉄筋量の低下

に注意する必要がある｡

③RC部材の隅角部については､接合部パネルに割裂ひび割れを生じさせないことが最も重要であ

り､接合部パネルの寸法と梁柱部材に配置されている主鉄筋量から接合部パネルの割裂ひび割れ

の発生について､第5章式(5.5)により照査すればよい｡割裂ひび割れの発生が避けがたい場合は､

隅角部補強鉄筋あるいはハンチ筋により､隅角部の変形性能を向上させることとなるが､最も確

実なのはハンチ筋の配置であり､接合部パネルに形成されるコンクリー トの圧縮ス トラットとハ

ンチ筋のアーム長に配慮したハンチ寸法を確保することが重要である｡これを照査することによ

って､隅角部に損傷が生じることなく､シナリオ通りの破壊形態すなわち､柱もしくははり部材

側に塑性ヒンジを誘導することが保証されることとなる｡

本論文の成果を実務に応用するに際して､残念ながら検討できなかった課題としては､過強度の

問題がある｡本研究において､鉄筋やコンクリー トの材料強度は試験結果を用いることを基本とし

ているoLかし､実際には設計で用いる鉄筋などの強度は規格値を用いることとなるO一般的に､

鉄筋などの材料は規格値を満足するため降伏点などは余裕を持った値となっている場合が多い｡ま

た､曲げモーメントによる塑性ヒンジ区間においては､主鉄筋の引張ひずみが大きくひずみ硬化領

域に至るため､降伏点を想定した曲げモーメントを上回るものが作用する可能性が高い｡このため､

材料規格値を用いた破壊モー ドの判定が適切な結果にならない｡従って､シナリオ通りの構造物の

破壊形態を実現するための実務上の手段として､鉄筋の過強度による影響をふまえた安全係数の導
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人が必要になる｡

また､本論文において導き出した正負交番荷重作用時の棒部材および隅角部のせん断耐力評価方

法については､ある程度のばらつきが生じることは避けられない｡従って､破壊モー ド制御のため

のシナリオデザインをより確実なものにするためには､ばらつきの程度をふまえた部材係数の設定

も今後必要になると考えられる｡

今後もコンクリー ト構造物は社会資本として重要な役割を担ってゆくことに変わりはない｡構造

物の供用期間にわたって､大きな地震に対して脆性的なせん断破壊を免れその機能を十分に果たし

てゆかなければならない｡一方で､長期的な視点に立てば､アルカリ骨材反応や塩害などにより経

年的な変状が生じる可能性もある｡とりわけアルカリ骨材反応が及ぼす影響については､不明なこ

とが多く残されている｡本論文では､新設の構造物を対象とした検討にとどまっており､経年劣化

を考慮したものにはなっておらず､今後の検討課題として残されている｡とりわけ､アルカリ骨材

反応により鉄筋の破断が生じたような場合については､これが主鉄筋の定着フック部に生じると､

本論文で検討したアーチ機構の形成によるコンクリー トの負担するせん断力に大きな悪影響が生じ

ることが予想される｡また､せん断補強鉄筋の角部に破断が生じた場合は､せん断補強鉄筋定着長

の不足が生じ､コアコンクリー トの拘束によるコンクリー トの負担するせん断力の低下にもつなが

るものである｡いずれにしても､ここで検討がなされたせん断強度の評価方法は､鉄筋の配筋に関

しては構造細目を満足していることが前提条件となっているため､配筋の構造細目の検証も合わせ

た検討が必要になると考えられる｡
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